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1．はじめに

2020 年 12 月 29 日時点において、世界中で新型コ
ロナウイルスが猛威をふるっている。業務継続のた
め産業界は一斉に在宅勤務に転換した。ビデオ会議
サービスを提供する ZOOM の株価は、2020 年 1 月
の最安値は65.81ドルであったが、2020年10月には
最高値588.84ドルを記録した。約9か月で8.9倍であ
る。一時期、IBMの時価総額（1099億ドル。2020年
9月時点）を上回った。文化財業界においても、会議
や講演会はオンラインとなり、学会でさえオンライ
ン開催となった。これまでオンライン会議とまった
く無縁であった層においても、おそらく2020年は大
半の層にオンライン会議が浸透したと思われる。こ
のような事態は、本人の意向などお構いなしに、強
制的に変革を迫られた。新型コロナウイルス登場以
前から既にデジタル化が浸透しており、新型コロナ
ウイルスでデジタル化が加速し早まっただけという
見方もある。本稿では、現在私たちがどのような環
境にいるのか、デジタル時代の課題、それに対応す
る奈良文化財研究所における研修内容を整理するも
のである。

2．�テクノロジーによって仕事が大きく
変わる

新しいテクノロジーの登場によって、大きく社会
が変化する時期がある。ニューヨークの馬車から自

動車への転換は有名な話である。1905 年のニュー
ヨークのマディソン・スクエア・ガーデンのあたり
の写真には馬車が多く写っている（図 1）。しかし
1925 年の同じ場所を写した写真には馬車はなく自
動車に置き換わっている（図2）。馬に関する仕事が
なくなり、自動車にかかわる板金工や整備工が新た
な仕事して登場する。澤円は「テクノロジーが変わ

デジタル時代において文化財専門家に求められること
高田祐一（奈良文化財研究所）

Cultural Resource Management in the Digital Age 
Takata Yuichi（Nara National Research Institute for Cultural Properties）

・デジタル化／Digitization・デジタルアーカイブ／Digital archives 
・デジタルデータ／Digital data

図１　�1905年ニューヨークのマディソン・スクエア・ガーデ
ンのあたり

　　　（https://logmi.jp/business/articles/243422から）

図２　�1925年ニューヨークのマディソン・スクエア・ガーデ
ンのあたり

　　　（https://logmi.jp/business/articles/243422から）
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れば働き方が変わるというのは、100 年ぐらい前に
はもうやっているわけなんですよね。それを今から
はITでやればいいわけなんです。」と説く 1）。

新技術の普及速度は加速している。アメリカで新
しいテクノロジーが 50 ％の国民に普及するまでの
期間を調べた調査がある 2）。自動車は 80 年強、電話

は70年、ラジオとテレビは30年、PCは30年弱、イ
ンターネットは20年弱、携帯電話は10年である（図
3）。さらに、日本の情報通信機器の普及状況を調べ
た調査がある 3）。調査対象となっている情報通信機
器は、携帯電話、パソコン、固定電話、スマート
フォン、FAX、タブレット型端末、インターネット
接続できる家庭用テレビゲーム機である（図4）。ス
マートフォンは、2010年には保有率（世帯）が9.7％
であったものが、2013 年には 62.6 ％となっている。
たった3年で50％以上普及したのである。LTE契約

図３　�アメリカにおける新技術の普及速度
　　　�（http://hdr.undp.org/sites/default/files/2015_

human_development_report.pdfから）

図４　日本における情報通信機器の保有状況の推移（世帯）

図5　テレワーク導入の増加
　　　�（https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/

whitepaper/ja/r02/html/nb000000.html）
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数についても 2012 年から 2017 年の 5 年で約 44 倍に
増加している。新型コロナウイルスによって企業の
テレワーク実施率も増加した（図5）。緊急事態宣言
対象 7 都府県では過半数に達した。筆者の周辺でも
出張での打合せや学会がオンライン会議となった。
感覚的にたったの1、2か月で環境が激変した。

2010年代に入ってから、デジタルデータがさらに
重要性を増した。2008年の世界の時価総額トップ10
企業は石油・製造・通信・金融であったが、2018年
には10社中6社はデジタルプラットフォーム企業が
占めた（図6） 4）。従来の情報技術そのものの企業では
なくデジタルデータを大量に保有する企業である。

今の 2020 年前後の社会について上記内容を踏ま
えると次の3点に集約できる。

①テクノロジーによって仕事が大きく変わる
1900 年初めに馬車から自動車へ置き換わった。移

動手段は変わったが、移動するという目的は変わっ
ていない。自動車によって、大きな荷物を運びながら
より早く遠くへ移動できるようになった。文化財関
係業務においても高品質化・効率化に資するテクノ

ロジーへの置き換わりが順次進むのが自然である。
②新しいテクノロジーの普及速度が加速

新しいテクノロジーの普及が進むことは、ハード
ルが下がりメリットを享受しやすい。しかし、超長
期的に文化財の継承を目標にしている文化財の世界
では、取り入れるに足るか、長期的に問題ないかな
ど新しいテクノロジーの評価が必要であることは言
うまでもない。

③データが価値を持つ社会
蓄積型学問である考古学・歴史学に合致した流れ

である。しかしアクセスできないデータは存在を把
握できず、使用機会が訪れない。よって蓄積した膨
大な成果やデータにアクセスしやすくすることが肝
要である。

3．�デジタル時代に文化財専門家に求め
られることは？

一般的に文化財専門家に求められることは、文化
財を調査研究できること、地域の歴史を住民に伝え
ること、文化財を次世代に継承することを挙げられ
る。今のデジタル時代に必要なリテラシーは次の通

図6　時価総額トップ10の企業
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りであろう。デジタル技術も有効活用して、文化財
を調査研究できること。デジタル技術も有効活用し
て、地域の歴史を住民に伝えること。文化財に関わ
るデジタルデータも次世代に継承すること。

Ben Marwickは従来の研究者はT型（幅広い知識
に分野の専門性を持つ）であり、現在の研究者はガ
ンマ型（幅広い知識に分野の専門性を持ち、データ
の再現性スキルとコンピュータスキルを持つ）であ
ると説く（図7） 5）。

4．デジタル時代の課題

文化財分野においてデジタルに関わる課題と対応
策は大きく3点ある。
【課題1】情報量が多すぎて探せない
人間は、「知らないものは探さない」（図 8）。勉

強によって情報の存在を知り、探す際の当たりのつ
け方を学ぶ。あるいは、とある立場になって初めて
存在を知り目的物を探すことができる。順序として

は、何かあるだろうという目算や事前の把握があっ
て初めて探す行動に移る。目算がなくとも、情報量
が少なければ、個人的努力によって知らないもので
も偶然に探すかもしれない。しかし情報量が膨大に
ある場合、目算もなく偶然性に賭けるのは、生産的
ではない。

平成15年に実施された調査では、全国に図面類約 
1,465万点、写真類約 8,972万点、合計約1億437万点
が保管されていることが確認された 6）。平成 30 年度
時点で出土品は累計8,557,375箱（60×40×15cm程
度の容量のコンテナに換算）に達し 7）、これまでに発
行された発掘調査報告書は12万5千冊と推計されて
いる 8）。もはや人間がすべてを確認することは不可
能な量である。これによって生じる不利益は、俯瞰
的な研究ができない、情報量が多すぎて探すことが
できず成果が死蔵される、等である。対応策は、全
文検索等が可能な全国遺跡報告総覧の機能改善、抄
録の整備などである。
【課題2】デジタルデータの消失
調査研究において、もはやパソコンやデジタル機

器は必須である。文化財そのものが大切であること
は当然であるが、当該文化財に関するメタデータも
非常に重要である。文化財は由来が重要であり、そ
れらの情報が消失し、物理的な文化財そのもののみ
では評価がわからない。よって文化財に関わるデジ
タルデータの継承も必要である。デジタルデータが
消失する原因は、ハードの不備（情報機器）、ソフ
トの不備（ファイルフォーマット・人的体制・スキ
ル）がある。仮にデータが消失した場合には取り返
しがつかない場合や、再度の入力作業が必要といっ
た不利益がある。データの再利用性が低ければ、毎
回データの打ち込み作業から始まることになる。対
応策は、各機関による基盤整備、文化庁による報
告・各種研修、奈良文化財研究所による文化財担当
者研修（デジタルアーカイブ課程）等である 9）。
【課題3】大規模データを活かした方法論・リテラ

シーが未確立
全国遺跡報告総覧には膨大なデータが登録されて

図７　研究者に必要な知識と幅と深さのモデル

図８　�『攻殻機動隊STAND ALONE COMPLEX①』講談社、
2010.#007証拠探し　より。
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いるが、大規模ならではの研究はまだなされていな
い。ビッグデータならではの研究手法が開発されれ
ば、学術領域が昇華していくことが見込まれる。田
中琢は「発掘調査のもたらす多量の情報に対処しう
る情報処理システムの確立、考古学固有の研究方法
の強化とすぐれた研究方法の創造、それは発掘調査
と資料調査の実践のなかで行われるべきこと」と
述べている 10）。文化財デジタルデータを取り扱う哲
学・作法の確立を進める必要がある。

5．奈良文化財研究所の研修課程の改組

2017 年の全国埋蔵文化財法人連絡協議会による
文化庁への要望活動では、「四 デジタル環境の標準
化を統一的に進める施策について」という事項にお
いて、「デジタル化に伴う技能習得にあたっては実
効性のある研修の実施」を要望している 11）。奈良文
化財研究所が開催している文化財担当者研修課程の
受講者からもデジタルデータの取り扱いについて技
能習得を要望する声があった。そこで、各研修内容
を見直したところ、デジタルに関わる各課程で若干
の重複と漏れがあることが判明した。そこで、2018
年7月13日、奈良文化財研究所の遺跡調査技術研究

室・写真室・文化財情報研究室の各担当者にて、デ
ジタル技術導入で文化財担当者研修に求められるこ
とや、必要とされる技能を議論した。内容整理では、
データを生みだす、分析する、まとめる、貯める／
使うに分類した（図 9）。文化財三次元計測課程お
よび文化財写真課程はデータを生みだす、遺跡 GIS
課程は分析する、報告書デジタル作成課程はまとめ
る、と位置付けた。

しかし、デジタルデータを貯める／使うという内
容が、これまでの遺跡情報記録課程では対応できて
いなかった。

2018 年度の時点で遺跡情報記録課程は、GIS・
データベース・報告書電子公開等の内容を扱ってお
り、1回の研修内容としては無理が生じていた。そこ
で、2017 年 3 月に試行的に実施した報告書公開活用
特別研修と遺跡情報記録課程の内容を統合および分
離した。2019年度から文化財デジタルアーカイブ課
程を新設、遺跡GIS課程 12）を復することとした（図
10）。

図９　奈良文化財研究所デジタル関係研修　役割整理表
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6．文化財デジタルアーカイブ課程の内容

文化財デジタルアーカイブ課程は、全体動向とし
て行政的位置づけを確認したうえで、4 つの観点で
構成している（図11）。

①使うため／残すために電子化する。電子データ
がないことには始まらないため、電子化について学
ぶ。

②将来使うために長期保管する。データを長期保
管するには、ソフト面ハード面で留意事項が多数あ
る。媒体・体制等実務に学ぶ。

③使うためのルール。デジタルデータやコンテン
ツは、知的財産権に関係する。内部規約や公開用規
約について学ぶ。

④データを武器にする。負のお荷物ではなく今後の
武器として活用するにはいかにしたらよいかを学ぶ。

7．おわりに

デジタル技術の発展は非常に早い。前述の通りス
マートフォンはたった3年で国民の50％が保有する
に至った。おそらくオンライン会議ツールの浸透は
1、2か月だろう。今後もこのようなテクノロジーの
登場や製品の置換は続く。一方、私たち文化財関係
者が扱っている文化財は未来へ継承する超長期的な
スパンである。文化財関係者が短期的に入れ替わり
発展していくデジタル技術に振り回されてはいけな
いが、適切にキャッチアップしていかなければ、社
会的に脱落し化石となる。そのような事態では文化
財の継承はままならないだろう。

残念ながら、本研究報告に掲載されているデジタ
ル的な原稿の寿命は短く陳腐化は早い。しかしなが
ら、どのような技術であれ適切に対応し、自ら（あ
るいは組織・業界）をバージョンアップし続ける必
要があることは普遍的な事実であろう。
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1．はじめに

（1）想定する読者
本稿の対象とする読者は、国または地方自治体等

において文化財関連事業に従事する職業人のうち、
自ら「文化財動画」を制作し、これを YouTube に
おいて公開しようとする者である。筆者は、民間企
業（東宝株式会社および株式会社TBSテレビ）にお
いてコンテンツの制作やその利活用（違法動画対策
を含む）に関する実務経験を積んできた者だが、本
稿では、YouTube の利用規約の内容を点検しつつ、

「これをしてはいけない」とか「これはダメ」ではな
くて、筆者の経験も踏まえながら、「これは大丈夫」
とか「ここまで OK」を差支えのない範囲で述べた
いと思う。そして、それについて若干のコメントを
添えたいと思う。
（2）コロナ禍と動画配信

2021年1月現在、我が国の各劇場では、新型コロ
ナウイルスの感染拡大を防止するために、全国公立
文化施設協会（公文協）の「劇場、音楽堂等にお
ける新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドライ
ン」 1）を受容するかたちで、引き続き「収容人数の
50％以下」といった入場制限が行われている。しか
し、これではビジネスとして成立しない（公演単体
で黒字化するのは難しい）ので、その50％の空席分
を「配信」で補おうとする動きが活発化している。
インターネットの世界はボーダレスであり、いきな

り海外に展開することもできるので、むしろ「配信」
に勝機を見出そうとする興行主も多いが 2）、これま
であまり経験のなかったことだけに、そのプラット
フォームの選定や権利処理の仕方に右往左往してい
るというのがライブエンタテインメント業界の内情
である。

各地の文化財関連施設においても、同様に、減少
した来場者に対する情報発信を補うことを目的とし
て、各施設の取り扱う文化財を紹介したり、その文
化的意義を解説したり、さらには発掘調査の様子を
紹介したりする動画（以下「文化財動画」）を制作
し、これをYouTube上で「配信」しようとする動き
が活発化している。奈良文化財研究所が文化庁と共
同で開発した「文化財動画ライブラリー」は、散在
する文化財動画の閲覧の便を図るために、全国遺跡
報告総覧と YouTube を連携させたものであるが 3）、
このようなプラットフォームが開発されたことも、
コロナ禍でそのような動きが活発化していることの
傍証といえよう。

2．YouTubeの利用規約を読む

（1）規約の変更
早速だが、ふだん読み飛ばしがちな YouTube の

利用規約（以下「本規約」）を読んでみよう。これ
から読み進めるものは、YouTube（正確にはGoogle 
LLC）が2019年12月10日付で更新した日本語のテ
クスト 4）だが、必要に応じて英語の原典も点検する。

文化財動画をYouTubeで公開する際の注意点
矢内一正（一橋大学大学院）

Things to Consider When Releasing Videos About Cultural Resources on YouTube 
Yanai Kazumasa（Hitotsubashi University, Graduate School of Law）

・文化財動画／Cultural resource videos・ユーチューブ／YouTube 
・著作権／Copyright・フェア・ユース／Fair use・プライバシー／Privacy 

・侵害排除／Enforcement

8 デジタル技術による文化財情報の記録と利活用3



なお、2021年1月現在、米国版の改定作業が進めら
れており、それを反映させるかたちで2021年半ばに
日本版も改定されることが予定されているが 5）、筆
者が見る限り、文化財動画を取り扱うあなたにはほ
とんど影響がなさそうだ。その後も随時変更される
ことはあるだろうが、本規約の末尾に「（…）重要な
変更を加える場合は合理的な事前の通知を行い、変
更点を確認する機会を提供します」とあるので、い
きなり大幅な変更が加えられることはないし、「遡
及的には適用されません」ともあるので、もしあな
たに関係する変更があったとしても、その変更前に
したことについて事後的に本規約違反とみなされる
ことはないだろう。
（2）本契約の範囲

本規約を斜め読みすると、途中から「本契約
0 0 0

をよ
くお読みになり」だとか「お客様は、本契約

0 0 0

および
適用される法律を遵守する限り、本サービスにアク
セスして利用できます」というように、「本規約」か
ら「本契約」に変化していることに気づくだろう。

「本契約」の定義については、文中に「本サービス
の利用には、本規約、YouTube コミュニティガイ
ドラインおよびポリシー、セキュリティ、著作権の
ポリシー（以下、あわせて「本契約」）が適用されま
す」とあるが、意味が取りづらい。英語の原典を確認
すると “Your use of the Service is subject to these 
terms, the YouTube Community Guidelines and 
the Policy, Safety and Copyright Policies （together, 
the “Agreement”）.” と書かれており、be subject 
to の目的語が A, B and （a, b and c） という構造
になっていることがわかる。すなわち、①本規約

（these terms）、②コミュニティガイドライン（the 
YouTube Community Guidelines）、③各種ポリシー

（the Policy, Safety and Copyright Policies）の3つか
ら成るものが本契約（the Agreement）である。そ
うすると、あなたが YouTube にアクセスして利用
するにあたっては、基本的にはこの 3 つと「適用さ
れる法律」を遵守する必要がある。

（3）コミュニティガイドライン
コミュニティガイドラインのページ 6）に飛んでみ

ると、まずその概要が示される。そこには「このガ
イドラインでは、YouTubeで許可されること、禁止
されることが定められており、動画、コメント、リ
ンク、サムネイルなど YouTube プラットフォーム
上のあらゆる種類のコンテンツに適用されます」と
いう案内文に続けて、図 1 のように、「スパムと欺
瞞行為」「デリケートなコンテンツ」「暴力的または
危険なコンテンツ」「規制品」といったテーマ別に
ページが階層化されている。例えば、「ヘイトスピー
チ」のページを開いてみると、「YouTube はヘイト
スピーチを容認しません。次のいずれかの特性に基
づいて個人や集団に対する暴力や差別を助長するコ
ンテンツは削除されます」「年齢、カースト、障が
い、民族、性同一性や性表現、国籍、人種（…）」と
いうようなことが書かれている。このように、文化
財動画を取り扱うあなたにはおよそ関係のない常識
的なことが延々と記されているのだが、少し関係し
そうなのが、「暴力的で生々しいコンテンツ」と「そ
の他ポリシー」の 2 つである。念のため点検してお
こう。

まず、前者（暴力的で生々しいコンテンツ）は、
「下記の説明のいずれかに該当するコンテンツは、
YouTube に投稿しないでください」としたうえで、
その具体例として、「（…）死体（…）などを含み、
視聴者に衝撃や不快感を与えることを目的とする映
像、音声、画像」「手足の切断などの大怪我を負った

図1　YouTubeコミュニティガイドライン
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死体の映像」を挙げている。だとすると、例えば、
地域の遺跡から出土した人骨を紹介する文化財動画
を YouTube で公開する際には、その紹介の仕方が
視聴者に衝撃や不快感を与えるものになっていない
か事前に確認が必要である（ふつうに紹介していれ
ばまったく問題ない）。

後者（その他ポリシー）には、次のような毛色の
異なる内容が記されている。「（…）長期間使用され
ていないことが判明したアカウントは、通知なく 
YouTube に返還される場合があります。使用され
ていないと判断されるのは、次のような場合です」

「6か月以上、サイトにログインしていない／動画コ
ンテンツを一度もアップロードしていない／動画や
チャンネルを積極的に閲覧したり、コメントしたり
していない」。つまり、あなたが 6 か月以上ログイ
ンせず、その YouTube アカウントが休眠状態だと
みなされた場合には、いきなりアカウントが停止し
たりする。そうなると非常に不格好なので、あなた
が退職するときや、しばらく公開の予定がないとき
は、放置されないよう注意したい。

なお、コミュニティガイドラインに初めて違反し
た場合には、1 回限りの「警告」を受けることにな
る。その後は、いわゆる「3ストライク」制になって
おり、3 回目のストライク（ガイドライン違反）を
受けると、チャンネルが削除される。逆に言うと、
万一何らかのミスでストライクを受けたとしても、
3回までは大丈夫である。
（4）各種ポリシー

次は、各種ポリシーのページ 7）である。ここで重
要なのは、ずばり「著作権」と「プライバシー」で
ある。コミュニティガイドラインに違反していない
としても、他人のプライバシー等を侵害する内容で
あれば、動画が削除され、アカウントが停止したり
する。YouTubeの「これは大丈夫」とか「ここまで
OK」を検討するうえでも肝になるところなので、こ
れらについては後で詳述する。
「著作権」と「プライバシー」以外で実務上よく

相談を受けるのが「商標」である。例えば、考古学

者へのインタビューの様子を撮影した際に、彼／彼
女の着衣に有名ブランドのロゴが表示されていたと
する。そのロゴはおそらく商標登録されているが、
このインタビュー動画を YouTube で公開すること
は、有名ブランドの商標権を侵害するだろうか。こ
の点、YouTubeは「商標」のページ 8）で「YouTube 
は、クリエイターと商標権所有者との間の商標権に
関する争議を仲裁する立場にはないことをご理解く
ださい」などと投げやりな態度を示し、直接話し合
うことを強く推奨している。つまり、有名ブランド
からクレームを受ける可能性があるわけで、これを
回避するためには、いちいちロゴの部分をデフォー
カスするなどの対応をしなければならないのだろう
か。

私たちがなぜ「Dior」とか「HERMES」といっ
た有名ブランドの衣服を買うのかというと、それが

「Dior」とか「HERMES」の商品だからである。語
弊を恐れずに言えば、「商標」とは、「これはDiorの
商品である」を示す文字やロゴ等のことであり、商
標法は、他人が勝手にそのような文字やロゴ等（特
許庁に登録のあるもの）を使用して偽物のDiorの商
品を販売したりすることを禁止する法律である。大
雑把にこのような理解で良い。そうすると、考古学
者の着衣に有名ブランドのロゴが表示されている動
画をあなたが YouTube で公開したとしても、その
衣服を販売したりするものではないので、およそ商
標権を侵害するようなことにはならない。文化財動
画の画面に偶然現れる他人の商標については、いず
れも同じように考えて良い。すなわち、デフォーカ
スなどの対応は不要である。あまり神経質になる必
要はない。
（5）本規約

本規約の話に戻ろう。
しかし、なんとも全体的に読みにくい日本語に

なっている。おそらく英語を逐語的に（あるいは
Google翻訳で？）和訳したものだからである。それ
が如実に現れているのが末尾の「本規約において、

「含みます」または「含まれる
ママ

ます」とは、「含みま
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すむ
ママ

が、それらに限定されません」という意味です」
という一文だ。英文契約の実務に慣れている人であ
れば、文中で “include” や “including” と書いてあっ
たとしても、それは “include without limitation” や
“including but not limited to” の意味だ（限定列挙
ではなく例示列挙である）と言いたいのであろうこ
とが理解できるが、そうでない人には意味不明だ。
逆に、原典の英語は比較的静謐な文章になっている
ので、意味の取りづらい箇所は原典に当たるのがよ
い。

面白い取決めとして、「本サービス上で、または
本サービスを通して、YouTube コンテストのポリ
シーとガイドラインに従っていないコンテストを実
施してはならない」というのがある。反対解釈すれ
ば、「YouTube コンテストのポリシーとガイドライ
ンに従えば、YouTube上でコンテストを実施しても
よい」である。さっそくこの「YouTube コンテスト
のポリシーとガイドライン」 9）を開いてみると、意外
とあっさりとした内容で、YouTubeのプライバシー
ポリシーと「本契約」を遵守するほか、賞金の金額
等や「YouTube がコンテストのスポンサーではな
いこと」を定めた「公式ルール」とコンテスト用の

「プライバシーポリシー」を制定すれば、YouTube
上でコンテストを開催してよいと謳っている。

最も重要な取決めは、末尾の「準拠法」である。
日本版では次のとおり記されている。「本規約また
は本サービスに起因または関連して生じるすべての
申し立てについては、カリフォルニア州法が適用さ
れるものとし（ただしカリフォルニア州の抵触法の
規則を除く）、米国カリフォルニア州サンタクララ
郡の連邦裁判所または州裁判所においてのみ訴訟を
起こすことができます。お客様と YouTube はこれ
らの裁判所の対人管轄権に同意するものとします」。
すなわち、準拠法は米国カリフォルニア州法で、管
轄裁判所は米国カリフォルニア州サンタクララ郡の
連邦裁判所または州裁判所である。

3．フェア・ユースの法理

（1）準拠法
あまり語られないことだが、YouTubeを規律する

法律は、米国カリフォルニア州法なのである。つま
り、YouTube上の著作権とプライバシーに関する問
題を考えるにあたっては、米国著作権法（連邦法）
と米国カリフォルニア州法に照らして検討する必要
がある。
（2）米国著作権法

米国は、1989年に著作者人格権の保護を要求する
ベルヌ条約に加盟したが、翌1990年に制定した視覚
芸術家権利法（Visual Artists Rights Act）により、
視覚芸術著作物（work of visual art）の著作者にし
か著作者人格権を認めていない。この視覚芸術著作
物には、1点物の絵画、デッサン、版画、彫刻または
写真等が含まれるが、映画や音楽や脚本はこれに含
まれず、職務著作物も明示的に除外されている（米
国著作権法101条A）。さらに、著作隣接権制度が存
在しないなど、我が国の著作権法とは異なる部分が
多いが、最大の相違点はフェア・ユース（fair use）
の存在である。
（3）フェア・ユース

我が国の著作権法は、複製、上演、演奏、上映、
公衆送信、頒布、譲渡、貸与、翻案といった利用行
為を定めたうえで、著作権者の許諾を得ることなく
これらの利用行為をすることを禁止している。しか
し、例えば、私的使用（著作権法 30 条）、図書館等
における複製（同法 31 条）、教科用図書等への掲載

（同法33条）、時事の事件の報道のための利用（同法
41条）など、あらかじめ定められた例外的な場面で
は、その禁止権が及ばない（著作権が制限される）
という建付けになっている。

一方の米国著作権法は、その例外的な場面を一般
的に定める規定（一般的な権利制限規定）を置いて
いるのである。これがフェア・ユース（fair use）の
法理である。具体的には、米国著作権法 107 条に定
められる次の 4 つの要素により判断されることとな
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る。すなわち、①使用の目的および性格（使用が商
業性を有するかまたは非営利的教育目的かを含む）、
②著作権のある著作物の性質、③著作権のある著作
物全体との関係における使用された部分の量および
実質性、④著作権のある著作物の潜在的市場または
価値に対する使用の影響である 10）。

これが何に関係してくるのかというと、例えば、
あなたの制作した文化財動画に他人の著作物（応接
間の掛け軸とか街中で流れる音楽など）が写り込ん
でいたとする。その文化財動画を YouTube で公開
することが著作権を侵害するか否かについては、雪
月花事件 11）や著作権法30条の2（付随対象著作物の
利用）ではなく、まずはこの 4 つの判断要素から検
討することになるのである。そうすると、私見なが
ら、あなたが制作するような性質の文化財動画につ
いては、概ね非侵害という結論が導かれるように思
う。YouTubeは、動画付きの詳細なフェア・ユース
ガイドライン等も公表しているが 12）、そちらも非常
に参考になる。

4．プライバシーの保護

（1）カリフォルニア州での発展
米国で「プライバシーの権利」という概念と、こ

れを保護すべきであるという主張が登場したのは、
1890 年にハーバード・ローレビューに掲載された
ウォーレンとブランダイズの共著「プライバシー
の権利」であるとされる 13）。彼らの主張に対して、
ニューヨーク州の裁判所は「プライバシーの権利」
の存在を否定したが、州議会はプライバシー保護法
を制定した 14）。一方のカリフォルニア州では、控訴
裁判所が1931年に「「プライバシーの権利」は合衆国
憲法およびカリフォルニア州憲法によって保障され
ている「幸福追求の権利」の一部である」との判決を

下している 15）。このように、米国におけるプライバ
シー権の発展は、州ごとに異なり、一様ではなかっ
たが、カリフォルニア州では、主にコモン・ローの
領域で発展をしていった。直近では、2018年6月に
制定され、2020年1月に施行されたカリフォルニア
州消費者プライバシー法（CCPA）が記憶に新しい
が、カリフォルニア州は米国の中でもプライバシー
の保護に厳格な州であるとされる。
（2）YouTube上のプライバシー侵害

そのためか、YouTube（Google LLCの本社はカリ
フォルニア州サンタクララ郡内に所在する）におけ
るプライバシーの保護も手厚いものになっている。
プライバシーを侵害された者は、「プライバシー侵害
の申し立て手続き」というページ 16）から動画の削除
を申請することができる。YouTubeは、この申立て
を受けた際に考慮する要素について、「顔写真、音
声、フルネーム、政府発行の個人番号、銀行口座番
号、連絡先情報（例：自宅の住所、メールアドレス）
など、個人を一意に特定できるコンテンツは削除の
対象となります。また、プライバシー違反として削
除の判断をする際には、公共性や報道価値なども考
慮されます」と述べている。なお、「一意に特定でき
る」とは「他人が個人を特定するのに十分な情報が
動画に含まれていることを意味します。単に動画に
写っている個人が確認できるだけでは、一意に特定
できるとは見なされませんので注意してください。
たとえば、下の名前だけで他の情報が含まれない場
合や、チラッと映っているだけでは、一意に特定で
きるとは言えません」とのことである。

したがって、あなたの制作した文化財動画に地域
住民がチラッと映っていたり、「鈴木さんが」「山田
さんは」というような会話があったとしても、ある
いは表札が写り込んでいたとしても、さして気にす

No. 判断要素
1 利用の目的と特性（その利用が、商用か非営利の教育目的かなど）
2 著作物の性質
3 著作権で保護されている作品全体の利用割合と、利用部分の本質性
4 著作物の潜在的市場または価値に対する使用の影響

表1　フェア・ユースの4つの判断要素
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る必要はない。発掘調査の現地説明会等に訪れた市
民の顔が写りこんでいたとしても、通常その顔から
彼／彼女の住所・メールアドレス等がわかることは
なく、公共性も高いので、映像の中でフルネーム・
住所・メールアドレス等を無断で明らかにしていな
い限り、YouTube 上でのプライバシー侵害には当
たらない。また、かりに「甲野太郎さんは××市の
下町のご出身で、18 歳の時にこの村に越してきて、
郵便局のとなりにお住まいでした」というような発
言があったとしても、甲野太郎が故人であれば、プ
ライバシー侵害の申立てができるのは生存する本人

（またはその法定代理人）だけなので、まず問題はな
いだろう。

5．おわりに

あなたが文化財動画を YouTube 上で公開するに
あたっては、以上までのようなことのほか、既成
楽曲を使用できることも最後に付言しておきたい。
YouTubeとJASRAC、YouTubeとNexToneとの間
には、それぞれ包括契約（ブランケット・ライセン
ス）が存在する。すなわち、JASRAC と NexTone
が管理する既成楽曲については、YouTube がその
著作権使用料を支払っているので、基本的には自
由に使用することができるのである。ただし、こ
の包括契約でカバーされているのは、JASRAC と
NexTone が管理する既成楽曲の作詞・作曲（著作
権）の部分であることに注意が必要だ。実演家の権
利やレコード製作者の権利（著作隣接権）は、カ
バーされていない。したがって、市販・配信されて
いる既成楽曲の音源（カラオケ音源を含む）を使用
することは NG であるが、例えば、地元出身の歌手
の歌を中学生が合唱したものや、あなたがピアノ
の弾き語りで歌ったものを使用することは OK であ
る 17）。もっとも洋楽（外国曲）については、いわゆる

「シンクロ権」（Synchronization Rights、その楽曲
を映像に同期させて使用する権利）の処理が別途必
要になるので、基本的に使用は NG である。その他
注意点は JASRAC が公表している「YouTube 等の

動画投稿サービスでの音楽利用について」と題する
文書 18） をご確認いただきたいが、まとめると、ビー
トルズの合唱やボブ・ディランの弾き語りは NG だ
が、AKB48の合唱や井上陽水の弾き語りはOKだと
いう整理になる。

なお、YouTube には「コンテンツ ID」というプ
ログラムが存在し、フィンガープリントの技術で自
らのコンテンツ（映像・音声）と一致する動画をた
ちどころに捕捉することができるようになっている

（これをすり抜けるために、額縁のような枠を付け
た動画とか画角やピッチを変えた動画が YouTube
上に大量に違法アップロードされているのは、お気
づきのとおりだが、フィンガープリントの技術も
日々進化を遂げており、このような枠付き動画もず
いぶん捕捉されるようになってきている）。放送局
や映画会社やレコード会社といったコンテンツホル
ダーは、この「コンテンツID」を用いてYouTube上
の違法動画を検知している。検知したものは、①収
益化、②ブロック、③追跡のいずれかのポリシーを
選択できるようになっており、多くの場合は②が選
択され、アップロードと同時にブロックがかかる仕
組みになっている。現在の YouTube の運用上あな
たが「コンテンツID」を取得することは難しいかも
しれないが、これの簡易的な仕組みである「コピー
ライトマッチツール」なども存在する。今回のコロ
ナ禍を機に、文化財動画の配信本数は増加しそうだ
が、その一方で違法動画対策を怠ってしまうと、い
つの間にかあなたの文化財動画が YouTube 上で他
人のものになってしまうこともあり得る。上述した
枠付き動画などは、まさに他人が「自分のものだ」
としてアップロードし、再生回数に応じた収益を得
ているのである。転ばぬ先の杖、早めに対策を講じ
ることをお勧めする次第である。
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等における新型コロナウイルス感染拡大予防ガイド
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はじめに

本稿では、文化財情報や博物館運営等にまつわる
制度を使いこなす上で、どのように視点を持てば良
いか、という切り分けの試案を提起する。

まず、
・法・条例・規則とその公式な解釈
・関係者間ガイドライン
・実務の積み上げを通じた実質的な共同規制

という 3 つのレイヤーを措定して説明したうえで、
次に〈関係者間ガイドライン〉や〈実務の積み上げ
を通じた実質的な共同規制〉がどのような機能を発
揮しうるのか、について論じる。

一見「デジタル技術による」という枠を超えてい
る提起でもある。あえてこのような議論を行うの
は、前回掲載の拙稿（福島2020）と同様に、憲法や
社会教育法や文化財保護法、また著作権などの関連
諸制度を理解し、使いこなした上でないとデジタル
技術は有効なものにならない、という問題関心を筆
者が有するためである。

もちろん、構成を一読すれば理解できるように、
実際には、各種の研修で整理されて提示され、また
それぞれの現場でも文化財専門職員や学芸員が単独
で、また事務系職員との連携のもとに、日常の決断
を行うなかで意識的／無意識的に考えていること
を、不十分な形で改めて提示するものに過ぎない。

しかし、次の 2 点に留意を促したい。ひとつはそ

れぞれのレイヤーの関係性を一種動的なものととら
えて把握しようとしているところである。本来は法
の範囲で関係者間ガイドラインが設定され、共同規
制が行われるべきだが、法に先行する実態がままあ
り、法の改正に繋がる要素もある。また、あるいは
法を踏み越えてガイドラインが定められている場合
は、問題視される可能性もある。これらのダイナミ
ズムに少しでも言及したい。また、1点目と連動する
部分があるが「制度を使いこなす」としているとこ
ろにも注目されたい。一般に制度は所与のものとさ
れ、改正の議論等にもあまり関われないもの、と観
念されがちだが、実際には様々な議論のルートはあ
り得る。特に1－（3）で述べるような、〈実務の積み
上げを通じた実質的な共同規制〉のレイヤーでは、
現場での適切な判断をその理路とともに広く説明す
ることで、制度の一端を担い、改変への端緒をつか
むことも可能となるだろう。

つまり、本稿は、制度をめぐる角逐の場を、広く
設定し直そうとする試みである。

もっとも、筆者は法制度をその専門とするもので
はない。実務などの必要に駆られて様々な議論を吸
収しているに過ぎない。そのため思わぬ過誤がある
と考えられる。ともかくも考えるところを開陳し、
大方の叱正を乞うところである。

制度を使いこなす上での3つのレイヤー
福島幸宏（東京大学大学院情報学環）

The Three Layers to Mastering the System
Fukusima Yukihiro（The University of Tokyo, Graduate School of Interdisciplinary Information Studies）

・法律と解釈／Law and Interpretation・関係者間ガイドライン／Inter-stakeholder 
guidelines・共同規制／Co-regulation・ソフトロー／Soft law
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1．3つのレイヤーの措定

（1）法・条例・規則とその公式の解釈
まず、重要なのは、明文化された法律や条例、さ

らにそれにもとづいた規則類であろう。それぞれに
拘束力や罰則の強度は異なるが、国会なり地方議会
において定められ、さらにその監視下にある、とい
う意味で特段の意味がある。

さらに、厳重な手続きを経て法の解釈として確定
しているという意味では、判例も、このレイヤーに
含まれると考えて良いのではないか。「顔真卿自書
建中告身帖事件」や「版画写真事件」の例が、文化
財情報のデジタル化に関しては著名であろう。

ただし、法や条例の解釈をめぐっては、上記の判
例を例外として、様々な立場があり得る。判例の事
例との連動で著作権を取り上げてみよう。もちろん
制度官庁である文化庁が、文化庁「著作権制度に関
する情報」という形で制度の概要や理解を深める教
材、さらにQ＆Aを展開している。しかし、不確定
な要素がある部分まで言及が難しいためか、なかな
か現場の悩みの細部までは記述が届かないことも多
い。そのため、公益社団法人著作権情報センターの
書籍や Q ＆ A に頼る場合が多いのではないだろう
か。現場から筆者に寄せられる質問などでも、こち
らの情報を参照している場合がおおく、実質的に公
式な解釈の一部として扱われている部分もあるよう
に感じる。しかし、理事一覧を確認しても理解でき
るように、著作権を保持し延伸することで利益を得
る権利者団体の連合体であることを念頭に置き、そ
してその立場を理解しつつ、各種の情報を読み込む
必要があるであろう。

また、著作権制度に精通している識者間でも、解
釈に傾向があることは広く知られている。その周知
の経験を可視化した記事として、友利昴 2020「【検
証】知財トラブル報道で「法的な見解は？」と問われ
た有識者は、どっちの味方をしているのか？」など
は、もちろん友利自身も断っているように、参考と
してではあるが、もう少し知られても良いだろう。

つまり、当然のことではあるが、解釈自体をめ
ぐっての闘争が各所で発生しているのである。
（2）関係者間のガイドライン

次のレイヤーとして、関係者間協議や外部委員会
の確認を経た各種ガイドラインを置きたい。ここで
は、今後、「デジタル技術による文化財情報の記録
と利活用」の基本文書ひとつとなるであろう、デジ
タルアーカイブジャパン推進委員会・実務者検討委
員会 2020「3 か年総括報告書　我が国が目指すデジ
タルアーカイブ社会の実現に向けて」に関連するガ
イドライン類を取り上げたい。これらは、ジャパン
サーチの公開とともに2020年8月に公開されたもの
で、以前から公表されたものも含め、以下で構成さ
れていると理解できる。

・�デジタルアーカイブの構築・共有・活用ガイド
ライン（2017年4月）

・�デジタルアーカイブにおける望ましい二次利用
条件表示の在り方について（2019年3月）

・�デジタルアーカイブのための長期保存ガイドラ
イン（2020年8月）

・�デジタルアーカイブアセスメントツール（改定
版）（2020年8月）

これらによって、メタデータの具体的な記載方式
なども含めた個々のシステム構築、コンテンツに適
用すべきライセンスの判断基準、ドキュメンテー
ションや組織的対応による長期保存、自己点検のた
めのツールなどが整備されたことになり、デジタル
アーカイブの構築と運営に関するガイドラインが
整ったことになる。今後はこれらのより一層の共有
化と活用が望まれている状況となっている。

さて、本稿で注目したいのは、この 3 か年総括報
告書とガイドラインが、内閣府知的財産戦略推進事
務局を事務局として、まずはジャパンサーチにデー
タを提供している、書籍等分野、公文書分野、文化
財分野、メディア芸術分野、自然史・理工学分野、
人文学分野、放送番組分野の代表者が集まって議論
され、決定されたことであろう。まさに関係者間協
議によって定められたガイドラインである。もっと
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もここでは、利活用側はヒアリングの対象ではあっ
ても、協議の主体ではない。文化財情報でも利活用
者の代表を設定することは容易ではないが、〈関係
者〉をどう設定するか、は常に議論されて良いであ
ろう。

また、「ガイドライン」の名を付しても、他の利害
関係者との協議、あるいは開かれた議論を経ずに発
出されたものは弁別が必要であろう。この点につい
ては、すでに「ただそれ（註：ガイドライン）に盲
従するのではなく、著作権法の目的に立ち返って、
考えていくことが大事」（漢字文献情報処理研究会
2014, p.24）という指摘がある。そのため、ガイドラ
インの作成主体や議論の経緯は、常に参照できるよ
うに開かれていてこそ、その信頼性が向上するので
ある。
（3）実務の積み上げを通じた実質的な共同規制

最後のレイヤーとして、実務の積み上げを通じた
実質的な共同規制を置きたい。このレイヤーが実は
文化財専門職員や学芸員になじみが深いところであ
ろう。

やはりここでは、展示室での撮影の問題を取り上
げたい。しばらく以前までは、展示室（あるいは図
書館の閲覧室でも）では「著作権の保護」を理由に
観覧者の撮影を禁じている場合が多かった。資料の
著作権に関わりなく私的利用での撮影はもともと自
由であるはずなのに。近年になって、運営者側にも
著作権に対する理解が浸透してくるとともに、制限
の根拠を別に求めるようになってきた。

ここで広まったのが、地方自治法の「公の施設」
（第二百四十四条から第二百四十四条の四）に由来
する「施設管理権」を根拠とするものである。期せ
ずして、実務を通じて積み上げられた実質的な共同
規制が定着した事例と考えられる。

もっとも、この理由による規制の正否を法学者や
実務の法律家などに正面から問えば、図書館や博物
館を公共空間とおいたときに、非常に曖昧な回答に
なるものと思慮される。この場合に重要なのは、相
手方の納得をどう調達するか、という点であろう。

結局、過剰に配慮して社会コストを上げる方向に
議論を持って行くのはあまりアクチュアルでない、
という判断が各所で暗黙裏に行われ、獲得された知
識が緩く共有化されていっているのである。

2．ソフトローの位置付け

（1）知財制度における最新の議論
ソフトローとは、もともと厳密な法的拘束力を伴

わないが、違反すると大きなダメージがある国際的
な慣習法や国連決議などを指していた。そこから転
化して、一種の習慣法的な、非拘束的な合意や行動
指針などを意味するようになってきた。その重要性
は以前から議論されてきたが、社会の構造の変化や
情報流通のスピードが格段にあがった、ネットワー
ク社会の浸透とともに、法解釈を巡る不確実性の低
減に役立つ、事実上の行動規範として、より重視さ
れるようになったものである。

そして、2020年12月に知的財産戦略本部構想委員
会（第 2 回）に提出された「知的財産推進計画 2021
に向けた検討課題」においては、時代の変化に法律
が機動的に対応できないため「法改正よらずに柔軟
に関係者の合意を得てルールの改訂が可能となるソ
フトローの活用の可能性について検討すべきではな
いか」という踏み込んだ認識が示されるようになっ
てきた。さらに「ガイドライン等で柔軟にルール形
成しているような事例」を検証することを前提に、

「ソフトロー形成のプロセスの在り方の検討」とし
て、「ソフトローがルール規範として機能するため
に、どのような関係者（ユーザー、法曹等）による合
意形成・プロセスが必要か、裁判規範との関係をど
のように考えるべきかなどの観点から、ソフトロー
形成のプロセスの在り方を検討」としている。

つまり、法律や判例ではカバーしきれない新しい
動向や試みに対応するため、関係者の合意形成に
よって、1で述べたレイヤーのうち、〈ガイドライン〉
や〈共同規制〉を、法改正の代替手段として正式に
位置づけてしまおう、というアイデアである。

もちろん、ここにいたるまで長い議論があり、ま
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た、すぐにこの方針が貫徹するかは不明だが、とも
かくもソフトローの重要性がここまで評価されてい
ることが確認できる。
（2）制度改善のために

ここでは、これまでの議論を踏まえ、われわれが
制度を使いこなすために何が可能かを論じる。

何より重要なのは、その場その場で制度に則った
適切な判断を行うことであろう。そしてその判断
を、まずはジャーゴンが通じるような狭い範囲の関
係者で共有し〈共同規制〉を作り上げていくことで
あろう。重要なのはその次で、その〈共同規制〉を関
係者に広く説明していくことによって、〈ガイドラ
イン〉を形成することではないか。つまり、この段
階で、〈共同規制〉が本当に制度に則ったものになっ
ているのかが確認されるのである。もちろん、制度
整備が追いつかず、先行し、はみ出している部分は
当然ある。問題はそれがより適切な方向にむかって
いるか、を広範な関係者に開いて議論していくこと
であろう。こうして現場からの発信が制度改善に到
達することができる。例えば、クリエイティブコモ
ンズライセンスなどは、こういう持ち上がりの運動
の大きな成功例として位置づけられるだろう。

1 で提示した 3 つのレイヤーのうち、ともすれば
〈法や条例〉のレイヤーのみが議論される場合が多
い。しかし、実際に物事が処理され、変革の端緒と
なるのは、〈ガイドライン〉や〈共同規制〉のレイ
ヤーなのである。

おわりに

これまでの行論からすると〈ガイドライン〉や〈共
同規制〉が現場ではより機能するように見える。実
務としてはそうで、変革の端緒もそこにみるが、最
終的には〈ガイドライン〉や〈共同規制〉によって
得られた知見が、国民や住民の代表である議会の場
にはかられ、その議論と議決を経て、法や条例とし
て編み上げられるべきであろう。

積極的に機動的に状況に対応するための〈ガイド
ライン〉と〈共同規制〉、そして厳密な手続きを経て

普遍化された〈法や条例〉。それぞれの状況に応じて
この 3 つのレイヤーを往還することによる不断の制
度改善が、今望まれている。

【参考】
漢字文献情報処理研究会編 2014『人文学と著作権問題―

研究・教育のためのコンプライアンス』（好文出版）

裁判所「顔真卿自書建中告身帖事件」（1984年　最高裁第

2 小法廷　昭和 58 年（オ）第 171 号）（http://www.

courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/181/052181_hanrei.

pdf）（20201229確認）

裁判所「版画写真事件」（1988 年　東京地裁　昭和 63 年

（ワ）第1372号）（https://www.courts.go.jp/app/files/

hanrei_jp/734/013734_hanrei.pdf）（20201229確認）

公益社団法人著作権情報センター（https://www.cric.

or.jp/）（20201229確認）

デジタルアーカイブジャパン推進委員会・実務者検討

委員会 2020「3 か年総括報告書　我が国が目指すデ

ジタルアーカイブ社会の実現に向けて」（https://

www.kantei.go.jp/jp/singi/titeki2/digitalarchive_

suisiniinkai/pdf/r0208_3kanen_houkoku_honbun.

pdf）（20201229確認）

友利昴 2020「【検証】知財トラブル報道で「法的な見解

は？」と問われた有識者は、どっちの味方をしてい

る の か？ 」（https://subarutomori.hatenablog.com/

entry/2020/12/13/084505）（20201229確認）

内閣府知的財産戦略推進事務局 2020「知的財産推進計

画 2021 に 向 け た 検 討 課 題」（https://www.kantei.

go.jp/jp/singi/titeki2/tyousakai/kousou/2021/dai2/

siryou4.pdf）（20201229 確認）（生貝直人氏の教示に

よる）

福島幸宏 2020「文化財情報を真の公共財とするために」

『奈良文化財研究所研究報告 （24）　デジタル技術に

よる文化財情報の記録と利活用2』

文化庁「著作権制度に関する情報」（http://www.bunka.

go.jp/seisaku/chosakuken/seidokaisetsu/）（20201229

確認）
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はじめに

中国語では、考古学と博物館学を合わせて「文
博」と呼ぶ。中国の考古学界は、1950年代から30年
近く中国以外の世界と隔たっていた。1970年代半ば
になってようやくそのような隔絶は打ち破られた。
他国より遅れたスタートにもかかわらず、短期間で
デジタル先進国を追い上げてきた中国について、こ
こでいくつかの発展段階に分けてその脱皮の様相を
紹介したい。ここまでどのような道を通ってきたの
か、また、日本にとって、さまざまな意味で「巨大」
なこの隣国は、ポストコロナ時代に向けてどのよう
に動いていこうとしているのか。本報告が多少のご
参考になれば幸いである。

萌芽期（1974～1989年）

甲骨文字の研究がそのはじまりだった。1973 年、
国外の研究者がコンピューターを用いて卜甲破片の
マッチング実験を行った。ただ、「比較的に完全な
形の骨板しか処理できていない。その方法に改良す
べき点がいくつか残っている」（童恩正・張陞楷・
陳景春1977）ため、1974年5月、四川大学の童恩正
らはその技術を採用し、より正確に卜甲破片を組み
あわせようと改良方法を模索し始めた。そして、隣
接骨片のみならず、「骨板の全体面積1/4以上」とい
う条件を満たしている骨片を組みあわせることに成
功した。改良された方法を用いて、童恩正らは安陽

第三次発掘大連坑出土の卜甲の中から 263 片、第四
次発掘の E16 坑から 154 片をピックアップし、より
大規模なマッピング実験を行った。結果、マッチン
グの成功率は 4% 以下から 40 ％前後までに上げられ
た。この試みこそ、中国考古学とデジタル技術（「数
字技术」）のファースト・コンタクトである。

湖南省文物考古研究所（以下、湖南文研）が発足
した 1986 年、所内に電算室及びネットワークが整
備された。翌年、湖南文研が開発した「考古学専門
コンピューター情報検索システム」が技術鑑定（科
学技術管理部局または生産を統括する行政部門が技
術成果に対する評議・審査）に合格し、並行的に作
成された「中国考古専門用語シソーラス」に基づい
た中国最初の考古学データベースの構築が始まっ
た。それからまもなく、1988 年 4 月、湖南文研の電
算室で「コンピューター考古学序列分析（Computer 
Archaeological Seriation Analysis ＝ CASA）」の実
験が行われた。CASAは、ドイツ統計学者が開発し
たアルゴリズムに基づいている。中国歴史博物館の
黄其煦がそれを改良・発展させ、システムとして構
築した。同年 6 月 24 日、CASA も技術鑑定に合格
し、翌日の『光明日報』において「我が国の考古学
研究がデジタル時代に入った」と題した記事が掲載
され、新時代の幕開け宣言となった。以上の成果を
踏まえ、湖南文研の李科威は、中国考古学の未来が

「考古類型学マシン」によって大いに拓かれるでは
ないかと、やや興奮した口調でビジョンを描いたの

中国「数字文博」の歩み 
－考古学・博物館学におけるデジタル施策－

吴修喆（奈良文化財研究所）

Digital Archaeology and Museology in China 
Wu Xiuzhe （Nara National Research Institute of Cultural Properties）

・文博／Archaeology and museology・デジタル技術／Digital technologies
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である（李科威1988）。
一方、文物情報データベースに関しては、1988年

上海博物館が開発した「収蔵品編目画像管理システ
ム」がその先駆けとなる。このシステムは、1 台の
PC と 1 台のビデオレコーダーの接続によって構成
された。収蔵品の名称・時代・サイズ・重量・レベ
ル・出処など文字情報データは PC に格納され、画
像データはビデオテープに記録されている。管理
システムによって、約 3 万件の収蔵品情報が随時統
計・検索できるようになっただけでなく、各収蔵品
を撮影した 8 秒間の映像も検索結果と同時に表示す
ることができる。この機能によって、毎回実物を取
り出して確認する必要がなくなったため、研究効率
が飛躍的に上がった。

萌芽期に見られるデジタル技術の応用は、当時中
国考古学界の主流的思潮である型式論に沿ってお
り、蓄積された膨大な資料情報をいかに効率的に処
理するかに主眼が置かれていた。

黎明期（1990～2005年）

90年代に入ると、データベースの応用範囲が一気
に拡大していった。陝西省の文物管理部門は「文物
一斉調査マイクロコンピューター管理システム」を
開発し、陝西省管轄内の文物を一斉調査した 4 万枚
以上の調査登録票など紙資料の管理に導入した。調
査票の形式・分類・登録番号・情報項目をフォー
マット化することにより、入力・検索・統計の利便
性が大いに向上し、科学的な文物資料管理の基礎が
築かれた。ただ、当時の計算機には異体字や古文字
を対応しておらず、環境見取り図など画像データも
システムの制限によってデジタル化できなかった

（和玲・秦建明・姜宝蓮1994）。そのほか、中国国家
文物局は三峡ダム建設地域の文物保護計画をきっか
けに、三峡地域の地下文物データベースを構築した

（滕銘予1997）。
また、学術領域のオープン化にともない、欧米の

研究者が中国国内の研究プロジェクトやフィールド
調査に参加することができるようになった。それは

中国にとって、「ニューアーケオロジー」へと変革
する好機が訪れたということを意味する。1990年12
月、当時中国科学院地層古生物専攻修士課程在学中
の曹兵武は、イギリスの研究者と考古学研究におけ
るコンピューターの応用をめぐって深い議論を交わ
した。12月23日、当時中国歴史博物館館長だった兪
偉超は、湖南文研の裴安平、安徽合肥教育学院の張
愛冰らを北京に招き、黄河小浪底ダム建設予定地の
緊急発掘を機に「考古学実験」を行うための座談会
を開いた。その 2 年後、兪偉超がリードする環境考
古学・動物考古学・植物考古学専門家などを含めた
国際・学際的共同研究チームが結成され、「班村新
石器時代遺跡総合発掘と研究」プロジェクトが始動
した。兪偉超と張愛冰がその年に発表した論文「考
古学新理解論綱」には、「層位論」「形態論」「文化
論」を「老三論」とし、デジタル技術を利用した新
しい方法論を「計量論」と名付けられている。

この時期、GIS が中国の考古学研究に導入され、
GPS、RS（リモートセンシング）と合わせて「3S」
と称され、一種のトレンドとなった。しかし、「3S」
が徐々に中国の「ニューアーケオロジー」の中心的
技術となっていく動きが見られるものの、当時の中
国においては、コンピューターの応用実態もIT技術
も国際的なレベルに追いついておらず、相当な隔た
りがあった（高立兵1997）。

2000年前後になると、考古学研究のデジタル面に
対する人員配置と経費の投入が大幅に増えた。それ
にともない、考古学デジタル実験室や文物情報専門
部局が各所に設置されるようになった。2003年11月
に開催された第 216 回香山科学会議（中国科学技術
部によって創設された基礎科学の先端的問題などを
議題とする会議）では、陳述彭が「デジタル考古学
と古代環境の再現」をテーマに報告を発表した。そ
れを機に、中国の考古学研究におけるデジタル技術
の利活用は一気に活発化していく。たとえば、華東
師範大学の研究者らは普通のパソコンでも操作でき
る 3D モデリングソフトを開発し、青銅器から建築
物まで、大小さまざまの遺物・遺構の復元や欠損部
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の組み合わせ、マルチ角度での表示などに広く利用
した。そのほか、中国科学院 RS 応用研究所は「デ
ジタル地球」を基盤に、地形図・高画素衛星写真・
歴史写真・関係史料などを利用して、山海関及びそ
の周辺の長城のデジタル 3D 模型を作成した（楊林
2009）。

さらに、故宮博物院は2000年6月から日本の凸版
印刷株式会社と「故宮プロジェクト」と呼ばれる共
同研究を開始し、2003 年 10 月 23 日、文化資産を先
端的なデジタル技術を収集・蓄積・公開・応用する
ための研究機関として、「故宮文化資産デジタル化
応用研究所」を敷地内に設置し、文化資産の保護と
公開に向けたデジタル技術の応用に本格的に取り組
み始めた。2005年までの第1期には、『故宮VR《紫
禁城・天子の宮殿》』第一部「太和殿」、第二部「三
大殿」を共同発表した。2020年に20周年を迎えた故
宮プロジェクトは、10月23日に第5期の調印式を実
施し、世界に類例のない規模まで成長している。

展開期（2006年～2019年）

2006 年以降、トータルステーション、RTK マッ
ピング、航空・衛星 RS、GIS、3D スキャンなどの

技術が一層注目され、中国考古学の一般的な研究手
法となった。いわゆる「サイバー考古学」の隆盛が
この時期における顕著な特徴である。中国科学技術
部が主導する「国家科学技術サポート計画」の手厚
い支援の下、大型研究プロジェクトが次々と立ち上
げられた。代表的なものとして、2006年12月から始
動した「大遺跡保護における空間情報技術の応用研
究：京杭大運河を例として」（以下、京杭大運河プ
ロジェクト）などがある。このプロジェクトは、清
華大学、中国文化遺産研究院、中国科学院遥感（RS）
応用研究所、中国水利水電科学研究院による共同事
業であり、考古学領域において、はじめて国家レベ
ルの支援を得た科学技術イノベーション戦略のモデ
ル事業である。

デジタル技術を文化遺産の予防的保護に応用する
という新しい動きもあった。たとえば、故宮博物院
は 2008 年にデジタルモニタリングシステムの構築
を立案し、翌年の初めにシステムの枠組みを策定し
た。全体的に、「個別項目先行→プラットフォーム
に統合する」というアプローチをとっている。この
アプローチによって、各項目の目標に沿ってデジタ
ル技術をカストマイズすることができ、データ採取

モニタリングデータの採取 モニタリングデータの格納 モニタリングデータの利活用
（管理・統計・分析・警報） ソフトウェア基盤 ハードウェア基盤

価
値
媒
体
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
（
真
正
性
・
完
全
性
・
存
続
性
）

文物建築
トータルステーショ
ン・レーザースキャ
ン・撮影測定・光ファ
イバーRS・HD 映像・
デジタル写真等

リ

ス

ク

要

素

の

モ

ニ

タ

リ

ン

グ

火災リスク
電力・防雪・火災現場
のモニタリングデー
タ、火災警報データ等

文化遺産情報DB モニタリングデータ
管理システム データ可視化エンジン データ採取設備

リアルタイムモニタ
リングDB

モニタリングデータ
統計システム

デ ー タ 統 計・ 分 析・
価値探索システム サーバファーム

屋外設置物
レーザースキャン・撮
影測定・材質分析・病
虫害分析・HD 映像・
デジタル写真・オルソ
画像・ベクトル図面・
病虫害図・表面強度・
漏水率等

盗難または人為的
破壊のリスク
フルタイム・全区域モ
デリング、映像データ等

中長期モニタリング
DB

モニタリングデータ
分析システム

一括登録及びサブシス
テムリンクシステム 高速ネットワーク

画像・映像DB 文化遺産リスク警報シ
ステム

データセキュリティ
システム

ネットワーク物理的安全
性フレームワーク

人的リスク
入場者動的モニタリン
グ・入場者数データ等

メタデータ GIS

所蔵品
デジタル写真・デジタ
ル2Dスキャン・文物情
報台帳登録・文物流通
及び出入庫検査等

環境質
気象データ・大気質自
動モニタリングステー
ション、展示室温湿度
データ等

動植物（病虫害含む）
シロアリ・アメリカカ
ンザイシロアリモニタ
リングデータ等

基礎施設安全
熱エネルギーデータモ
ニタリング等

表1　故宮世界文化遺産デジタルモデリングシステムの枠組み（黄墨樵・張小古2017）

21中国「数字文博」の歩み－考古学・博物館学におけるデジタル施策－ 



の正確性と専門性が高められ、該当箇所での試験的
運用がしやすいなどの利点がある。個別項目での実
証が終わると、順次にプラットフォームに統合され
ていく流れである。システムの正式的な構築と調査
研究は 2010 年から実行され、2011 年には、「故宮世
界文化遺産モニタリングセンター」が設立された。
2012 年からは、システムの全面的運用が始まり、
データの入力・抽出、統計・解析、リスクの量的評
価報告、安全性警報などに活用されている（表1）。

この時期において、中国考古学領域におけるデジ
タル化は「データ採取」「研究管理」「デジタル展
示」を 3 本柱に順調に展開していった。たとえば、
北京にある離宮遺構である円明園のデジタル復原計
画は、1999年に構想されたものだが、ようやく機が
熟し、「デジタル円明園」プロジェクトとして正式
的動き出したのは研究10年目となる2009年だった。
2010 年 9 月、第一回「文化遺産保護とデジタル化国
際シンポジウム」が清華大学で開かれると、「デジ
タル円明園」はモデル事例として紹介された。2012
年、その研究成果を活用したスマホアプリ「再現円
明園」がリリースされ、2013年に前記の「京杭大運
河プロジェクト」と同じく国家科学技術サポート計
画の助成対象となったのである。

2013年以降、スマートフォンの普及によって、中
国は急速に「スマホ社会」へと変貌した。スマート端
末を媒体に現れたモバイル博物館は、物理的空間の
束縛から脱出し、利用者によりイマーシブ（没入感
のある）な鑑賞体験を提供しようとしている。展示
技術とデザインの進化によって、数千年に亘る「創
作－作品－鑑賞」といった単一方向の伝播モデル
は、「発案－提供－参加」といったインタラクティヴ
な体験に代えられていく。一方、技術ばかり先行す
るようなやり方は、文化遺産展示の本来の目的から
逸脱してしまうではないかとの懸念も見られる（賀
艶・馬英華 2016）。バーチャル展示がどれくらい国
民の需要に寄り添い、社会に還元できているかにつ
いて、実証的研究の必要性が提起されている。

もう一つの大型プロジェクト「デジタル敦煌」も

1990年代に構想されたものだが、2016年5月に満を
持して正式的に公開された。その後、マイクロソフ
トが開発したチャットボットを活用した「AI ガイ
ド　敦煌小冰」が中国の大手 IT 企業テンセントの
WeChat（SNSアプリ）に登場した。2017年12月29
日、敦煌研究院はテンセントと戦略的提携協定を結
び、本格的に産学連携時代に突入した。テンセント
が敦煌研究院に IT ソリューションを提供し、敦煌
研究院がIP（知的財産権）所有者としてテンセント
に素材を提供する。「デジタルコンテンツの共同開
発・ビジネス利用の許可」という関係のもと、長年
蓄積されてきた研究データが勢いよくマンガ・アニ
メ・オンラインゲームなど若者向けコンテンツに溶
け込んでいく。まさに、中国の社会的流行語「流量
変現（ネット注目度を金に換える）」で表現されるよ
うな状況の最中である。

「withコロナ」の時代（2020年～）

「オリンピックの年」「5G 元年」として大いに盛
り上がるはずの2020年、コロナの襲来により、世界
中の博物館・美術館・資料館など展示施設は一斉に
一時停止ボタンが押されたような状況だった。いま
まで猛スピードで突っ走ってきた中国もその例外で
はない。人々の関心は自然と BCP（事業継続計画）
に移った。幸いなことに、多くの機構にとって、リ
モート形式の運営は数年前からモバイル博物館など
で実践済みだったため、体の重心を左足から右足に
変えるように、何の抵抗もなく文化遺産を「雲（ク
ラウド）」に載せていく。2020年2月20日、TikTok

（抖音）が中国国内の9館（中国国家博物館、敦煌研
究院、南京博物院、湖南省博物館、浙江省博物館、
遼寧省博物館、山東博物館、山西博物院、広東省博
物館）と連携し、「家にいながら博物館を雲遊する」
というオンラインイベントを行った。中国国家文物
局は2月27日に「新型コロナウイルス感染拡大防止
期間における文物・博物館関連機構の展示及び通常
業務再開に関するガイドライン」を公表し、実名予
約定員制の徹底とともに、デジタルコンテンツを利
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用したバーチャル展示・オンライン授業・ネット講
演会などの活動形態を推奨した。

そうした中、ミュージアムショップのオンライン
化もさらに加速していく。それは単にオンライン
ショップを開設するという意味ではなく、現在中国
で爆発的に流行している「ライブコマース（LIVE配
信＋EC）」を利用したものである。「漢服」を身にま
とい、「中華メイク」を施したインフルエンサーた
ちがライブ配信で文化遺産関連の書籍やグッズを販
促する。故宮博物院のコスメを代表としたヒット商
品は、SNSマーケティングによって飛ぶように売れ
た。中国のインターネット社会では、それがもはや
日常的な風景となっている。

おわりに

そのようなアンバランスに熱気あふれる表側と
対照的に、一回立ち止まって冷静に状況を整理し、
ニューノーマル（新常態）に向かって課題を洗い出
そうとしている研究者も無論いる。各機構のデータ
ベースに統合性がない。オープンアクセス用の DB
が Excel ファイルで配布されている。スマホ対応の
ことばかり考えて PC 向けウェブサイトの作りがお
ろそかになる。バーチャル展示コンテンツの正確
性・創新性が足りない。公開当初絶賛された「デジ
タル敦煌」のウェブサイトがなぜか「サイバー廃墟」
と化している、等々。スピードを追求するあまり、

「足元がお留守」な状態がしばしば確認される。し
かし、これらは中国だけの課題というよりも、全世
界において共通性の高い現状と言えるだろう。情報
と経験の共有のみならず、デジタル技術の利活用意
識においても、ともに進歩発展させることを心から
願っている。
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はじめに

近年、全世界においてデジタル人文学が話題に
なっている。西洋では、1980 年代から人文学研究
においてコンピュータ技術の導入が試されてきたが

（이재연・송인재 외 2019）、近年までは主に「デジ
タル道具を学問と知識の再構成のために動員する」

（김동윤 2014）ものに過ぎなかった。ところが、2010
年代からはデジタル人文学とは「情報記述の補助
で、新しい方式で遂行する人文学研究と教育、そし
てこれと関わった創造的な著作活動」（김현 2015）
へ拡張して来た。ここでいう新しい方式とはテキス
トマイニング、GISなどの方法がある。ところが、人
文学者にとって以上の新しい方式を利用するために
は、まずこれまでの文献データのデジタル化する作
業が必要であろう。

そのため、デジタル人文学を論じる際には、文献
の史資料がどのくらいデジタル化されて、データ
ベースとして提供されているのかが重要な論点にな
る。世界各国においてはアメリカのミネルヴァデ
ジタルアーカイブのような、重要図書館を中心に
1990 年代中半からインターネット知的資源を収集
し、保存するプロジェクトが進行されてきた（이남

희 2017）。
韓国では国家施策として、国史編纂委員会を中心

に、公的著作物のデジタル化事業が1990年代末から
推進され、今や朝鮮王朝時代の国家編纂記録類や近

現代の新聞記事などのあらゆる記録物がデジタルコ
ンテンツ化されている（이남희 2017 ／김현 2015）。
特に『韓国史データベース』は古代から現代にまで
わたる広大な文字資料を原文と現代語訳で確認でき
る、韓国史を研究する上で必須的なデータベースで
ある。

一方、日本では、2005 年に運営をはじめ、2010
年にリニュアルした国立公文書館デジタルアーカイ
ブが歴史資料を提供する代表的なウェブサイトであ
る。国立公文書館デジタルアーカイブは国の行政機
関等から移管をうけて、国立公文書館が所蔵する、
歴史資料として重要な公文書などの目録情報の検索
と資料原本のデジタル画像が閲覧できる情報提供
サービス（風間吉之2012）である。

以上の二つの史資料提供ウェブサイトは、韓国側
は「データベース」と、日本側は「デジタルアーカイ
ブ」と名付けられており、アーカイブとデータベー
スが同じものか、また、そもそもアーカイブという
のは何かなどの質問が生じえる。しかし、本稿は両
サイトの意義や本質について問いをかけるものでは
ない。本稿では両サイトが場所・時間とは関係な
く、誰にでもデジタル化した史資料を提供するオー
プンデータとして、社会において共通の役割を果た
すものと位置付けて、両サイトのユーザーインター
フェースに着目して論じる。

筆者はデータやアーカイブ学の専門家ではない。
そのため、ここでは両国のデータベースを使用する

韓国と日本の史資料オープンデータの現況と展望 
－韓国史データベースと国立公文書館デジタルアーカイブの比較を通じて－

扈素妍（奈良文化財研究所）

The Present State and Prospects of Opening up Historical Datasets in Korea and Japan
Ho Soyeon（Nara National Research Institute for Cultural Properties）

・オープンデータ／Open Data・ユーザーインターフェース／User Interface 
・韓国史データベース／Korean History Database 

・国立公文書館／National Archives of Japan
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図1　韓国史データベーストップページ
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利用者として、また、人文学研究者として、両方の
データベースの仕組みとユーザーインターフェース
を紹介及び比較し、これからのオープンデータの展
望を提示したい。

韓国史データベースの特徴

韓国の国史編纂委員会では1989年6月に「電算化
推進総合発展計画」を立てて、情報化時代を準備し
はじめ（이남희 2017）、1997 年からは韓国史データ
ベースデジタル化事業を開始し、2000 年から 2009
年までの国家による知識情報支援管理事業及び国家
DB事業の支援によって拡大・発展してきた。

2019 年 3 月を基準に、韓国史データベースでは合
わせて101種、約848万件、15億1千万字の資料を提
供している。データベースの趣旨は、「韓国史の重要
資料を利用者が探しやすく、本文まで閲覧できるよ
うに精製されたデータを資料利用者の便宜にかなう
ように提供」することである。

まず、トップページは図 1 のようであるが、真上
にキーワード検索欄があって、その横に人気検索用
語が昇順で一個ずつ表示され、その横に「詳細検索」

「シソーラス検索」がある。また、その下には各資料
群を「時代別一覧」「形態別一覧」「ガナダ順一覧」

「国史編纂委員会資料」で、所蔵資料群の分類を変更
して見ることが出来るようになっている。このよう
な一覧変更は、各資料の基本的な性格を理解しやす
くする。
「詳細検索」では「類義語／異体字（ ‘ ㆁ , ㄹ , ㅿ ’

などのこと）」の適用有無を選択でき、「全体検索」
「記事題目」「著者／編者／発・受信者」「記事内容」
「索引語」で検索でき、「対象期間」「（形態別・時代
別・国史編纂委員会資料）分類」「資料名」によって
も検索できるようになっている。また、検索語入力
の際に、「文字入力機」というポップアップウィン
ドウで「音価」「コード」「部首」「総画数」「新出漢
字」「漢語拼音」「日本語音読」の入力ができるよう
になっている。この文字入力機はトップページでも
利用でき、キーワード検索欄の右にあるキーボード
模様のボタンがそれである。

資料一覧から、もしくは検索した資料ページに
入って、左上の資料名をクリックすると、その資料
全体の一覧を確認できる。そこで右上に「資料紹介」

「下位資料検索」「資料詳細検索」「ダウンロード」
「印刷」「問題申告」のボタンがあり、「資料紹介」は
各資料の概要と利用のツボなどが述べられていて、
資料解題のPDFファイルのダウンロードもでき、資

図2　韓国史データベースの文字入力機、「日本語音読入力」で「AN」をクリックした画面
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料について詳しい情報を取得できる。一方、「問題申
告」を通じて、誤字・脱字、画像エラーなど、間違
えた情報や利用中不便な事項について申告すること
ができる。

また、すべての資料は原文画像の確認ができる
上、『朝鮮王朝実録』や「韓国近現代雑誌」など、
多くの資料はその原文のみ、もしくは現代韓国語訳
文までを全部起こして提供しているため、原文の内
容からも検索ができる。しかし、近代の新聞記事な
どはまだ題目のみの検索にとどまっていて、『東亜
日報』や『朝鮮日報』の場合、NAVER で提供する
ニュースライブラリー、また、『毎日申報』は国立中
央図書館のデジタルコレクションを検索した方がよ
り豊かな資料に触れることができる。

国立公文書館デジタルアーカイブの特徴

国立公文書館デジタルアーカイブは「デジタル

アーカイブの概要」からうかがえるように、「イン
ターネットを通じて、「いつでも、どこでも、だれで
も、自由に、無料で」、館所蔵の特定歴史公文書等の
目録情報の検索、公文書や重要文化財等のデジタル
画像等の閲覧、印刷、ダウンロードが可能な」サー
ビスの提供を目的としている。

検索は韓国史データベースと同じく、基本的には
キーワード検索であるが、トップページの右下の方
の「キーワード検索」をクリックすると、「資料群」

「検索対象」「辞書の使用有無」「表示件数」「一覧の
表示内容の量」を選択して検索ができる。それか
ら、同じ位置の一つ下の「詳細検索」には、前述の

「キーワード検索」に検索オプションとして、「作成
年月日」「作成年」「資料群指定」「公開／非公開の
利用制限区分」の選択、「本館／分館」の保存場所
の選択が提供されている。また、その下に「行政文
書」と「内閣文庫」に分けてその請求番号などの情

図 3　国立公文書館デジタルアーカイブのトップページ
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報からも検索できるようになっている。
実際にキーワードで検索すると、その表示順を

「標名／件名／書名」「資料群／簿冊件名順」「作成
部局／人名」「（作成）年月日」「請求番号」に基づい
て、昇順もしくは降順に、また表示される文書の分
量も選択して切り替えることができるようになって
いる。また、各資料は「概要情報」にその資料の階
層が表記されていて、その上、表示形式を「階層表
示」に変更することもでき、省庁部局の文書のとい
うその資料の位置や性質をより理解しやすくしてい
る。

以上のように、国立公文書館の資料は国家機関の
文書という特性のため、文書の性質を理解するため
には、その文書の発行機関についての情報をも必要
である。国立公文書館デジタルアーカイブでは、そ
のために、「省庁組織変遷図」と「太政類典の構成」
のページを提供している。
「省庁組織変遷図」は、万延元年から平成 22 年に

至るまで、省庁組織の名前が如何に変わってきたの
かを把握できる表で、公文書の発行機関の歴史を理
解することに役立つ。また、各省庁及び部局名をク
リックすると、その設置時期・廃止時期・英語表記
がポップアップウィンドウで表示されて、そのポッ
プアップウィンドウの「部局レベルで表記」をク
リックすると、その局が所属した組織図を確認でき
る。また、「検索する」をクリックすると、その部局
と関連のある文書が新しいタブで表示される。

また、「太政類典の構成」では、太政類典の簡略な
紹介と、構成表の第1表と第2表、そして、目録まで
提供している。構成表は太政類典の構成を把握しや
すくするため、分類項目という簿冊との関係を表に
したもので、第 2 表は第 1 表をより詳しい分類で表
したものである。表の内容をクリックすると、デジ
タルアーカイブ検索結果へつながる。

以上のページに加えて、「概要情報」の資料群の名
前をクリックすると、「資料群情報」という頁に移

図 4　国立公文書館デジタルアーカイブの省庁組織変遷図
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り、そのページの「資料群詳細を表示」に入ると、資
料の「階層」「作成期間」「簿冊件数」「組織歴」「資
料履歴」「移管元省庁等」「内容」「参考文献」まで
の情報が提示され、各資料群の性格がより明確に理
解できる。

これからの展望

以上のように、両ウェブサイトはそれぞれ提供す
るデータの特徴に合わせて、利用者がより便利で、
より豊かな情報を得ることができるように検索方法
や資料紹介などのサービスを提供している。これ
は、歴史研究者のみならず、歴史に興味のある人々
にとっても歴史を理解し、楽しめるようにしたとい
う点で、意義のある作業である。ところが、これか
らより多くの人の利用を促すためには、いくつか改
善を要する点がある。

まず、モバイル環境でのインターフェースを考慮
することである。両サイトは、モバイル環境で訪問
すると、ウェブサイトのトップページがそのまま出
てくる。韓国史データベースの場合、本当にウェブ
サイトそのままで、国立公文書館デジタルアーカイ
ブの場合はウェブサイトの項目がモバイル環境でよ
り見やすく表示されるものの、ウェブサイトのトッ
プページにあった簡単な検索欄は表示されない。今
はデスクトップやノートパソコンより、スマート
フォンの利用者が多くなっていることを考えると、
両サイトともモバイル環境でのインターフェースに
つき工夫が必要だと考えられる。

また、全ての資料の原文検索ができるようにする
必要がある。もちろん、著作権法や公文書管理法な
どによって、全面公開できない資料はあると考えら
れる。しかし、少なくとも画像で全文を公開してい
る資料ならば、全文をOCR化して、検索可能にする
ことは、キーワードと関連のある資料をより多く探
し、歴史をより多層的に理解できる糸口になるに違
いない。

そして、ユニバーサルな利用者を想定することも
改善点になるだろう。例えば、利用者には障害など

によって文字を読めない人もいることを想定し、音
声案内などができるようにすることや、外国人の利
用により積極的に備えることが必要と考えられる。
韓国史データベースは韓国語以外の言語では表示さ
れない。一方、検索は文字入力機を利用してコー
ド・中国語・日本語などでも検索できるようにして
いるが、ハングル・漢字・英語で検索した時、それ
ぞれ表示される資料件数は大きく違う。例えば、同
じ意味である「산파」「産婆」「midwife」の三か国
語で検索した時、連続刊行物の表示件数は「1535」

「611」「0」件になる。一方、国立公文書デジタル
アーカイブは英語のサイトも提供しているが、英語
のサイトでは、「省庁組織変遷図」と「太政類典の構
成」は表示されない上、検索においては韓国史デー
タベースと同じ問題がある。このような状態は、研
究者ならともかく、両国の歴史に興味を持つ外国人
を戸惑わせる。原文を全てOCR化し、検索システム
において多言語間の連結をより緊密にして提供する
と、原文をすぐには理解できなくても、機械翻訳機
を利用して、その内容が大まかにでもわかるように
すれば、閲覧者の理解に役立ち、両サイトの利用も
より活発になるだろう。

オープンデータは資料をどこでも、誰でも確認で
きるという便利さや、歴史資料を破損の恐れなく保
存及び提供できるという点で、これからその利用は
活発になっていくと考えられる。よって、その提供
データの量を増やすことも重要であるが、それ以上
にユーザーインターフェースをより便利で、分かり
やすくする工夫も必要であろう。
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1．はじめに

奈良文化財研究所は、ヨーロッパで推進されてい
るARIADNEplusプロジェクトの日本代表のパート
ナーとして事業参画している（国武・小沼・高田 
2018）。本稿では、ARIADNEとともに共同で考古年
代や時代の統合を目的として掲げている PeriodO プ
ロジェクトへの日本の時代一覧の登録作業について
紹介する。

2．PeriodOについて

2.1　PeriodOの取り組み
考古学の研究者は研究対象の時間軸を時代名に

よって示すことが多い。時代というと、旧石器時代
や古代など様々なものがあるが、これらは歴史上の
一定の期間を指している。しかし、これらの時代の
考えは、同じ時代用語を用いていても地域や学者に
よって定義が異なっている。これによって、研究者
の行う情報検索や分析、学生や一般の方の歴史につ
いての理解などを困難にしている。この問題への解
決策を世界的に打ち出したのがPeriodOである。

PeriodOプロジェクトは、歴史、美術、考古学にお
ける時代を学術的に定義する集成辞書（gazetteer）
の作成を目指している。信頼できる情報源によって
それぞれの時代を定義することを促し、異なる時代
間の統合を目指している。このことによって、異な
る地域の時代情報を検索でき、比較できるようにな

り、地域や研究者によって異なる時代の概念につい
て、時間軸上で理解でき、さらにはLinked Data エ
コシステムを提供しようとしている（Kate Fernie, 
Franco Niccolucci and Julian Richards 2016）。

既に PeriodO には、ヨーロッパや地中海付近の国
をはじめとする多くの国が時代についての情報を登
録している。
2.2　PeriodOの使い方

PeriodOのウェブサイト（https://perio.do/en/図
1）では、誰でも時代のデータセットを検索・閲覧す
ることができる。

PeriodO ウェブサイトトップページの「Browse 
and edit periods」の箇所にある「PeriodO client」

図1　PeriodOウェブサイトトップページ

日本における時代情報のPeriodOへの登録
武内樹治（立命館大学大学院）

Adding Japanese Periods to PeriodO 
Takeuchi Mikiharu（Ritsumeikan University Graduate School）

・時代／Period・アリアドネプラス／ARIADNEplus 
・時空間情報／Spatio-temporal information
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をクリックすることで、PeriodO に登録されている
データを検索・閲覧したり、新たに登録することの
できるページに飛ぶ。閲覧する場合はその先のペー
ジの「Select data source」にある「Canonical」を選
択する。この「Canonical」がPeriodOに登録されて
いるデータセットである。最初に、「Filter periods」
の項目を設定し、閲覧する時代を絞っていく。「By 
label」では、キーワード検索で文字列の一致によっ
て結果が返ってくるようになっている。「By time」
では時間軸の上限と下限を設定し、閲覧する時代を
時系列で絞っていくことができる。「By place」で
は、下の検索欄に地域名を入力することで、検索す
る地域を絞ることができる（図2）。
「By authority, language or spatial coverage」で

は、出典別、言語別、空間範囲別に時代を絞っていく
ことができる。また、以上の「Filter periods」の検索
設定で、選択された時代のデータセットについて、
以下の「Spatial coverage」と「Temporal coverage」
で大まかに説明がされている。「Spatial coverage」
では、選択された時代データセットのある地域が着
色されて表示され、「Temporal coverage」では、選
択された時代データセットの大まかな頻度分布を知
ることができる。頻度分布の可視化には、「Timeline 
style」や「Histogram」などの種類を選ぶことがで
きる。そして以上の検索結果が「Periods」に一覧
として表示される。この「Periods」の中でさらに
レコードを選択すると、下に詳細が表示される。ま

たレコードを選択すると、「Spatial coverage」と
「Temporal coverage」において選択レコードが該当
する地域・時間幅が赤く示される（図3）。

以上が簡易的な時代データセットの閲覧・検索方
法であるが、これらのデータセットをトップページ
において JSON、Turtle、CSV 形式でダウンロード
することもできる。そして既に登録されているデー
タセットについて、修正することも可能である。

3．日本の時代の登録

この章では、今回行った登録についての手順を示
していく。

図3　PeriodO検索結果画面
注）「Periods」で選択しているレコードに該当する地域・時期が

「Spatial coverage」・「Temporal coverage」で赤く表示されてい
る。

図2　PeriodO検索画面

「By label」文字列検索
例）bronze

「By time」時間軸検索
時間軸で検索したい時期を青で示す。
例）50000BCから1500年までの期間

「By place」地域検索
下の検索欄に地域名を入力することで
地域を絞っていく。
例）Spain, France, England
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3.1　情報源について
この PeriodO への時代データセット登録につ

いて、登録する際は、必ず信頼できる情報源を
「Authority」として示さなければならない。日本に
おける時代概念には曖昧な部分も多く、定義が難し
い。そこで、今回は時代についての情報源として文
化庁が編著を行った『発掘された日本列島 2020 新
発見考古速報』のp.71の年表を選択した。この年表
は、この本で紹介されている遺跡がいつの時代のも
のなのか、ということについて理解を促すものであ
る。この年表では、北海道、本州・四国・九州、沖
縄という様に日本を三つの地域に分類しており、各
地域の時代とその期間を確認できるようになってい
る。

この書誌情報を、「Authority」として登録した。
3.2　時代の登録

PeriodO ウェブサイトトップページの「Browse 
and edit periods」の箇所にある「PeriodO client」
をクリックした先で、「Add period」をクリックし、
登録を行う。まず最も重要な時代名の登録である。

「Original label」への登録として、言語を「Japanese」
に変更し、時代名についてはまず日本語で書誌通り
の記述で登録した。また、「Alternate labels」へ英
語表記でも時代名を登録する必要があるため、『和
英対照日本考古学用語辞典』に基づき日本の時代名
を英語化したものを入力した（図4）。

次が「Related periods」という項目で、ここで関
連する時代を入力する。入力している時代が、別の
時代（より長期的な期間を表す時代）の一部である
か（「Part of」）、また別の時代（より短期的な期間
を表す時代）を含んでいるか（「Has parts」）につい
て登録できる（図5）。例えば、日本における奈良時

代は古代という時代の中の一部と考えられ、中世は
鎌倉時代や室町時代を含んでいると考えられる。

次に「Spatial coverage」の入力である。この入力
は作成している時代がどの地域でのものなのかを指
し示すものである。地域について、「Description」に
は日本語で書誌の通りの記述（「北海道」、「本州・四
国・九州」、「沖縄」）で入力した。「Coverage area」
では、地図上でどの範囲の時代を指すのかを登録す
るが、下の検索欄で「Japan」を検索し、登録した

（図6）。

次に「Temporal coverage」を入力する。ここで
は作成している時代がどの期間を指しているのかを
登録する。ここでは、その時代の開始時点、終了時
点の明記とそれぞれの上限年と下限年を入力する
必要がある。ここでは、その時代の開始時点と終

図4　「Labels」入力画面（縄文時代入力時）

図5　「Related periods」入力画面（中世入力時）

図6　「Spatial coverage」入力画面
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了時点が曖昧であっても、それぞれの時点の上限
年（「Earliest start year」）と下限年（「Latest start 
year」）を入力するようになっている。この上限年と
下限年によって、曖昧な時代の期間を定量的に記述
することができ、検索や比較を可能にしている。通
常、日本においても時代の期間を定義する際には、

「710 年から 794 年まで」のように明確に期間を表せ
ることは少なく、「紀元前500年ごろから」や「15世
紀後半まで」など、曖昧に定義されることが多く、
明確な時代の時間軸の上限・下限は定義しにくい。
今回用いた書誌も時間軸については曖昧なものが多
いが、ここでの登録では、まず書誌通りの時代の開
始時点（「Start label」）、終了時点（「Stop label」）
を入力する。今回は「年代の自動解析（Parse dates 
automatically）」機能を用いた。この機能によって、
曖昧な時間時点の入力であっても、ある程度時間幅
を持った期間が上限年・下限年に自動で入力され
る。例えば、「5世紀」という定性的な記述であって
も、この機能によって、それが上限年 401 年の下限
年 500 年の期間のどこかを指しているとして認識・
入力され、定量的に記述できることになる。今回は、
ほとんどの時代について曖昧な記述であったため、
基本的にこの「年代の自動解析」機能を用いて登録
した（図7）。

今回は「年代の自動解析」機能を主に用いたが、
この「Temporal coverage」には曖昧な時間を記述
するための多くの工夫がされており、様々な時間情

報を記述することができるようになっている。
次に、「Locator field」を入力する。これは、入力

している時代について参照した情報源のどの部分に
その説明があったのかを入力する箇所であり、今回
は書誌のページ数（p.71）を登録した。

そして、次に「Note field」を入力する。ここでは、
参照した情報源にこれまで入力したもの以外の説明
や注釈が明記されている場合に、その時代に関する
追加の情報を入力することができる。今回は参照し
た年表における「794 平安京へ都を移す」や「1868
明治維新」などの時代の変革に関する出来事が書か
れている場合はここに入力した。

最後に、「Editorial note」を入力する。ここでは、
入力者が行った登録に関する判断についての説明を
書くことができる。

以上の項目を入力し、「Save」をクリックするこ
とで時代情報が登録される。以上の操作の繰り返し
によって、ブラウザ上に時代一覧を作成することが
できた。結果的に40個の時代について登録完了した

（図 8）。この情報を PeriodO に送る（Submit）する
必要があり、送るには登録者のORCID（研究者識別
子）のID情報の入力が必要である。

4．おわりに

本稿では、歴史における時代情報を集成している
PeriodO に日本の時代情報の登録を行った過程を紹

図7　「Temporal coverage」入力画面 
（古墳時代入力時）
注）ここでは、古墳時代の始まりと終わりをそれぞれ 3 世紀、7
世紀と曖昧な期間で入力した。「年代の自動解析」機能を用いた
ため、上限・下限の値が自動で入力され、それをそのまま採用し
た。

図8　登録した日本の時代一覧画面
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介してきた。歴史について時空間をまたいで閲覧で
きるこの PeriodO は、2022 年から高等学校学習指
導要領の改訂によって教育課程で新しく始まる歴史
総合においても多面的に時期や年代を比較しつつ社
会的事象をとらえる上での有効なツールの一つとな
ることが予想され、十分効果を発揮するであろう。
PeriodO への登録によって、日本の時代について世
界的に理解が深まることを期待したい。

なお、PeirodO のウェブサイトには、利用方法の
ページ（「Guide」）があり、ここに今回記した使い
方や登録について汎用的なことが詳細に記されてい
るため、より詳しい説明についてはこちらの方を参
照していただきたい。

【註】
国武貞克・小沼美結・高田祐一　2018「文化財情報の多

国間連携による研究基盤の高次化」独立行政法人国

立文化財機構 奈良文化財研究所編『奈良文化財研究

所紀要 2018』

文化庁編　2020『発掘された日本列島 2020 新発見考古速

報』共同通信社

文部科学省　2018「高等学校学習指導要領（平成 30 年

公示）解説 地理歴史編」,https://www.mext.go.jp/

content/1407073_03_2_2.pdf

山本忠尚　2002『和英対照日本考古学用語辞典』東京美術

Kate Fernie, Franco Niccolucci and Julian Richards 

2016　“Building a research infrastructure for Digital 

Archaeology in Europe” ARIADNE

ARIADNEウェブサイト 

http://legacy.ariadne-infrastructure.eu/ 

（2021年1月29日確認）

PeriodOウェブサイト 

perio.do/en/ 

（2021年1月29日確認）
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1．はじめに

文化財動画の普及効果の高さについては論をまた
ないが、小稿では全国遺跡報告総覧（以下では総覧
と略記）に動画ライブラリーが併設された相乗効果
について検討してみる。具体的には、総覧の主たる
機能であるところの発掘調査報告書の PDF の活用
と文化財動画との関係や、いまや副次的な機能にと
どまらない効果を発揮している文化財イベント情報
との関わりについてである。以下では筆者が接した
参加機関のうち2020年8月に総覧に実装された動画
ライブラリーをいち早く有効に活用したやや独特な
実例に基づき、動画活用の可能性について述べてみ
る。

2．イベント情報からPDFへ

その参加機関は自らのホームページをもつが、総
覧のイベント情報の普及効果の大きさを最大限利用
するために、機関のイベントを自らのホームページ
に告知すると同時に、積極的に総覧のイベント情報
に掲載してきた。このうちやや特殊であったのは、
学術目的の発掘調査（保存目的調査ではない）の実
施をイベント情報で公開したことである。通常、記
録保存調査を中心とする行政目的の発掘調査では、
発掘調査の実施をイベントとして広報する余地も必
要性も認められないであろう。しかしながら学術調
査は、幅広い分野の専門家への協力をよびかけるた

めにも、あるいは市民の関心を高めて発掘調査成果
の社会的な還元効果を高めるためにも、イベントと
位置付けてその実施を事前に広報することに意義が
認められるのかもしれない。これは行政調査の一環
をなす保存目的調査においても、ある程度共通する
と考えられる。

ともあれ、調査実施に先立ってイベント情報とし
て告知したことは、その後の成果公開に大きく寄与
したようにみえた。すなわち、その告知した学術目
的の発掘調査がいったん終了して、成果を公開する
際に、その発掘調査が行われた事実そのものは、当
該調査地域の市民やその時代の専門家のコミュニ
ティーにおいては周知となっていたからである。調
査が行われた2020年8月は、新型コロナ感染症の第
2波が進行中であり、3密を避けよとの政府と自治体
の号令のもと、不特定多数の人々を発掘調査地に集
めることは到底許される雰囲気ではなかった。すな
わち集客人数が実績値となる通常の現地説明会が開
催できる状況にはなかったのである。おのずからオ
ンラインでの成果公開となり、Zoom 現地説明会と
称して厳密には現地ではないのであるが、発掘現場
で撮影した写真や動画を組み合わせてオンライン上
のライブ配信により説明会が実施されたのである。
そのオンライン説明会についても、当然総覧のイベ
ント情報において告知がなされた。そしてオンライ
ン説明会の開催当日朝になって、現地説明会資料が
PDF として登録され、ダウンロード可能となった。

文化財の調査と活用のための文化財動画の潜在的な可能性
国武貞克（奈良文化財研究所）

About the Hidden Potential of Cultural Heritage Videos 
Kunitake Sadakatsu（Nara National Research Institute for Cultural Properties）

・デジタルアーカイブ／Digital archives・文化財動画／Cultural resource videos
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ここで、イベント情報からPDF登録が連携して活用
されたのである。

3．PDFから動画ライブラリーへ

オンライン説明会は参加者が事前に現地説明会資
料を総覧から PDF でダウンロードすることにより、
スムーズに事前の資料配布が完了した。そして告知
された日時にオンラインで説明会が行われた。た
だしここで小さくない問題が発生していた。Zoom
の運用管理上の都合から参加人数の上限が 100 名と
なっていたのであるが、イベント情報告知後 2 日以
内で上限人数に達してしまい、多くの希望者があふ
れてしまう事態となってしまった。つまり多くの希
望者が申し込みに間に合わず、参加したくてもでき
ない状況が生じてしまったのである。もしオンライ
ンでなければこのようなことは問題ならず、かりに
収容スペースに不足があった場合でも、現地説明の
回数を増やすなどにより対応が可能であったのだ
が、オンラインのシステム上ではそのような臨機的
な対応は不可能であった。じつはこのような事態は
事前に十分に予測されていたため、オンラインの説
明会の一部始終を、参加者とのやり取りも含めてす
べて録画しておき、それを編集することなくそのま
ま機関のアカウントによるユーチューブチャンネル
に投稿し公開したのである。ただしそれだけでは説
明会参加希望者に動画が公開されたという情報が届
かないため、オンライン説明会の翌日にはそのユー
チューブ動画のリンクを、総覧の動画ライブラリー
に登録したのである。ここに自宅に居ながらにして
発掘調査の現地を体感できるという状況が達成され
たのである。

イベント情報に掲載したオンライン現地説明会の
告知は、終了した翌日には当然のことながら総覧の
トップページから姿を消すのだが、それと入れ替わ
るようにオンライン説明会の動画サムネイルが総覧
のトップページの動画ライブラリーに出現した。こ
のため、ユーチューブチャンネルへのアクセス数
は、動画公開後、総覧からのアクセスによって急上

昇したという。その後も、1か月程度はユーチューブ
チャンネルのアクセス数の大幅な上昇が続いたのは
総覧の動画ライブラリーの広報効果であると考えて
も大きな間違いはないようだ。余談であるが、オン
ライン説明会に参加できなかった新聞記者の方が、
動画ライブラリーを通じてオンライン説明会のユー
チューブ動画にたどり着き、それを見てから調査成
果の重要性を認識してこの調査主体に取材が入り新
聞報道に至った例もあったようだ。

4．�再びイベント情報から動画ライブラ
リーへ

さて、この学術調査はオンライン説明会や地域の
人びとの間で大きく話題となったことから、短期間
ではあるが当初予定になかった地元の博物館での速
報展示を実施することになった。通常の企画展であ
れば、事前にポスターやチラシを作成し、管内の学
校や公共施設、そして近隣自治体に配布して集客を
はかるものである。しかしこの場合は、急遽の企画
であったために事前の広報は全く行われず、オンラ
イン説明会の最後に口頭で開催告知がなされたのみ
であった。しかしこれにより、動画ライブラリーを
通じてユーチューブチャンネルを視聴した方々にそ
の情報が伝わることとなり、結果として、多くの観
覧者がその博物館を訪れることとなった。もちろん
総覧のイベント情報に登録して、速報展示を急遽実
施する旨が広報されたことはいうまでもない。これ
ばかりでなく、速報展示の様子を解説付きで動画収
録し動画ライブラリーにおいて公開した。これによ
り展示の概要を動画で視聴することができ、それが
さらなる来館につながったとみられる。考古資料は
実物をみないことには本当には理解できないもので
ある。総覧のイベント情報欄の解説文と写真 1 枚で
は伝わらない実物の雰囲気が、解説とともに収録さ
れた動画によって伝わったことは、僅か 2 週間の展
示期間にもかかわらず多くの人々の来館につながっ
たことの大きな原因とみられる。そして短期間の速
報展示が終了したのちも、展示解説動画がコンスタ
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ントに視聴され続けた。

5．�三たびイベント情報からPDFへ、そ
して動画ライブラリーへ

コロナ禍にもかかわらず多くの人々の関心を集め
た学術目的の発掘調査成果であったが、地元の歴史
愛好家により構成される団体の要請によって、市民
向けの講演会が開催されることとなった。多くの新
聞報道により市民の皆さんの間には俄かに出現した
地元の貴重な文化財をぜひ詳しく知りたいという熱
が高まり、コロナ対策により入場制限がかかるなか
で市民講演会が開催された。この講演会においても
その開催告知が総覧のイベント情報に掲載されたこ
とはいうまでもない。そして講演会の参考資料を事
前に PDF として登録することにより当日配布を避
け、コロナ禍における会場入場時の不特定多数の
人々による接触や密集を避けることができたのであ
る。講演会の主催者となった地元団体の許可のも
と、講演会の様子は動画撮影され、その許可のもと
で機関のアカウントによるユーチューブチャンネル
に登録され、そのリンクが総覧の動画ライブラリー
に掲載された。これにより、講演会に参加できな
かった地元以外の視聴希望者が、動画ライブラリー
により講演会動画にアクセスし得たのである。

6．総覧3大機能のシームレス連携

以上の総覧をめぐる活用の流れをまとめると以下
のようになる。

1 発掘告知（イベント情報）→ 2 発掘案内資料
（PDF登録）→3オンライン現地説明会告知（イベン
ト情報）→ 4 説明会資料（PDF 登録）→ 5 説明会動
画（動画ライブラリー）→ 6 速報展告知（イベント

情報）→ 7 展示解説資料（PDF 登録）→ 8 展示解説
動画（動画ライブラリー）→ 9 講演会告知（イベン
ト情報）→ 10 講演会資料（PDF 登録）→ 11 講演会
動画（動画ライブラリー）である。

ここであるパターンが見えてくる。すなわち【イ
ベント情報→ PDF 登録→動画ライブラリー】をひ
とつの単位として、これが繰り返されている点であ
る。すなわち、A学術調査の実施（1,2）、Bオンライ
ン現地説明会の実施（3,4,5）、C速報展の実施（6,7,8）、
D市民講演会の実施（9,10,11）という4つの調査及び
イベントのそれぞれに、上に見た総覧の 3 大機能の
連続的な活用つまり連携が認められるのである。

総覧は発掘調査報告書の PDF 閲覧から始まった
全文検索システムを本旨とするが、動画ライブラ
リーを加えた 3 大機能が備わった現在、文化財調査
と活用を一体として実施運用するための不可欠な情
報基盤プラットフォームに変貌しつつあることを、
改めて強く認識させるものである。参加機関の創意
工夫により、動画ライブラリーを加えた総覧は、今後
さらなる効果的な活用がはかられることになるであ
ろう。そのためには目的に合わせた 3 大機能のシー
ムレスな連携利用がカギを握ることは間違いない。

オンライン現地説明会の様子（総覧動画ライブラリーより）
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1．�文化財動画ライブラリーの構築と意義

（1）文化財動画ライブラリーの構築とその経緯
文化庁と奈文研は、2020年8月26日に「全国遺跡

報告総覧」（以下、遺跡総覧という）に文化財動画
ライブラリーを構築し、公開した 1）。この文化財動
画ライブラリーは、地方自治体等が作成した埋蔵文
化財をはじめとする文化財に関わる動画（Youtube
等の動画共有サイト等で公開されているもの）を一
元的に集約するプラットホームとしての役割を担う
システムである。機能の詳細は本書高田報告に詳し
いが、2021年1月現在、36機関から352件の動画の
登録されており、地域（都道府県等）や文化財の種
別、時代種別を選択することで、利用者のニーズに
即した動画にアクセスすることができる。

埋蔵文化財に関する動画はこれまでも数多く制作
されYoutube等の動画共有サイトや自治体HP等で
視聴することができる。しかし、膨大な動画が日々
生産、公開される動画共有サイトの中では、他の人
気動画に押されて存在そのものが認知されにくい状
況であった。この状況は現在においても変わらず、
むしろ顕在化していると言ってよい。文化財動画ラ
イブラリーは人気動画の陰に隠れてしまい、存在が
認識されにくい問題点を解消した上で、潜在的な
ニーズを引き出しアクセス可能にするインデックス
としての役割をもつ。このような機能性は単に視聴
者側のみのメリットにとどまらない。動画を視聴す

ることは、市民の文化財に対する興味、関心の惹起、
それによる実際に現地に訪れる機会の増加促進など
地域への貢献にもつながり、多大な費用や労力を費
やして動画を制作した側にとっても、大きなメリッ
トとなりうる。文化財動画ライブラリー構築の効果
は、今後検証していく必要があるが、埋蔵文化財の
活用を進めるためのひとつのステップと言える。
（2）デジタルアーカイブとしての全国遺跡報告総覧

文化財動画ライブラリーの構築は、遺跡総覧その
ものがデジタルアーカイブとして機能強化された点
においても重要な意義がある。

デジタルアーカイブの必要性については、『我が
国におけるデジタルアーカイブ推進の方向性』で次
のように述べられている。「様々なコンテンツをデ
ジタルアーカイブ化していくことは、文化の保存・
継承・発展の基盤になるという側面のみならず、保
存されたコンテンツの二次的な利用や国内外に発信
する基盤となる重要な取組であり」、「デジタル時代
における「知るため・遺すため」の基盤として、場
所や時間を超えて書籍や文化財など様々な情報・コ
ンテンツにアクセスすることを可能とする他、分野
横断で関連情報の連携・共有を容易にし、新たな活
用の創出を可能とするものである」とする。そして

「デジタルアーカイブの構築・共有と活用の循環を
持続可能なものとし」「我が国の社会的、文化的、経
済的発展につなげていくことが重要である」 2）。

遺跡総覧には、すでに約 8 万 7 千件の発掘調査報

埋蔵文化財保護行政における動画のあり方を考える
芝康次郎（文化庁文化財第二課埋蔵文化財部門）

Thinking About a Role of Cultural Resource Videos 
Shiba Kojiro （Cultural Properties Second Division, Agency for Cultural Affairs-Japan）

・文化財動画ライブラリー／Cultural Heritage Video Library・YouTube／YouTube 
・埋蔵文化財／Buried cultural properties・文化財動画／Cultural heritage videos 

・埋蔵文化財保護行政／Administration of the protection of buried cultural properties
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告書の書誌情報が登録され（抄録は約13万6千件）、
2万7千件以上の報告書のPDFが閲覧できる（2021
年 1 月現在）など、大きな実績をもつ。これらに加
え、各地の展示会や講演会等のイベント情報も登録
されている。ここに文化財動画ライブラリーが加わ
り、それぞれ文化財情報と相互にリンクできるアー
カイブとしての機能がさらに強化された。より具体
的には、遺跡発掘調査報告書の閲覧者が動画を視聴
することでより広い知識を獲得する、あるいは反対
に動画の視聴者が関連する報告書にアクセスするこ
とで、より深い知識獲得へと誘うなどの相乗効果が
得られ、さらには関連するイベント情報から実際に
現地へ足を運ぶなどの行動へと展開させていくこと
も期待できる。

このようにアーカイブ機能の充実は市民の多様な
ニーズに応えていくことにもなり、今後より一層の
発展が期待される。

2．埋蔵文化財動画のあり方を考える

（1）埋蔵文化財動画の役割
次に埋蔵文化財動画の役割や今後のあり方につい

て考えてみたい。
新型コロナウィルス感染症の拡大は、外出自粛や

テレワークの促進など、人々の接触のあり方が変容
する、それまでの社会を一変させることとなった。
コロナ以前の社会であれば、文化財に興味をもつ
人々は実際に現地に赴き、文化財の魅力に触れるこ
とが可能であった。この時点では川口武彦（2018）
が指摘しているように、文化財の魅力を伝える手段
として、編集ソフトによる動画編集作業の必要のあ
る動画よりも、写真等の静止画のほうが汎用性の部
分で最も有効なものと言えた 3）。

しかし、旅行はおろか外出自粛が迫られているコ
ロナ禍の現在（2021年1月）にあっては、動画は視
覚、聴覚情報としてよりリアルな文化財の姿を視聴
者に届けることができる、より重要な媒体として位
置づけられる。実際に発掘調査の現地説明会を動画
としてアップするなど、コロナ以前の社会では考え

られなかった試みも広がっている。
現地に赴くことができなくても家にいながらにし

て楽しむことができる、あるいは学習できる、その
重要な役割を担っているコンテンツのひとつが動画
なのである。動画はコロナ禍でのみ有効なのではな
い。地域の歴史や遺跡の理解について遺跡発掘調査
報告書や専門書を用いることは多くの市民にとっ
て、ハードルが高いものである。その点でそれらよ
りも平易な解説や視覚情報のある動画は、知識の導
入部分を形作るものとして今後も有用なコンテンツ
でありつづけるに違いない。

現在、やや古いデータであるが、例えばYoutube
の視聴人口は月間で6,200万人（2018年、国内推計）
に達する 4）。全世界では現在約20億人が視聴すると
もいわれ、その影響力は計り知れない。Youtubeの
中には視聴回数が多い歴史系の番組も複数存在して
おり、歴史や文化財に関する潜在的ニーズは高いと
考えられる。現在のSNS利用の広がりをみれば、コ
ロナ禍が終息したとしても、これらの利用はむしろ
増加する可能性が高い。ポストコロナ社会を見据え
たときに極めて有用なコンテンツとなりうる。
（2）�求められる埋蔵文化財動画とは何か－現状分析

から－
ではどういう動画が求められているのか。現状を

整理しておきたい。動画共有サイトは 2003 年から
2005 年にかけて相次いで登場し、日本においても
Youtube をはじめとした動画共有サイトが 2008 年
ごろから一般化してきた。Youtubeでの埋蔵文化財
に関わる動画は、管見の限りでは2010年以降にアッ
プされはじめ、2020年 7月までに170本以上存在す
ることとなった。試みに、このうち 115 件をピック
アップし分類すると以下のようになる（括弧内は件
数と、再生回数の平均）。

遺跡解説・紹介（18件：18,254）、遺跡発掘調査紹
介（25件：1,118）、遺物解説（9件：9,706）、展示紹
介・解説（15 件：1,023）、埋文関連イベント紹介・
報告（7 件：197）、埋文関連施設業務紹介（22 件：
691）、地域文化紹介（18 件：37,099）、その他（レ
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プリカ制作ドキュメンタリー1、古代生活復元1）（2
件：551,249）。

既存の埋蔵文化財関連動画で最も多いのは遺跡調
査紹介で、遺跡の発掘調査から遺物までを網羅的に
紹介するものであり、これに遺跡の紹介を含めると
43件（37%）、埋文関連施設業務紹介・イベント紹介
25件（22%）、遺物解説や展示解説で24件（21%）と
続く。これらとはやや指向が異なる地域文化の紹介

（例えばA地域の古墳文化、B地域の製鉄の歴史等）
も18件（16%）ある。これらの分類と閲覧数との関
係をみると、地域文化紹介が最も多く、遺跡解説・
紹介、遺物解説と続く。高画質の画像やナレーショ
ン・字幕等を使って効果的に伝えるものは、閲覧回
数が伸びている。一方で、埋文関連の施設、業務紹
介は数字の伸びが弱い。外部組織のレポーター等を
起用し、地元テレビ局と連携して制作するなどして
もその効果が表れにくい。動画それ自身の内容の評
価は本来それぞれの視聴者が行うものであり、ここ
でその評価は避けるが、視聴者数や視聴回数が興味
関心の高低と相関関係をもつとすれば、動画制作者
はどういう動画が求められているかについても認識
しておくべきだろう。

動画の視聴回数に影響を与えるもののひとつは、
タイトルや紹介の文章である。些細なことではある
が、これを適切なものにしておかないと検索しても
ヒットせず、その他の膨大な動画の陰に隠れて埋も
れることとなる。タイトルには一般によく知られた
単語（例えば「遺跡」、「発掘」、「古墳」、「縄文」等）
を用い、その動画がどういう内容のものか一目して
わかるものとすべきである。紹介文では、具体的に
どのような内容の動画であるかを書いておくと、類
似動画として紹介される機会も増え、それによって
視聴回数は伸びやすくなるようである。ここでひと
つの事例を紹介したい。文化庁では2020年7月に全
国巡回展である「発掘された日本列島2020」展の解
説動画を3本アップした（「解説！「発掘された日本
列島2020」vol.1～vol.3【文化庁】」）（図1）。この制作
と公開はコロナ禍で例年おこなっている展示解説が

実施できないことによる次善の策であったが、2021
年1月末現在で「vol.1」が16万回、「vol.2」が23万
回、「vol.3」が2.3万回再生されている。この視聴回
数は、上記の遺跡や遺物の解説動画の平均である 1
～ 2 万回を大きく上回る。この視聴回数の伸びの要
因が何であるのか断定的なことは言えないものの、
ひとつにはタイトルおよび紹介文をかなり丁寧に作
成したことが大きかったのかもしれない。これによ
り検索でヒットしやすく、また関連動画として他の
動画を閲覧したときに取り上げられる等の相乗効果
を生んだ可能性がある。

この視聴回数は、それ自身が視聴人数とは必ずし
も一致しないにせよ、非常に多くの人々の目に触れ
ていることは間違いない。列島展の年間観覧者数が
8 ～ 10 万人前後で推移していることを考慮すると、
公開から半年で上記の視聴者数を獲得したことは、
裾野拡大への役割も果たしている可能性が高い。動
画のコメントには、視聴まで列島展の存在を知らな
かったというものも含まれていることからも、列島
展そのものへの関心への惹起にもつながっていると
言えるだろう。

3．埋蔵文化財の活用と動画

ここで言うまでもないことであるが、文化財保護
は「保存」と「活用」が両輪となって進めるべきもの
である。埋蔵文化財についてもその価値を幅広く発
信することは行政の責務であり、多くの人々が価値

図１　「発掘された日本列島2020」動画のサムネイル画像
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を共有することによって、埋蔵文化財保護に係る規
制が一定程度、容認される土壌が醸成されると考え
られる。そのため、価値の発信にあたっても、多く
の国民が目にする場を積極的に利用すべきである。

発掘調査成果の具体的な活用方法には、遺跡総覧
のほか、各地方公共団体で作成・公開されている
GIS を利用した遺跡地図や埋蔵文化財センター等で
公開されている文化財データベース、博物館や史跡
等のAR（拡張現実）、VR（仮想現実）等があり、さ
らに三次元デジタルデータの活用など、近年飛躍的
に進んでいる。遺跡や遺物に関する情報をわかりや
すく広く一般に伝えるという点でも今後も積極的な
活用が期待される 5）。動画もそのひとつとして、活
用方法に幅をもたせることができる。

埋蔵文化財保護行政においてデジタル技術の活用
は積極的に進めるべきものであるが、財政的、人的
基盤が不十分であることは、依然として大きな課題
こともまた事実である 6）。相対的にコストと時間を
要する動画の制作についても、地方自治体によって
取組にばらつきがまだまだ大きい 7）。また、地方自
治体により制作された動画について、動画ライブラ
リー公開後に視聴数が劇的に伸びたものは現状では
多いとはいえず、今後とも何らかの工夫が必要であ
る。動画制作・公開が費用対効果という点において
どれほど有効性をもつのか、それは今後検証してい
く必要があろうし、コロナ禍の現在とポストコロナ
社会においては、動画の役割がまた変化することも
予想される。とはいっても、動画を含むデジタルコ
ンテンツの需要の高まりは揺らぐことはない。課題

を認識した上で、埋蔵文化財を含む文化財の適切な
保存と活用が求められる。動画の制作と配信もその
ひとつのツールとして今後とも積極的に利用すると
ともに、よりよいものを目指して試行錯誤を重ねて
いく必要がある。
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1．はじめに

2020年上半期、新型コロナウイルスの感染拡大の
ため、博物館を含む文化財業界では、講演会・企画
展示等について中止を余儀なくされた。代わりにオ
ンラインでの情報発信に切り替えられ、動画が多数
作成された。それらはYouTubeにて公開され、いつ
でもどこでも閲覧でき情報発信に効果があった。し
かし、多数の動画に埋もれてしまい、閲覧数が伸び
悩むなどの事態が見られた。そこで、文化庁の調査
研究事業として奈良文化財研究所（以下、奈文研）
は文化財動画利用を促進するシステム構築に取り組
んだ。

本稿では、その成果である文化財動画ライブラ
リー（https://sitereports.nabunken.go.jp/ja/search-
video）を解説するとともに、YouTubeにおいて文化
財動画を閲覧されやすくする観点を整理する。

2．文化財動画ライブラリーの仕組み

（1）文化財動画の傾向
YouTubeには膨大な動画が登録されている。実態

としてよく閲覧される動画とそうではない動画があ

る。まずは文化財動画閲覧の傾向を確認する。
奈文研では YouTube チャンネルを開設し、動画

を公開している。図1は、「研究員によるミニ解説 ～
「古代のいのり－疫病退散！」展～」動画の公開初
日から視聴回数の伸びをグラフにしたものである。
2020年8月7日の一般公開から17日後の2020年8月
24 日までに累計で 1,291 回視聴された。図を見ると
よく閲覧されるのは最初の 5 日間であることがわか
る。実に視聴回数の79％を最初の5日間が占める。6
日目からは視聴回数が漸増していく。これは公開当
初が一番視聴される傾向にあることを示す。短期的
なコンテンツ消費であるといえよう。

では、長期的に時間経過すれば、閲覧されるの
か。文化庁は、2014 年度の「発掘された日本列島」
について35本の動画を2014年9月26日に公開した。
2020 年 8 月 14 日時点で 2149 日経過し、35 本累計で
28,391回視聴された。最も視聴された動画は3,533回
で、そうではない動画は104回である。平均は811回
である。残念ながら、2,149日という時間が経過して
も閲覧されにくい動画がある。情報発信のための動
画で、閲覧されにくいことは、文化財を知ってもら
う機会が減少するということになる。文化財の継承

文化財動画ライブラリーとYouTube 
－文化財動画が効果的に視聴されるために－

高田祐一（奈良文化財研究所）

Reel Japan and YouTube: How to Widen the Audience of Cultural Heritage Videos  
Takata Yuichi（Nara National Research Institute for Cultural Properties）

・文化財動画／Cultural Heritage Videos・YouTube／YouTube 
・文化財動画ライブラリー／Cultural Heritage Video Library | ReelJapan

図1　奈文研動画の公開後の視聴回数の推移　（横軸が経過日数、縦軸が視聴回数）
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は、短期的に消費するモデルより、息の長い取り組
みが本来必要である。文化財動画においても、短期
消費から安定的な発信と利活用へ転換する必要があ
る。まず知ってもらうことで、文化財の継承に資す
ることになる。
（2）文化財動画ライブラリーの目的と技術

YouTube は動画閲覧サービスであるため、文化
財に関する特定の時代や地域に絞った検索はできな
い。○○県の縄文時代に関する動画が観たいといっ
たニーズには応えられない。そこで、各地で作成し
ている動画情報を対象に、文化財の所在する地域や
時代、種別等を基に検索できるシステムを志向し
た。動画の所在情報を一元的に集約し、検索可能と
したのが文化財動画ライブラリーである。奈良文化
財研究所（以下、奈文研）が運営する全国遺跡報告
総覧（以下、遺跡総覧）の中に、文化財動画ライブ
ラリーが組み込まれている。遺跡総覧には、文化財
報告書の PDF の頻出用語（文化財専門用語に限る）
を抽出し、それらの語群を他の報告書と比較するこ
とで、類似度を算出し、内容が似ている報告書を自
動提示する機能がある。また文化財イベント情報を
登録し、それらの内容を自動解析し、専門用語語群
を自動生成する。報告書と同様に、イベント同士の
類似度を算出することで、似ている文化財イベント
を提示できる。報告書とイベントの類似度も算出で
きるため報告書を閲覧することで、それに類似する
イベントを提示できる。つまり、刊行物やイベント
といった媒体の違いをこえて、自分の関心に対して
芋づる式で情報を自動提示できる。

図3　文化財動画ライブラリー画面図2　つながる文化財コンテンツ
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また文化財動画を同様に登録することで、動画の
メタデータを自動解析し、文化財報告書・文化財イ
ベント・文化財動画をそれぞれ結びつけることが可
能となる（図2）。この仕組みの根幹は、文化財関係
用語シソーラスである。シソーラスに登録された文
化財専門用語をもとに、テキスト解析を実施し、用
語を切り出す。奈文研独自の言語リソースである。

2020 年 8 月 26 日に文化財動画ライブラリーを公
開した。8 月 25 日に奈良文化財研究所において、記
者発表を実施した。同日から8月27日の間に、テレ
ビは2社、新聞は全国29紙にて取り上げられた。

遺跡総覧への動画登録は以下の2工程である。
①動画の登録機関が、YouTube等に動画を登録する。
②動画のメタデータと公開されているページの

URLを文化財動画ライブラリーに登録する。
こうして文化財動画ライブラリーに動画を登録さ

えすれば、システムが自動処理で類似の報告書・イ
ベント・動画を紐づけて自動提示する（図3、図4）。
（3）ジャパンサーチとの連携

2020 年 12 月 11 日、文化財動画ライブラリーのメ
タデータを国立国会図書館が運用するジャパンサー

チに登録したことで、ジャパンサーチ上で検索でき
るようになった（図 5、図 6）。これにより、ジャパ
ンサーチ検索結果画面から文化財動画ライブラリー
のページに移動し、動画を視聴できることで、動画
を閲覧してもらいやすくなった。また、各データ登
録機関のURLも表示されるため、各機関の情報発信
にも役立つ。メタデータは 1 日に 1 回最新データを
自動連携し更新される。

図4　文化財動画内容解析および関連コンテンツ類似度統計処理

図5　ジャパンサーチの文化財動画ライブラリー画面

46 デジタル技術による文化財情報の記録と利活用3



3．文化財動画の現状

（1）文化財動画はどのくらいあるか？
YouTubeで遺跡や文化財などの用語で検索し、自

治体・大学・博物館・関係法人が作成した文化財動
画をリスト化した（主に不動産文化財や考古資料・
歴史資料を対象にした）。一部民俗分野も入ってい
る。総数は525本あった（2020年12月30日時点）。

YouTube で公開された年をグラフにすると（図
7）、2014年と2020年に公開数が増えている。2014年
は社会的にYouTubeが大きく注目された年である。

「好きなことで、生きていく」というYouTubeのCM
が流され、大きな反響があった（佐藤 2018）。社会
的に話題になったため、文化財業界でも新規公開が
増えたとみられる。2020年の新規動画公開は、新型
コロナウイルスによる影響であろう。
（2）�文化財動画ライブラリーに登録されている動画

の内訳
確認できた525本の文化財動画のうち、344本が文

化財動画ライブラリーに登録されている（2020年12
月 30 日時点）。文化財動画ライブラリーでは、対象
とした文化財の種別、時代、動画の種別を登録でき
る。その内訳を図に示す（図 8、図 9、図 10）。複数
チェック可能であるため、値の合計は 344 にならな
い。動画の対象は、史跡・遺跡と考古資料が多く、
時代は縄文時代が多い。また動画の種別としては、

図7　YouTubeで公開された文化財動画数の推移

図8　文化財動画動画ライブラリーに登録された文化財の種別

図9　文化財動画動画ライブラリーに登録された文化財の時代

図10　�文化財動画動画ライブラリーに登録された文化財の動画
種別

図6　ジャパンサーチ登録動画の個別画面
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文化財紹介・解説が多い。

4．奈良文化財研究所の事例

（1）奈良文化財研究所の動画公開
奈文研では、YouTubeチャンネルを2020年8月7

日に開設した。新型コロナウイルスによる影響で、
展示施設である平城宮跡資料館のギャラリートーク
などが開催できなくなったため、情報発信を補うた
めにYouTubeを活用することとした。

2020 年 12 月 30 日時点で、15 本の動画を公開して
いる。視聴回数の合計は12,032回で、総再生時間（時
間）は600.6時間、チャンネル登録者は527名である。
（2）��奈文研YouTube動画へのアクセス経路はどう

変化したのか
まず YouTube チャンネル アナリティクスで、視

聴者がどうやって動画を見つけたのか（トラフィッ
クソース）を分析した。YouTubeによる用語の定義
は以下の通りである。

トラフィックソース：視聴者がどのようにコンテ
ンツを見つけたかを示す

外部：動画や、YouTube の動画へのリンクを
埋め込むウェブサイトやアプリからのトラ
フィック

チャンネルページ：自分の YouTube チャンネル
ページ、他の YouTube チャンネルページ、ト
ピックチャンネルページからのトラフィック

ブラウジング機能：トップページやホーム画面、
登録チャンネルのフィード、その他のブラウ
ジング機能からのトラフィック

関連動画：他の動画の横、または動画の再生直後
に表示される関連動画からの視聴回数

YouTube 検索：視聴者があなたのコンテンツを
検索するために YouTube で使用した検索
キーワード

直接、または不明（以下、直接）：URL の直接入
力、ブックマーク、不明なアプリからのトラ
フィック

文化財動画ライブラリー公開前の 2020 年 8 月 7 日
～ 8 月 26 日と、公開後の 8 月 27 日～ 12 月 29 日でト
ラフィックソースの割合を比較した（図11）。

公開前と後は共通して外部とチャンネルページが
多い。YouTube検索は低位でほぼ変化がない。直接
はほぼない。ブラウジング・関連動画は、公開後に
割合としては増加した。公開動画数を順次増やした
ことから、露出が増え、視聴の機会が増加したのか
もしれない。

次に、全期間を通じた実数ベースで確認する（図
12）。外部とチャンネルページは上昇傾向であるが、
それ以外は横ばいである。外部とチャンネルページ

（チャンネル登録している利用者）に依存しており、
奈文研動画群の入り口までは誘引に成功していると
いえる。課題は当該動画を見終えた際の視聴者の次
のアクションである。
（3）外部サイトからの流入はどう変化したのか

文化財動画ライブラリーの公開前は、外部サ
イトでは Facebook が一番多かったが、公開後は
Facebook の割合が減少し、nabuken.go.jp からの
アクセスが増加した（図 13）。nabuken.go.jp は公
開前には約 15 ％であったが、公開後は約 40 ％と
かなり増加した。奈文研では、動画公開した際に
は、Facebook・奈文研ブログ・文化財動画ライブ

図11　�奈文研動画のトラフィックソースの割合
（2020年8月7日～26日が文化財動画ライブラリー
公開前、2020年8月27日～12月29日が文化財動画
ライブラリー公開後）
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ラリーで周知を図る。奈文研ブログと文化財動画ラ
イブラリーからのアクセスは、nabuken.go.jp とな
る。公開前のnabuken.go.jpは、奈文研ブログのみで
あり、公開後は奈文研ブログと文化財動画ライブラ
リーでの合算となる。なお、奈文研では Twitter を
運用していないので、Twitter からのアクセスは一
般からのアクセスであろう。

文化財動画ライブラリーは動画にたどりつくため
の仕組みとして機能していることが判明する。

図12　奈文研動画の各トラフィックソースの内訳

図13　奈文研動画への外部アクセスの内訳
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（4）�奈良文化財研究所のYouTube動画をたくさん
の方に観てもらうにはどうしたらよいか

上記の分析によって傾向を把握したので、次は対
策を考える。

対策として、①文化財動画にどうたどりついても
らうか、②当該動画を見終えたあとにさらに見ても
らうためにはどうしたらよいか、という 2 つの観点
から検討する。

①文化財動画にどうたどりついてもらうか
一般的にインターネットで情報検索する際は、

Google のような検索エンジンを使用する。基本的
にはテキスト検索である。検索結果の 1 ページ目に
表示されなければ、人はそのページを見ない（場合
によっては 2 ページの検索結果も閲覧する。経験的
に 3 ページ目以降は絶望である）。1 ページ目のさら
に上位 5 件に表示されるかで、勝負が決まるレッド
オーシャンであり、上位表示はハードルが高い。テ
キスト検索であるため、動画のメタデータに説明が
あれば、検索対象となるものの全文検索であるため
検索結果にノイズが多数含まれる。文化財動画ライ
ブラリーは、時代や地域ごとにピンポイントで検索
できるうえ、文化財報告書や文化財イベントの類似
コンテンツとして自動提示されるため、目につく可
能性が高い。またジャパンサーチとも連携している
ため、よりアクセスしてもらえる可能性は高まって
いる。上記の奈文研の分析にあるように、文化財動
画ライブラリーに登録していれば、最初の動画を見
てもらうアクセス経路としては問題ないと考える。
そのうえで、Twitter を運用して周知する、動画の
メタデータを充実させて検索エンジンにヒットしや
すくするなども効果的だろう。

②当該動画を見終えたあとにさらに見てもらうた
めにはどうしたらよいか

YouTube にて、たくさんの人に見てもらうため
には、関連動画からの視聴を増やすことが重要であ
る。視聴者が動画を見終えたあとに YouTube がど
の動画を自動提示するかで、視聴数の数が劇的に変
わるためである。前述の通り、奈文研動画へアクセ

ス経路では、全期間を通じて外部流入が増えている
のに対し、関連動画は横ばいである。より動画を視
聴してもらうためには、関連動画からのアクセスを
増やすことが不可欠といえる。

5．�YouTubeでより閲覧してもらいやす
くするにはどうしたら良いか？

（1）YouTubeアルゴリズム
本項では、視聴数を増やすために YouTube が公

式に助言している内容の一部を紹介する。視聴数を
増やすだけの表面的で具体的な技術は明かされてい
ない。チート（裏技）が蔓延し公平性を損ない、視
聴者の満足度を低下させるためである。

YouTube には、1 分間に 400 時間の動画がアップ
ロードされているという。YouTube の開発チーム
は、視聴者の満足度を高めて、長くYouTubeを使っ
てもらえるように、各種の仕組みやアルゴリズムを
運用している。例えば、動画を見終えた際、類似動
画の自動表示や次の動画が自動再生されるが、何を
表示および再生させるかで視聴者の満足度は変わる
ので、YouTube側にとってはサービスを左右する重
要なアルゴリズムである。動画提供側にとっては、
視聴数に関わる関心事項である。YouTubeが何を大
切にして、何を重視しているのかを理解しないと、
YouTube の中で効果的に情報発信するのは難しい
だろう。偶然のホームランはあっても、理屈を理解
しなければ、安定的な運用は難しいと考える。

次節から YouTube が公式に助言している内容を
箇条書きにして示す。基本的な内容なので、ざっと
確認することをお勧めする。詳細を知りたい場合は
動画URLからアクセスしてほしい。
（2）YouTube の検索システムの仕組み

「アルゴリズム」- YouTube の検索システムの仕組み
https://youtu.be/hPxnIix5ExI
・�YouTube は視聴者に合った動画をリアルタイ

ムで提示する
・提示はアルゴリズムが選ぶ
・�タイトル、サムネイル、説明、視聴者の反応、
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視聴時間、高評価・低評価の数、コメント数が
考慮される

・�アルゴリズムは、2 つの目的がある。好みの動
画を見つけやすくする・好みの動画をもっと視
聴してもらう

（3）�検索と見つけやすさ：YouTubeで最適な動画
の長さは？

「Search & Discovery What is the Perfect Video 
Length for YouTube?」（図14） https://www.youtube.
com/watch?v=G1tHzUGdMwY

・�検索と見つけやすさのシステムは、数百のシグ
ナルを使って動画をランク付けしている

・�動画の平均視聴時間や視聴者維持率は、そのシ
グナルの一部

・�満足度を測る唯一の方法はどのくらい長く視聴
されたか

・�基本的に長い動画は満足度が高く視聴時間が増
えるためYouTubeアルゴリズムで有利

・�しかし、動画を無駄に長くすることはおすすめ
しない

・�なぜなら動画の品質が下がれば、離脱が高まる
（シグナルが低下する）

・�動画の長さはコンテンツに合わせるのが良い
（内容によって短すぎず飽きないちょうど良い
時間にする）

（4）動画のタイトル・説明・タグ
Tips To Write Effective Descriptions & Tags
https://www.youtube.com/watch?v=fWdkrI 

AzqOA

https://support.google.com/youtube/answer/ 
146402?hl=ja

・�タイトル・説明は重要。視聴者はもちろん
YouTubeアルゴリズムも内容把握に利用する

・�説明の最初の数行が検索結果に表示されるの
で、内容が伝わるようにする

・�タグとは、コンテンツを検索でヒットしやすくす
るために動画に追加できる説明的なキーワード

・タグは動画を的確に表わす語句を追加する
・�ただし動画の検索時には動画のタイトル、サム

ネイル、説明などの方が重要
・YouTubeアルゴリズムが使う

（5）ハッシュタグ
https://support.google.com/youtube/answer/ 

6390658?hl=ja
・�タイトルまたは説明欄にハッシュタグ（例　

#example）を入力できる
・�視聴者がハッシュタグ検索できるようになる
（動画を見つけてもらいやすくなる）

・�ハッシュタグにスペースをいれてはいけない
2 つの語を設定したい場合は連結させる（例　
#TwoWords）

・�大量のタグを登録してはいけない。15個以上は
無効となる

（6）効果的なサムネイル画像
How to Create Clickable Thumbnails（図15）
https://youtu.be/5ry2v_6vIkU
・視聴者は動画を選ぶ際、サムネイルで選ぶ
・�サムネイル画像は少なくとも1280×720ピクセ

ルにする
・文字ははっきりとした太字をつかう
・内容を表わしたサムネイルにすることが重要

（7）YouTubeで成功する基本的なこと
YouTube の基本 10 か条（フルバージョン）
https://www.youtube.com/watch?v=6R6UO_

a34FM
・�長期的な成功を収めるには繰り返し使えるアイ

デアが必要
図14　�YouTube画面「Search & Discovery　What is the 

Perfect Video Length for YouTube?」
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・その一つが番組やシリーズという形式
・Shareability　共有のしやすさが大事
・紹介したくなるような動画であること
・�動画を共有したくなるとすれば、その理由は何

か？人気のトピックを扱っているか、笑える
か、感動できるか、何かの役に立つか

・�自分がソーシャルメディアでなにを共有したか
その理由も考えてみたらよい。心から驚いたも
の初めてみたもの、新しいものワクワクしたも
の、他の人にも共有してほしいものなどがある

・�アイデアを決める基準として、動画の内容を 1
文でわかりやすくしかも魅力たっぷりに要約で
きるか

・�1 文で要約できれば手早く簡単に共有できる。
共有しやすいことが大切

・�視聴者の立場で考える。共有したくなる理由は
あるか、どのように紹介できるか

・�観客を巻き込む。参加型はチャンネルの愛着が
増す

6．まとめ

動画公開には、普及活動と情報公開の目的がある
だろう。情報公開が目的であれば、視聴数は気にす
る必要はない。普及活動であれば、その動画を見た
いであろう人に届いてこそ目的が達成されたことに
なる。追加費用なしに、ちょっとした事前準備や工
夫で視聴されやすくなるのであれば、少しずつ改善
していく価値はある。文化財の継承には、まず知っ
てもらうということが大切であるという点からする
と、文化財動画がたくさんの方に視聴された場合、
それは文化財の継承に資するということになる。

な お、 筆 者 は 文 化 財 動 画 を ヒ ッ ト さ せ た
YouTuber ではない。本稿の読者で文化財動画を
ヒットさせ Good Practice を実践している方がいれ
ば、ぜひ連絡をしてほしい。動画作成指導と原稿執
筆をお願いしたい。

【註】
佐藤由紀子　2018「YouTube を超えて広がる「好きなこ

とで、生きていく」のいま」ITmedia PC USER

	 https://www.itmedia.co.jp/pcuser/articles/1806/24/

news012.html　2020年12月30日確認

図15　�YouTube画面「How to Create Clickable Thumbnails」
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1．はじめに

埋蔵文化財の動画は、遺跡の発掘調査の記録とし
て、さらに活用のために製作されてきた。動画は記
録メディアの変化に伴って扱いが容易となり、さら
にインターネットの普及により、公開も容易になっ
ている。さらに近年は、インターネットを介した動
画のライブ中継が手軽になり、双方向の情報伝達が
行われている。本稿では、八戸市が取組んできた動
画の制作と公開を振り返ってみたい。

八戸市埋蔵文化財センター是川縄文館は、八戸市
内の発掘調査や研究、保存と活用をはかり、是川石
器時代遺跡の史跡整備を担うため2011年7月に開館
した市立の施設である。同館には埋蔵文化財の整
理・収蔵を行うスペースのほか、常設展示室・企画
展示室・体験交流室があり、「縄文の美」の常設展示
や、縄文をテーマとした企画展示、ものづくり体験
をはじめ各種講座を開催し、年間約 3 万人の来館が
ある。

2．埋蔵文化財と動画

（1）動画の役割
動画は、図面・写真・測量（三次元計測）データ

とは異なり、記録された場面の状況を第三者にわか
りやすく伝えることは言うまでもない。そうした特
性から、発掘調査現場のようすを伝える記録として
撮影され、活用されてきた。

八戸市においても、教育委員会が中心となって、
視聴覚教材としての撮影、地元テレビ局等による番
組撮影が行われ、歴史や縄文に関する視聴覚教材が
作成された。これらの動画は、8 ミリフィルム等で
記録されたものであり、完成した番組が、VHSテー
プや DVD として、当館や市内の視聴覚センターに
保管され、現在も各学校へ貸出可能な状態となって
いる。

本年8月には、奈良文化財研究所ウェブサイト「全
国遺跡報告総覧」に文化財動画ライブラリーが開設
され、全国の自治体や博物館、埋蔵文化財センター

埋蔵文化財センターによる動画の公開
小久保拓也（八戸市埋蔵文化財センター是川縄文館）

Producing and Publishing Videos on Archaeological Resources in Hachinohe City 
Kokubo Takuya（Korekawa Archaelogical Institution）

・動画公開／Video streaming・映像記録媒体／Recording medias

図1　民生用の映像記録媒体
　　　�カセット式磁気テープ（1.VHS 　2. ベータ　3.VHS-C　4. 

MiniDV　5.HDV）、メモリーカード類（6.xD ピクチャーカー
ド　7. メモリースティック　8. スマートメディア　9. コンパ
クトフラッシュ　10.SDカード）

　　　�※ 2～ 8は生産が完了しているため、レガシーメディアとも呼
ばれる
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が制作した動画が登録・公開された。同ページは
検索機能を備えており、文化財の所在地・種別・時
代・動画種別といった分類がされ、キーワードから
の検索も可能となっている。その「動画種別」で動
画は、「文化財紹介・解説」「展示解説」「講演会・現
地説明会」「施設紹介」「その他」の 5 項目に分類さ
れており、多様な活用のようすをみることができる。
（2）発掘調査の記録と保存

八戸市では、発掘調査の記録のため、2000年頃か
ら、史跡是川石器時代遺跡の内容確認調査を中心に
動画を撮影してきた。実際は、緊急発掘調査を進め
ていく職員が、動画撮影を兼務することは八戸市で
は難しく、重要な場面に限って撮影する程度であっ
た。当時のビデオカメラの記録メディアは、MiniDV
や HDV といった磁気テープを使っていた。一部は
メモリーカードを使っていたが、2000年代初頭のデ
ジタルカメラの動画解像度は 320/15P や 640/15P 程
度であった。MiniDVやHDVによる史跡是川石器時
代遺跡の発掘調査の記録動画は、是川縄文館の開館
に伴う新しい展示室の解説用動画に利用した。

VHSなどの磁気テープは、映画フィルムほど保存
期間に優れていないとされており、保管には適切な
温湿度環境や縦置き保管、定期的なテープ送り・巻
戻しが必要であり、状況が悪いと30年ほどで視聴で
きなくなる可能性が指摘されている（映画保存協会　
2019）。今後は保存のため、各メディアの再生機器を
確保してデジタル化を行い、バックアップを作成し
て保存していく必要がある。

（3）動画による教育普及と広報活動
このほか、八戸市教育委員会では、2007年に、史

跡是川石器時代遺跡の教育普及と PR 用動画「縄文
はっけん！行ってみよう！是川遺跡」を業者委託に
よって製作した。この動画は、縄文博士が是川遺跡
の縄文文化について小学生に紹介する番組である。
学芸員は出演せず、地元の舞台俳優が縄文博士を演
じた。同作品は DVD として市内の学校に配布した
ほか、視聴覚センターに配備されている。

八戸市教育委員会は、2005 年から 2008 年にかけ
て、是川中居遺跡の漆製品について復元制作事業を
行い、製作と動画記録を合わせて委託した。この動
画は、発掘調査の動画と同様に、是川縄文館の開館
に伴う新しい展示室の解説用動画に利用した。
「じょうもん発見！是川縄文館」は、八戸テレビ

放送株式会社と当館が共同で製作した同社ケーブル
テレビ用の番組である。開館の認知度向上を目的に
2011 年から 2012 年にかけて全 24 回が制作され、同
局でリピート放送された。

番組は、同社アナウンサーが学芸員とやりとりを
しながら、是川縄文館や遺跡を探検する、5 分程度
の番組という基本スタイルと 24 回分の分担案のみ
で制作をはじめた。各回は担当者が台本を書いて主
演し、撮影・録音・編集は同社が行った。内容は大
まかに 5 つあり、①是川縄文館について、②是川石
器時代遺跡について、③発掘調査について、④出土
品整理について、⑤世界遺産登録について紹介する
ものである。放送時は、その時々のイベントの告知

映像（動画）タイトル メディア等 収録時間 概要
縄文のふるさと VHSテープ 22分 縄文のふるさと、是川遺跡の全貌を克明に収録している
はるかなる縄文 VHSテープ 18分 （未確認）
縄文の暮らしを訪ねて〜是川遺跡と亀ヶ岡文化〜 VHSテープ 16分 遮光器土偶と一緒に是川遺跡を探検 RAB
一万年王国－青森県の縄文時代－（1996） VHSテープ 58分 縄文時代晩期の工芸的な出土品から晩期縄文文化を考える映画
縄文はっけん！行ってみよう！是川遺跡（2007）DVD-R 16分 縄文博士と一緒に是川遺跡を探検する
じょうもん発見！是川縄文館（2011-2012） 動画公開サイト 5分程度 全24回　HTV　2014～ 動画公開

合掌土偶、大洞式土器（2018） 動画公開サイト 2:37 縄文－1万年の美の鼓動　応援メッセージ　https://youtu.be/
z2PKuMGiTnA（https://www.facebook.com/jomonkodo/）

推しテン！（2019） 動画公開サイト
1:01
2:16
1:39

〈ゆる土偶〉https://www.youtube.com/watch?v=0wSStOS50OA　
〈指紋付き容器〉https://www.youtube.com/watch?v=sqx-kuqmnkU　
〈イモガイ？〉https://www.youtube.com/watch?v=5RGm_spVapg

図2　八戸市が製作協力・制作した動画
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が追加された。
（4）動画公開による広報

高速インターネット回線の普及と、スマートフォ
ンの進化によって、動画は、撮影から公開が容易に
なり、それまでの放送や上映による情報伝達から大
きく変化を遂げている。動画の公開には、ホーム
ページ等が格納されている自サーバーか、ホスティ
ングサーバーへのアップロード、もしくはYoutube
等動画共有サービスにアカウントを作成し、アップ
ロードして公開することとなる。当市はサーバーで
はなく、Youtubeのサービスを活用している。

当館では、これまでに、3 件の動画を制作・公開
した。「じょうもん発見！是川縄文館」は、放送が終
了していたが、ケーブルテレビの視聴者以外にも広
く紹介するために公開を進めた。インターネット公
開にあたり、同局で放送された番組が著作権を含め
当館に譲渡された。

動画の公開にあたっては、終了しているイベント
告知の部分をカットする編集を行った。動画データ
は DVD に収められており、低解像度（640 × 480）
であったので、編集は比較的容易であった。 加工し
たデータは YouTube にアップロードし、館ホーム
ページに動画紹介ページを作成した。紹介ページで
は、各回の内容が伝わる場面をキャプチャーし、選
択肢のサムネイルとした動画リストや動画プレイリ
ストを作成し、リンクを張った。

2020 年 12 月現在、これらの動画の中には、番組で
使用された BGM により動画公開サイトで自動識別が
なされ、視聴できないものが多数でてしまっている。

「縄文－ 1 万年の美の鼓動　応援メッセージ」は、
2018 年に東京国立博物館で開催され作成・公開さ
れた動画である。動画は、主催者から、同展のプレ
イベントとして、出展する出土品を紹介して応援す
るという企画であった。当館では、学芸員が脚本を
つくり、当館のマスコットキャラクター「いのるん」
と共に応援メッセージを録画・公開した。撮影はデ
ジタル一眼レフカメラで行い、PC で編集して主催
者に送信した。主催者は各地の動画データを動画公
開サイトにアップロードし、そのリンクを専用サイ
トや SNS で公開した。応援メッセージということ
以外は自由であったため、各地で制作された動画の
出演者は、学芸員や職員、市民ボランティアなどさ
まざまであり、自由で多様な番組となり興味深かっ
た。これらの動画は、プレイベントから盛り上げイ
ベントに変更され、会期終了まで広報された。
「推しテン！」は、是川縄文館のイチ推しの展示品

を紹介する動画である。「合掌土偶」の国宝指定10周
年を契機に、より多くの市民に是川縄文館を知って
訪れていただくことを目的として、当市の地域おこ
し協力隊員から作成の提案を受けたものである。同
隊員は動画制作による八戸の情報発信を担当してお
り、今後の動画は、場所の紹介ではなく、学芸員に
親近感を持っていただき、是川縄文館のファンを増
やしたいという提案があった。そのため、学芸員の
おすすめ展示品を紹介する方針とした。

イチ推しの展示品選びと出演は学芸員が、撮影・
録音・編集・公開は地域おこし隊員が行い、これま
でに 3 本の動画を制作・公開した。資料紹介動画で

図3　じょうもん発見！（2011-2012） 図4　縄文展応援メッセージ（2018）
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はあるが、説明ぶりにも意識が向くことを期待し、
若手学芸員を中心に制作を行った。

これらの動画は八戸市公式の Youtube チャンネ
ルに掲載されており、全国遺跡報告総覧の「文化財
動画ライブラリー」にもリンクが掲載されている。
また、八戸市役所などのデジタルサイネージにてリ
ピート再生されている。

公的機関による遺跡や文化財動画の再生回数は、
縄文の動画で約154万回（2011年公開・2021年１月
末）ほどであり、時間をかけて視聴されていくこと
が読み取れる。瞬発的な広報効果を期待することは
少ないと思われるので、長期間にわたって視聴され
るアーカイブとなることを意識して構成・制作をす
べきだろう。

3．おわりに

（1）動画の作成と保存に向けた環境整備
近年の映像機器の進化やインターネット接続環境

の整備、動画コーデックの発展により、高画質・大
容量化した動画データの送受信が可能となってい
る。いまやフルハイビジョンが標準であり、より
美しく再現性の高い 4K 動画の利用も増えてきてい
る。こうした高解像度動画は、撮影データの容量が
膨大で、編集には相応の能力を備えた PC や大画面
が必要となるため、今後の動画を自主制作するに
は、高速インターネットを含めた制作環境を整備す
る必要がある。

さらに、元データや完成データの保存とバック
アップにもまた、取組む必要があるだろう。
（2）新たな取り組み

2020 年は新型コロナウィルス感染症の拡大によ
り、遺跡の現地公開の中止、博物館・美術館などの
休館や展示・教育普及事業の延期や一部休止が、日
本全国でみられた。

こうした事態を受けて、新潟県阿賀野市は 9 月に
発掘調査成果を動画配信した。動画「よみがえる土
橋遺跡～あがの JOMON 再発見！～」は、ドローン
を駆使した 4K 動画で、約 11 分で市の概要から調査

に至る経緯、調査成果について、アニメーションを
効果的に使いながら、とてもわかりやすくまとめて
いる。映像も美しく、発掘現場を紹介する動画の今
後の標準となる存在であろう。

各館が暗中模索をする中、3月には北海道博物館が
「おうちミュージアム」をスタートし、日本全国の約
220 館が参加する広がりを見せている。“自宅で過ご
す子どもたちが退屈せずに楽しみながら学べるアイ
デアを”と、動画・工作・調理・塗り絵・クイズ・パ
ズルなど、地域色豊かなコンテンツとして各館ホー
ムページから自由に選べるようになっている。

既存の動画を公開するコンテンツもあるが、常設
展示をめぐる解説付きで巡るものや、企画展示を再
構築あるいは記録したものも作成・公開された。埋
蔵文化財に関するコンテンツもたくさんあり、遺跡
や出土品の解説だけではなく、各館で取組んでいる
体験学習など教育普及事業が紹介された。こうした
動画は、各館の活動を広く伝えるだけではなく、各
館事業の動画によるアーカイブの役割を果たしてい
くと考えられる。

【補註および参考文献】
１）	 八戸市児童科学館視聴覚ライブラリー

	 http://www.kagakukan-8.com/library/

２）	 奈良文化財研究所　文化財動画ライブラリー

	 https://sitereports.nabunken.go.jp/ja/search-video

３）	 映画保存協会 2019「磁気テープの適切な取扱いと保

存方法」

	 http://filmpres.org/preservation/library02/

４）	 縄文人の生活再現／井戸尻考古館　https://youtu.

be/kAOLxAxo-Q4

	 12 月からの 2 か月で再生回数が 11 万回伸びていた。

再生回数の多さが、さらなる視聴につながっている

と考えられる。

５）	 北海道博物館　おうちミュージアム

	 http://www.hm.pref.hokkaido.lg.jp/ouchi-museum/

６）	 よみがえる土橋遺跡～あがのJOMON再発見！～

	 https://www.youtube.com/watch?v=Y0IblLe6pVY
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1．三重県明和町での活用状況

（1）明和町における文化財保護業務の状況
明和町は、三重県の中央部を構成する伊勢平野の

南部に位置している。町面積は 41.04 ㎢で南北に長
く、北側は伊勢湾に面し、南側には玉城丘陵が広が
る。町の東側には伊勢市、西側には松阪市が所在す
る位置関係である。本町の人口は約23,000人で、平
成の市町村合併を経ずに今日に至っている。

本町における文化財保護に関する業務は、平成13
（2001）年度以降、町長部局である斎宮跡・文化観光
課が補助執行する形を取っている。本町では本庁職
員の規模が約 130 名で、当課には 6 名の職員が配置
されている。

当課の特徴の一つとして、各種文化財の保存・活
用業務を担う「文化財係」と、観光振興業務を担う

「観光係」の二つの係があることがあげられる。文化
財係には、文化財に関する専門職員として「文化財
技師」が 2 名配置されている。文化財部局と観光部
局が同一課内で業務を行う体制は、平成 24（2012）
年度の機構改革によって始まり、本年度で 9 年目を
迎える。両係がそれぞれの特徴を活かし連携した事
業展開が可能になった。このことにより、文化財保
護の面では、文化財の保存のみならずイベント等の
活用面での充実や、SNS等も用いて積極的かつ多方
面的な情報発信がなされるようになった。

また、当課のもう一つの特徴として、課名に遺跡
名である「斎宮跡」を冠している点があげられる。
斎宮跡は、古代から中世にかけて、歴代天皇に代わ
り伊勢神宮の天照大神に奉仕するために派遣された
皇女「斎王」が暮らした御殿とその事務を取り扱う

市町村における全国遺跡報告総覧の活用事例 
－三重県明和町－

味噌井拓志（三重県明和町役場　斎宮跡・文化観光課）

Practical Applications of the Comprehensive Database of Site Reports in Japan:  
A Case Study of Meiwa Town 
Misoi Takushi （Meiwa Town Hall）

・全国遺跡報告総覧／Comprehensive Database of Archaeological Site Reports in Japan

図2　業務体系図

明和町役場
　斎宮跡・文化観光課
　　文化財係：3名（内、文化財技師2名）
　　観 光 係：2名

図1　明和町の位置
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「斎宮寮」と呼ばれる役所があった場所であり、昭和
54（1979）年に史跡指定を受けて今年で41年を迎え
る。指定範囲は137.1haにおよび、史跡内には6自治
会、約600世帯2,000人以上の住民が遺跡と共存しな
がら生活を行っている。こうした背景もあり、史跡
斎宮跡の保護や整備については、文化財保護行政の
みならず本町のまちづくりそのものと密接に関わっ
ており、住民生活に大きな影響がある。

また、本町には史跡斎宮跡の他にも史跡水池土器
製作遺跡や県史跡坂本古墳群など多くの記念物等が
所在しいている。周知の埋蔵文化財包蔵地も 724 箇
所が確認されている。当課では、開発や現状変更等
に伴う発掘調査を、三重県教育委員会や県立斎宮歴
史博物館とも連携しながら実施している。

（2）全国遺跡報告総覧の活用に至るまで
本町では、史跡斎宮跡を中心に指定以降長年にわ

たって様々な取組みを行ってきたが、町民を含めて
斎宮跡の認知度や理解度が低いことが課題の一つで
あった。そこで、平成 22（2010）年 2 月に「史跡斎
宮跡を核とした町の活性化基本方針」を策定し、そ
の基本方針の一つとして「斎宮の認知度を向上す
る」ことが掲げられた。また、平成 24（2012）年 6
月には「明和町歴史的風致維持向上計画」の認定を
受け、環境整備事業等を進めている。さらに、平成
27（2015）年度には文化庁が創設した日本遺産制度
で「祈る皇女斎王のみやこ　斎宮」が認定を受け、
情報発信等を行っている。

このように、本町では文化庁等の国の施策を活か
しながら様々な事業を展開している一方で、「史跡
斎宮跡を核とした町の活性化基本方針」に掲げた

「認知度向上」に関わる情報発信に関しては、観光係
と連携した Facebook や Instagram 等の SNS を活用
して機動的な発信がなされるようになったものの、
専門的な文化財の情報提供という点では依然として
十分といえる状況ではなかった。

加えて、史跡斎宮跡を含めた町内の埋蔵文化財に
関わるこれまでに発刊された調査報告書などは発刊
から数十年が経過しているものもあり、調査内容が
当地の歴史を考える上で重要な内容であるにもかか
わらず、多くの人が報告書にアクセスすることが困
難な状況にあった。文化財係では役場の公式ホーム
ページ内に文化財の情報を掲載してきたが、行政的

図3　観光係と連携したSNSでの情報発信

図4　役場HPの状況 文化財の情報にアクセスしにくい
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な諸情報の中に埋没し、歴史や考古学に興味がある
特定の層への発信力に欠いていた。サーバー上の容
量にも制限があり、大容量の情報掲載ができない課
題もあった。さらに、少ない職員数の中では、緊急
的な開発への調査対応や各種事業の推進を優先せざ
るをえず、啓発事業や既往調査事例の公開に関する
環境整備について必ずしも十分に行うことができて
いない状況であった。

こうした課題を抱えていた時に、平成 28（2016）
年2月18日に奈良文化財研究所で開催された全国遺
跡報告総覧シンポジウム「文化遺産の記録をすべて
の人々へ！－発掘調査報告書デジタル化の方向性を
探る－」に参加し、全国遺跡報告総覧事業（以下、
遺跡総覧とする）の有効性について理解を深めるこ
とができた。以前から遺跡総覧の存在は知っていた
ものの、具体的な公開方法等が分からず、参加に踏
み出せずにいた。しかし、シンポジウムへの参加を
契機に、町内文化財の情報発信強化と調査情報の活
用強化の観点から、同年 3 月 1 日に遺跡総覧への参
加申込みを行い、遺跡総覧の活用を開始した。

（3）全国遺跡報告総覧の活用状況
遺跡総覧へ参加後、平成 28（2016）年 4 月に発掘

調査報告書の登録に着手した。三重県下の関係機関
の中では初めての取組みとなった。

その後、新たに発刊した報告書や過去の報告書を
順次登録し、令和2（2020）年12月1日時点で、PDF
データで44本、抄録データで2本の内容をアップし
ており、本町既刊の報告書の大部分がサイト上で閲
覧可能な状況となっている。この間、登録数を順調
に上積みできた背景には、過去に報告書データベー
スへの抄録情報の追加を毎年積み重ねてきたことに
より、アップ作業ではPDFデータの付加作業のみで
作業量が少なく済んだことがある。もう一点は、新
規発刊時には OCR 化された報告書の PDF データの
納品も条件としたことで、当課での直接的な作業の
省力化が図れたことも大きい。また近年では遺跡総
覧のサイトにおいて、アップされたPDFデータの容
量が大きい場合、自動的にモバイル版が設定される
機能も付加されるなど、本町のような小さな自治体
組織でも掲載側の作業ハードルが低くなるよう配慮
がなされているように感じる。今後も継続して報告
書データの公開を進めていく考えである。

次に報告書登録の効果について 2 点指摘しておき
たい。まず、当課が掲載した報告書への閲覧状況で
あるが、令和2（2020）年12月1日時点で、詳細ペー
ジ表示回数は7,343回、ファイルダウンロード件数は
2,429件にのぼる。報告書の発行部数に予算的な制約
がある中で、図書館等への配布を補完する形で、本
サイトを通じて全国規模で調査内容を提供できるよ
うになった。次に本町の文化財に関して全国各地か
らの問い合わせ件数が増加する傾向にある。平成29

（2017）年度は年間で 6 件の問い合わせであったが、
平成30（2018）年度は14件、令和元（2019）年度は
20件、本年度は既に18件の問い合わせがある。増加
理由として本サイトを通じて本町の調査報告書を閲
覧した結果、本町の文化財そのものへの興味・関心
が高まっている可能性が考えられる。

その後、遺跡総覧に「イベント公開」機能が追加図5　調査報告書の掲載状況
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されるに伴い、本町はいち早くこの機能についても
活用を図ってきた。イベント公開機能では、これま
でに12のイベントを掲載した。掲載したイベントタ
イプも様々で、発掘調査に関わる企画展や、史跡斎
宮跡で開催される斎王まつり等の各種イベントも掲
載した。また、当課観光係と連携して実施した県外
での出前講座も開催県の情報として掲載した。企画
展では、掲載以降観覧者数が増加し、特に県外・町
外からの来訪者を毎年一定数確保できている。企画
展では開催を周知するチラシの印刷枚数や関係機関
へ配布する通信費にも制約があり、本サイトで広く
周知できることメリットは大きい。県外でのイベン
トでは、実際に遺跡総覧のサイトを見て参加したと
回答された参加者もみられた。参加者数の増加効果
とともに、全国的な考古学の情報が集まる本サイト
において本町の日々の活動が周知できたことは、当
町の認知度向上に一定の役割を果たしていると考え
られる。

2．動画公開事業への参加

（1）動画公開事業の開始を受けて
令和 2 年（2020）8 月 26 日に開始された動画公開

機能についても、本町では 9 月 4 日に三重県下の関
係機関に先立ち公開を始めた。これまでの報告書公
開やイベント公開への参加により得られた情報発信
効果について、新たに動画コンテンツも利活用する
ことでさらに効果を高め、本町の文化財への理解を
深めてもらうことを狙ったものである。

令和2（2020）年12月1日時点で41本の動画を公
開している。動画の内訳は、史跡斎宮跡関連が17本、

日本遺産関連が 12 本、無形民俗文化財の記録動画
が 10 本、古墳のドローン動画が 2 本となっている。
埋蔵文化財以外の種別も含む豊富なラインナップと
なっている。

公開開始から約 3 ヵ月の短期間のうちに多数の動
画を公開できた背景には、いくつかの理由が挙げら
れる。まず、文化財係と観光係が連携する中で、本
町の観光 PR を目的として、平成 26（2014）年度に
YouTube に当課の公式チャンネルを開設し、適宜
動画のアップロードを行ってきた実績があったこと
である。投稿当初は観光的な性格が強かったが、文
化財係が事業等で撮影した文化財関連の動画も追加
してきたことで、今回の公開に即応できる素材が充
実している状況にあった。次に、観光係において、
コロナ禍の外出自粛や学校休業などの状況を受け
て、自宅で自主学習をせざるをえない子どもをメイ
ンターゲットとした史跡斎宮跡をわかりやすく解説
する「我が家で斎宮歴史博物館」シリーズをいちは
やく作成し、公開を行っていたこと。さらに、町の
広報業務を担う総務防災課においても、過去に斎宮
跡や日本遺産関連の動画を作成し、既に YouTube

図6　イベントの掲載状況

図7　動画の掲載状況
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の役場公式チャンネルで公開しており、遺跡総覧で
の公開に向けて連携が図れたこと。これらの条件が
重なり、今回の動画公開機能への参加が実現してい
る。また、既存動画を活用し、YouTubeを介して動
画データを引用するだけで、操作も容易で、本サイ
トへの公開に関わる新たな事務的負担はほとんど感
じていない。

（2）動画公開の効果
公開開始以降、動画の再生回数がこれまで以上に

増加しており手応えを感じている。9月は491回、10
月は1,390回、11月は1,071回、合計2,952回に上る。
YouTube の公式チャンネル登録数や各動画への評
価数増加にも結び付いている。

また、遺跡総覧の利点として、付与されたIDを用
いてスタッフログインをすることでアクセス数が容
易に確認できることも上げられる。統計によれば、
公開を開始した 9 月以降は、これまでに公開した調
査報告書の「詳細ページ表示回数」および「ファイ
ルダウンロード件数」についても従来の平均値より
も高い数値を示している。動画の閲覧から派生して
本町の文化財に関する情報に対して積極的にアクセ
スする傾向が読み取れる。

なお、動画の公開にあたっては、遺跡総覧のサイ
トトップページに最新の動画が 3 つ掲載される仕組
みになっていることから、一括で大量の動画をアッ
プせずにアップ回数を小分けすることや、休日前に
掲載する方が注目される傾向があるように感じる。

（3）今後の課題
遺跡総覧に参加し、これまでの取組みの中で感じ

た今後の課題や改善点など、①報告書公開、②イベ
ント公開、③動画公開の各機能について述べたい。
①報告書公開

現在本町で公開している報告書の中には、細かな
発掘情報の入力が不十分なものも含まれている。こ
れは、まず公開を優先し広く閲覧をしてもらうこと
を狙ったためである。しかし、キーワード検索など
の点で弱い点が否めない。順次改善を図りたい。

公開する刊行物の対象を広げていくかも検討が必
要であると感じている。例えば、当課では主に町民
を対象とした文化財の情報誌「さいくうあと通信」
や企画展に合わせて「明和町文化財解説シート」な
ど1枚ものの刊行物も不定期に作成している。また、
他機関の遺跡総覧の公開状況を見ていると、埋蔵文
化財以外の文化財カテゴリーの調査報告書等の掲載
も増えてきているように感じている。本町ではこれ
まで埋蔵文化財関連の報告書に限定して公開を行っ
てきたが、今後公開対象を拡大していけばさらに遺
跡総覧の利用者の利便性が向上することも考えられ
る。加えて、販売を行っている町史や図録や、地元
図書館の郷土誌コーナーで閲覧しかできない私家本
などの取扱いをどうしていくかも課題だと感じてい
る。当町の文化財情報の一元的な発信という観点か
らは、こうした書籍の公開もすべきかもしれない
が、今後の総覧における他市町村の取組みも注視し
つつ検討していくこととしたい。
②イベント公開

本町では、当課が主催するイベント以外にも、県
立斎宮歴史博物館、いつきのみや歴史体験館、明和
町観光商社、明和町観光協会等が開催する文化財関
連のイベントが存在する。関係機関の情報について

図8　YouTube公式チャンネルとの連動

図9　各機能における効果
　　　（※2020年12月1日時点）

〈報告書〉46情報（※2情報は抄録データのみ）
　・詳細ページ表示回数：7,343回
　・ファイルダウンロード数：2,429件

〈イベント〉12情報
〈動画〉41本
　・再生回数：計2,952回
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も連携して掲載を進め、それぞれのイベントへの相
乗効果を図っていくことが期待される。またサイト
では、イベントに関連する報告書や動画が自動的に
紐付けされる機能があり、関連キーワードを事前に
複数入力しておくことでそれぞれの公開機能の効果
を高めることも留意が必要だと感じる。
③動画公開

新たに動画公開機能が設けられ、自治体にとって
動画公開の場を新たに得られたことになる。これま
でに本町で公開した動画について、YouTubeのアナ
リティクスを解析してみると、再生時間が短い動画
では視聴継続性が安定する傾向にある。動画の作成
や編集にあたっては、1 本の動画時間を短く簡潔に
することや、シリーズ化による細分化が有効である
ように感じる。再生画面の冒頭部分で内容を想像し
やすいようにタイトルを表示しておくこともアクセ
スに繋がりやすいと感じる。

しかし、公開を目的として新たに動画を作成する
ことは、作業的負担を考えるとハードルが高い。今
後は、従来実施してきた講座や発掘調査の現地説明
会、企画展の解説会などを開催する際に、イベント
当日の運営だけでなく、終了後の公開までをイベン
トとしての一連の流れとして捉える意識付けが必要

だと感じる。イベント後の公開を見据えて動画撮影
しておくことは比較的ハードルが低いのではない
か。ただし、イベントの企画段階で、発表者への公
開への了解を取ることや、参加者への公開の可能性
を周知するなど、新たなルール作りや配慮も必要に
なってくることが予想される。

3．最後に

前述のように課題はあるものの、本町では遺跡総
覧に参加したことで、当初の目的であった情報発信
の強化による斎宮跡の認知度向上および当町文化財
への興味・関心の向上について、一定の効果が得ら
れたといえる。今後も本町では積極的な公開を展開
し、掲載の先にいる文化財情報を必要としている利
用者の調査研究や地域学習に資するように努めてい
きたい。

しかし、その前提として、本事業への参加はあく
まで本町の文化財に関する情報提供手段の一つであ
るということであり、事業へ参加するだけで効果が
得られるわけではない。日々の業務の中で、報告書
を作成し、イベントを企画・運営し、文化財の魅力
を分かりやすく伝えようと様々な媒体を整備した延
長に、遺跡総覧があると考える。もちろん、関係部
署との緊密な連携も重要である。

遺跡総覧への参加機関がますます増加し、掲載情
報がより充実し、他機関の情報とも相互に結びつき
利便性が向上し、本事業の利用者が増加することを
期待したい。

本稿では地方の一自治体における遺跡総覧の活用
事例として本町での取組みを紹介させていただい
た。繰り返しになるが、掲載の事務作業量はそれほ
ど大きいわけでない。全国遺跡報告総覧の可能性を
共有し、今後本事業への参加を検討されている市町
村自治体の参考になれば幸いである。

図10　�現在役場HPにのみ掲載している情報 
今後の遺跡総覧への掲載を検討したい
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概　要

遺跡地図・台帳として整備公開されている考古
学・埋蔵文化財の位置情報と内容情報を、地理空間
情報として利用可能な状態に整備、オープン化する
方法、その利活用の方法について、東京都遺跡地図
を例に報告する。

1．考古学・文化財地理空間情報の現在

考古学資料、遺構・遺跡、その他文化財の位置・
所在を特定する地理空間情報はきわめて重要であ
る。文化財の保護・活用においては、対象の位置・
所在を把握することは不可欠であるし、分布論は考
古学の調査研究の基礎をなすものである。

従来、考古学・文化財の地理空間情報は、印刷物
としての地図上に、おもに視覚的に位置を把握する
ことが可能な状態で公開・提供されてきた。個別の
調査報告や論文などに付される地図、分布図だけで
なく、文化財の保護のための網羅的な地図も作成、
公刊されている。1965～68年には、文化財保護委員
会による『全国遺跡地図：史跡名勝天然記念物およ
び埋蔵文化財包蔵地所在地地図』が刊行された。ま
た都道府県、市町村単位での遺跡地図 1）も、同時期
以降、整備、公刊されている。

そしてコンピューター、インターネットの普及と
ともに、遺跡地図はデジタル化され、ウェブ上に移
行した。その動向は藤谷（2008, 2015）がまとめてお

り、本報告でも武内・高田が最新の情報を整理して
いる。

デジタル化されウェブ上に移行した遺跡地図の最
大の利点は、情報の更新が容易なことである。遺跡
地図に所収される情報は不変ではない。書籍形態の
印刷物の場合、内容を部分的に更新することは不可
能なので、更新改訂版は新規に刊行し直すことにな
る。前掲の『全国遺跡地図』は、その後、約10年ご
とに文化庁により改訂版が公刊されてきた。これに
は大きな労力が必要であったと思われるが、それで
も、10年間は最新の情報が反映されないままであっ
た。一方、ウェブ版の遺跡地図では随時更新が可能
である。

さらにデジタル化された遺跡地図では検索性が飛
躍的に向上する。印刷物と異なり用紙・版面の制約
がないため、データ量の許容範囲内で高解像度の地
図を保持、公開することが可能であり、拡大・縮小
および任意の範囲へのズームなど視認性、閲覧操
作性も向上する（京都府GISシステムの事例：中居
2019）。

ただし、印刷物であった遺跡地図をデジタル・ス
キャンしただけでは、検索性や視認・閲覧操作性は
向上しない。検索可能な文字情報として内容をデー
タベース化し、GIS により地図情報と統合されてい
る必要がある。2020年12月の時点では、ウェブGIS
のかたちで公開されている遺跡地図は限られてお
り、印刷物のデジタル・スキャン、または版下相当

考古学・文化財地理空間情報のオープンデータ化、整備と活用
野口淳（奈良文化財研究所）

Distributing and Utilizing Open Geospatial Data in Archaeology and  
Cultural Heritage Management 

Noguchi Atsushi（Nara National Research Institute for Cultural Properties）

・遺跡地図／Maps of archaeological sites・地理空間情報／Geo-spatial data 
・オープンデータ／Open data・GitHub／GitHub・ウェブGIS／Web GIS
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の画像デジタル・データの公開にとどまっていると
ころも多い。

さらに現状における課題として、再利用可能な状
態で公開されている情報がきわめて少ないことがあ
る。公開されている遺跡地図をもとに新たな地図・
分布図を作成しようとする時、ユーザーは視認・閲
覧した情報にもとづき、もう一度、地理空間情報を
構築し直すことになる。これでは、精度や確度が一
定しない情報が都度再生産されることになり望まし
くない。信頼できるソースにもとづく一定の精度・
確度の情報を誰もが参照し再利用できるように共
有・公開されることが望まれる（補注参照）。

しかし望んでいるだけでは事態は改善されないの
で、利用可能なリソースにもとづき、手の届く範囲
から、再利用可能な考古学・文化財の地理空間情報
を作成し、共有・公開を実践してみた。以下、その
概要をまとめて報告する。

2．東京都遺跡地図を対象とした実践

2-1．対象
全国の多数の自治体同様、東京都では域内の「周

知の遺跡（埋蔵文化財包蔵地）」のリストと地図を整
備、公開している。1974年には地図と一覧表からな
る『東京都遺跡地図』（東京都遺跡分布調査会1974）
が刊行され、1996年には3分冊に改訂更新された（東
京都教育委員会 1996）。2001 年にはデジタル版が作
成頒布され（東京都教育委員会 2001）、2004 年から
は同内容がウェブ公開された。これは遺跡範囲を含
む地図画像を印刷版と同じ図幅単位でラスター画像
としてウェブ公開し、一覧表の遺跡名から各図幅の
ページにリンクして閲覧できるもので、検索機能は
限定されていたが、内容は定期的に更新されていた。

その後2016年4月には、新しい「東京都遺跡地図
情報インターネット提供サービス」（以下、『都遺跡
地図』）が公開された 2）。Leaflet 3）を用いたインタラ
クティブなウェブ地図で、国土地理院の標準地図を
背景地図タイルとしてズームレベル14〜16 4）の範囲
で遺跡範囲を表示する。遺跡範囲をクリックすると

各遺跡の内容詳細が表示され、またデータベースの
内容はテキスト・条件検索可能でリスト表示される

（図1）。ただし検索結果の出力やデータのダウンロー
ド機能はなく、閲覧専用のサービスとなっている。

今回はこの『都遺跡地図』からデータを取得した。
なお現状ではデータ更新は随時となっているとの

ことであるが、実際、登録内容を見ると自治体によ
り最新情報の反映の度合いはまちまちのようであ
る。今回取得したデータは、2020年 4月～5月に閲
覧した状態にもとづいている。また島嶼部について
は、本稿作成時点ではデータ取得と整備・公開はま
だ行なっていない。

2-2．データ取得と整備の方法
『都遺跡地図』では、地理空間情報や遺跡内容情報

のリスト、データベースに直接アクセスしたり、ダ
ウンロードしてデータを取得することができないた
め、以下の2つの方法で必要なデータを収集した。
①ウェブページ上での遺跡内容情報のコピー　

もっともシンプルな方法として、1 件ごとに遺跡詳
細情報を表示し、内容を範囲選択、コピーし、別途
リストを作成した。ただし、同じ作業を対象の件数
分機械的に繰り返さなければならず、件数が膨大に
なると実現不可能になるという難点がある。また
ヒューマン・エラーが生じる場合もある。
②ウェブスクレイピングによる一括取得　データ

を効率的に取得するためにウェブスクレイピングも
行なった。機械化・自動化により作業量・時間は大
幅に軽減するが、頻回のアクセスがデータをホスト
するサーバー側の負担にならないよう注意を払う必
要がある。またロボットによるデータ閲覧・取得を
明示的に拒否しているサービスに対して実施すべき
でないことは言うまでもない。また自動取得した
データの確認・校正も必須である。今回の場合、同
一の遺跡範囲に複数の情報が登録されているケース
があり、これらは個別に確認して分離ないし統合を
行なう必要があった。
③遺跡内容情報のリスト整備　『都遺跡地図』は、
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遺跡内容情報として、以下の項目を収録している
（図2）。

・遺跡番号：�自治体ごとに付与される。整数値
データ

・ふりがな：文字データ
・遺跡名：文字データ
・所在地：住所表示。文字データ
・時代　：�旧石器時代、縄文時代、弥生時代、古

墳時代、奈良時代、平安時代、中世、
近世、時代不明の 9 つの既定値。縄文
時代、弥生時代は時期区分を含む場合
あり。文字データ

・種別　：�集落、包蔵地、貝塚、墓、古墳、城館、
塚、社寺などの既定値があるが、表記
が一定しないものを含む。文字データ

・主な遺構／�概要：時代ごとに列記、記載内容の

範疇や表記は一定しない。文字デー
タ

・主な出土品：�各時代が区別されず、記載内容の
範疇や表記は一定しない。文字
データ

東京都全域のデータを連結統合するためには遺跡
単位のレコードを識別する情報が必要になるため、

図1　東京『都遺跡地図』情報インターネット提供サービス閲覧操作画面キャプチャ
　　　（https://tokyo-iseki.metro.tokyo.lg.jp/map.html#。区市町村＝「小金井市」で検索・移動した結果）

図2　遺跡内容情報の一例
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独自の識別コードとして JASID として 11 ケタの整
数値を付与した。これは自治体コード5ケタ+遺跡
番号4ケタ（最多の八王子市が1035まで登録されて
いるため）+枝番号2ケタで構成されるものである。
④地理空間情報の付与　『都遺跡地図』から、遺跡

範囲または代表点の位置情報を直接取得することは
できないため、以下の手順であらたに代表点の情報
を取得し、遺跡内容情報のリストに付加した。

・�整備したリストをカンマ区切りテキスト（.csv）
形式で保存する

・�「ひなたGIS」 5）で読み込み、『都遺跡地図』の「住
所」情報により各遺跡の位置を地図状に表示

・�『都遺跡地図』の地図画面を目視参照して、「ひ
なたGIS」上に表示された遺跡位置を修正

・�「ひなたGIS」より.csv形式で書き出し
この方法では、『都遺跡地図』で表示される遺跡

範囲の図形（シェイプ・ポリゴン）は取得できな
い。しかし代表点の緯度・経度 2 項目の数値情報だ
けのシンプルなデータは、情報量が多い分複雑な図
形よりも取り回しが容易である。目視参照による位
置情報の取得となるが、そもそも遺跡地図における
位置、範囲自体が測量成果を用いているわけではな
いので、実用上は問題ないと考える。

なお『都遺跡地図』の住所
情報は基本的に町丁単位なの
で、同一町丁内に複数の遺跡
がある場合は同一地点に表示
される。これを逐次、手動で
移動、修正する必要があっ
た。また多摩ニュータウンな
どでは住居表示実施前の旧大
字単位での記載しかない場合
があり、同一地点に最大で
100 件以上の遺跡が表示され
ることもあった。報告書抄録
など、所在地の情報は可能な
限り詳細に、たとえば都市部
なら町丁番地まで記載されて

いれば、ジオコーディング 6）による位置情報の取得
に有効である。

2-3．データの公開
取得したデータは、.csv形式でGitHubリポジトリ

にアップロードし公開した。本稿作成時点（2020年
12月）で、JASOSRと題したリポジトリの下に、後
述のデータを利用したワークショップの教材資料等
とともに公開している（図3）。東京都遺跡情報デー
タ（TokyoMET）は、リポジトリのサブディレク
トリ：13Tokyoに配置し（図4）、誰でも自由にアク
セスし、ダウンロード利用可能にしている。さらに
データの更新や追加を行なうこともできる。

2-4．利活用
①授業・ハンズオンワークショップ　データの取

得と整備は、東京学芸大学2020年度春学期「地域考
古学B」 7）の実習課題として、コンピュータ・プログ
ラミングやウェブに詳しくなくても、遺跡の地理空
間情報を取得・整備できる方法として手順を組み立
てた。

また授業内容をアレンジした一般向けのハン
ズオン・ワークショップをオンラインで開催し

図3　JASOSRのGitHubページ（https://kotdijian.github.io/JASOSR/）
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た。ワークショップの教材資料は、JASOSR の
MappingWorkshopディレクトリに公開している 8）。

さらにオープンソースの統計解析向けプログラミ
ング言語・開発環境 R 9）を用いたデータの整形編集
と解析、地図表示のハンズオン・ワークショップも
開催した。これについては後述する。

3．�遺跡地図データ整備・公開の意義と
課題

3-1．データと公開の形式
同趣の遺跡データ公開は、ウェブサイト『日本考

古学のデジタル・リソース化』において、すでに
1999年の段階で試みられていた 10）。1996年版『東京
都遺跡地図』にもとづき、遺跡番号、遺跡名、時代
別の有無、位置情報（経緯度と国土座標）からなる

区部 701 遺跡分のデータが、
Microsft Excel 4.0（.xls）形
式およびタブ区切りテキスト

（.txt）形式で、ダウンロード
可能なかたちで公開されてい
る。

一方、今回は.csv形式のみ
とした。同形式は特定のソフ
トに依拠せず閲覧・編集・利
用が可能なオープン・フォー
マットであり、オープンデー
タの要件を満たしている（福
島2020）。

一覧リスト、データベー

図4　�JASOSR-TokyoMETのGitHubページ（https://kotdijian.github.io/JASOSR/13Tokyo/：上）とデータ・リポジトリ（https://
github.com/kotdijian/JASOSR/tree/master/13Tokyo：下）
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スとして操作するには Excel や Google スプレッド
シートなどの表計算ソフト（ウェブアプリ）、各種
のリレーショナルデータベース（Microsoft Access、
Claris FileMaker、MySQL、PostgreSQL など）を
利用できる。

また公開している状態のままで、前述の「ひ
なた GIS」のほか、「地理院地図」 11）、「Google マ
イマップ」 12）などのウェブ GIS・地図サービスや、
GoogleEarth、Q-GIS、Arc-GIS等のGISソフト・ア
プリで地図表示、編集操作が可能である。

GitHub 13）は、考古学・文化財分野ではまだ普及し
ていないが、Git によるバージョン管理を行うデー
タ共有のプラットフォームであり、データ本体だけ
でなく更新履歴が全て記録され、公開リポジトリで
は変更・修正内容を含めて誰もが確認可能となる。
遺跡地図のように随時更新が行なわれるデータにつ
いて、それが最新のものであるのか、適切（真正）
なものであるのか担保された状態で共有できる（石
井2019）。前述のとおり、第三者がデータの追加・更
新・修正を行なうことも可能であり、それらもすべ
て記録される。つまり、完成し固定されたデータを
公開・共有するだけでなく、データを「育てる」こ
とが可能である。

遺跡地図データは量が多いだけでなく、範囲も広
い。現状では、自治体を単位として整備されている
が、横断的統合的な取り組みはほとんどない。再利
用可能なオープンデータが GitHub などで公開され
て行けば、相互の参照や連結も容易になるだろう。
なお、東京都に続き、埼玉県、神奈川県の遺跡デー
タの整備にも着手しているので、それらも順次公開
する予定である。その他にも公開されるデータが増
えれば、相互の連結を進めたい。

3-2．データの品質
①構造化と標準化　データソースである『都遺跡

地図』は、コンピューター等で利用するにあたって
不可欠な構造化と標準化の点で課題がある。複数の
時代にまたがる遺跡の場合、「時代」「種別」「主な

遺構／概要」「主な出土品」の項目は、データが時代
ごとに区分されずに列記されており、特定の時代や
遺跡種別ごとの情報を抽出することが難しい。

図5に掲げた事例では、「主な遺構／概要」を参照
すると、［弥生時代（中期）］は「集落」、［近世］は

「屋敷」であることが推測されるが、［縄文時代（後
期）］が「包蔵地」なのか「貝塚」なのか判然としな
いし、あるいは［弥生時代（中期）］や［近世］の

「貝塚」の可能性も排除できない 14）。
このデータを有効に利用するためには、機械判読

と自動処理に適した「整然データ」として、時代ご
との遺跡種別・遺構種別・出土品種別などはすべて
独立した項目に整備する必要がある（西原2017）。こ
れについては今後の課題であるが、ソースデータに
ついても構造化・標準化と整然データ化を進めるべ
きであろう。
②データの解像度と粒度　ここでは、自治体間

（時には同一自治体内でも）における遺跡範囲設定
と単位の差異を、データの解像度と粒度として取り
上げる。

図 6 は府中市武蔵国府関連遺跡の主要部～東半部
から、調布市飛田給遺跡、上石原遺跡、下石原遺跡
にかけての範囲である。多摩川低地に面した府中崖
線に沿って、奈良・平安時代の集落が連続的に分布
しているが、言うまでもなく武蔵国府を核として形
成されたものである。調布市域では相互に隣接する
複数の遺跡に分割されているが、府中市域では単一
の遺跡として設定、登録されている。これは考古学
上の「遺跡」の認識の相違というより、埋蔵文化財

図5　構造化されていない非整然データの一例

68 デジタル技術による文化財情報の記録と利活用3



保護行政上のポリシーの違いと見るべきものである
が、実際問題として「遺跡数」をカウントする時、
両市域の情報は同質とは見なせない 15）。また武蔵国
府関連遺跡の範囲内では、重複して複数の遺跡も登
録されている。

同じ図 6 において赤丸で示される古墳の登録単位
も両市で異なる。府中市側の府中市 No.24 古墳、白
糸台古墳群は墳丘単位で所在が示されているが、遺
跡内容としては 1 件の登録となっている。対して調
布市側では、飛田給・桜塚古墳は墳丘単位で、たと
えば飛田給 1 号墳として登録されている。ここでも
府中市側では、墳丘の数に関係なく古墳群全体が 1

「遺跡（単位）」としてカウントされる一方、調布市
側では墳丘ごとに1「遺跡（単位）」がカウントされ
る。

繰り返しになるが、遺跡地図はあくまで埋蔵文化
財保護行政のための空間情報基盤なので、考古学的
な意味を追求し整合させる必要はない。ここでは、
データが解像度・粒度において同質でないことに留
意した上で、たとえば墳丘単位のデータを、多摩地
区所在古墳確認調査団 （1995）のような集成的調査

をソースとして作成し、
相互参照できるようにす
るなどの対応を取るべき
だと考える。つまり『都
遺跡地図』を、単体で完
結するデータセットでは
なく、関連する遺跡デー
タを連結していく一つの
結節点（ハブ）と位置づ
ける考え方である 16）。
③遺跡範囲データと

代表点の精度　2-2- ④地
理情報の付与で述べた通
り、現行データの位置情
報は、『都遺跡地図』の
ウェブ地図を目視参照し
て位置を取得した代表点

である。実用上、問題はないと考えるが再現性は乏
しく、遺跡範囲データの範囲内中心点であることが
望ましい。たとえば画像認識により公開されている
遺跡範囲をデータ化するなどが必要である。もちろ
ん、ソースデータが公開されれば、それを利用する
ことが真正性の担保という点でも望ましいことは言
うまでもない。

3-3．データの利用
①さまざまな分布図・主題図の公開・共有　前

述のとおり、.csv 形式のデータはさまざまなウェブ
GIS・地図サービスに読み込ませることが可能であ
る。「ひなたGIS」や「地理院地図」では、国土地理院
などが提供する多種多様な地図と重ね合わせること
ができる。分布図・主題図を作成するのに、必要な
地図を取り寄せ、出力し、またはトレースした上に、
遺跡の位置をプロットする作業は不要となる。その
手順については、註 8 に掲げたハンズオン・ワーク
ショップの教材資料を参照していただきたい。

なお「ひなたGIS」では、作成した地図をURLで
共有できるので、2例を掲げておく 17）。

図6　自治体間の遺跡範囲と単位設定の差異
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②インタラクティブ地図の
作成　『都遺跡地図』のウェ
ブ地図と同等のインタラク
ティブ地図を作成することも
可能である。既開催のハンズ
オン・ワークショップでは、
R の Mapview、Leaflet パ ッ
ケージを利用したインタラク
ティブ地図の作成について紹
介している 18）。

図 7 はワークショップで使
用したソースコードによるイ
ンタラクティブ遺跡地図の一
例で、指定した遺跡を中心に
地理院淡色地図を背景として
規定範囲の遺跡分布および指定遺跡の遺跡名と所在
自治体範囲を描画し、拡大縮小やスクロールによる
表示範囲の変更も可能なものである。同一のコード
で指定遺跡を変更するだけで、繰り返し同じ仕様の
遺跡地図・分布図を作成することができ、共有公開
も可能である。もちろん、縮尺や表示をカスタマイ
ズできることは言うまでもない。
③「東京都の遺跡」総覧　東京都に限らないが、

遺跡地図や台帳が整備されていても、そのデータの
総覧は、自治体史の編さんの一環として行なわれる
以外では、実はほとんど見られない。たとえば論文
等では、時代別、地域別、出土遺構・遺物別などの
集成、一覧表や分布図が多数作成され公表されてい
る。しかし、どこに、どのような遺跡が、どのよう
に分布しているのかという情報を網羅したものはき
わめて少ない。

東京都の場合では、前掲の「東京の遺跡2000」で
1996年版『東京都遺跡地図』にもとづく自治体別の
遺跡数、包蔵地数、貝塚、古墳と古墳群の集計がま
とめられている 19）。また山口（2009）は島嶼部を除
く都内の全遺跡を対象に、GIS を利用した空間分析
により時代別の立地傾向を検討している。これらが
数少ない先行事例である。

もちろん、今回整備したデータから、東京都の遺
跡を総覧、検討することが可能である。基礎となる
データの整形編集 20）、および k-mans 法クラスター
分析やカーネル密度推定などの空間分析の初歩 21）に
ついてワークショップを実施しているが、ここでは
表1～3および図8～10として一端を紹介しておく。

表 1 は区市町村ごとの時代別の遺跡数を、表 2 ～
3 は区市町村ごとの貝塚・方形周溝墓・古墳・横穴
墓・城館・塚を、それぞれ集計したものである。自
治体コードによる順列のため空間的な分布の傾向を
把握することは困難だが、現時点における東京都

（島嶼部を除く）の遺跡分布の総覧ということにな
る。

図 8 は、旧石器時代遺跡を例に、a. 全遺跡分布と
重心・規格楕円、b. 区市町村ごとの遺跡数による塗
分け（コロプレス）図、c. 2kmグリッドによる遺跡
分布密度図、d.2km グリッドによる遺跡分布密度バ
ブルチャートである。表形式では把握しづらい空間
分布の動向について、GIS ソフトあるいは R の空間
データ操作およびグラフ描画パッケージを用いると
簡単に地図表示することができる。2kmグリッドで
の集計は、区市町村単位の集計では見えない、遺跡
の密集するクラスターを可視化している。

図7　Rによるインタラクティブ遺跡地図
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表1　区市町村ごとの時代別遺跡数集計表
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表3　遺跡種別集計表2（多摩地区）表2　遺跡種別集計表1（区部）

図8　旧石器時代遺跡分布傾向の可視化1
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図 9 は旧石器時代遺跡分布のカーネル密度推定結
果（バンド幅＝50m）である。図9c・dと同じ傾向
が表れており、多摩丘陵北西部大栗川上流部を筆頭
に、武蔵野台地北部黒目川上流域、同南部野川流域
に分布の集中が認められる。これは従来から指摘さ
れてきた遺跡分布の傾向、遺跡群の有り方と整合的
と言えるだろう。

このような可視化を通時代的に行なうと、東京都
の範囲におけるおよそ 4 万年間のセトルメント・パ
ターン＝人類集団による占地居住と土地・景観利用
の長期的動態を捉えることも可能になる。詳細な分
析は別稿で行なうとして、ここでは要約として図 10

を示す。図8dと同じく2kmグリッ
ドの遺跡分布密度をバブルチャー
トとして示したものであるが、a. 
旧石器時代：武蔵野台地と多摩丘
陵北西部への集中、b. 縄文時代：
武蔵野台地・多摩丘陵全域～関東
山地東部（奥多摩地域）に及ぶ広
範な土地利用、c. 弥生時代：武蔵
野台地東～北東端と多摩丘陵北西
部への集中と山間部～武蔵野台地

西部・多摩川中流域の土地利用の希薄化、d. 古墳時
代：多摩川流域への土地利用の集中化といった流れ
が見てとれる。

巨視的には、これは低い人口密度・高い遊動性の
後期更新世狩猟採集民社会、高い人口密度・定住性
の前・中期完新世狩猟採集民社会、水田稲作を導入
した初期～定着期農耕社会、巨大な墳墓を造営する
首長制社会へという社会・経済史的な画期を反映し
たものと理解できる（野口2020b参照）。各時代の時
期区分ごとに、地形・水利条件や遺跡間ネットワー
ク・領域の分析を重ねることで、より詳しい変化と
その背景を検討することも可能になるだろう。

図10　旧石器時代～縄文時代の遺跡分布傾向の動向

図9　旧石器時代遺跡分布傾向の可視化2
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このように基礎的で個別特異性の低いデータも、
定量的に検討することで、考古学研究の大きなテー
マに寄与することが可能になる。この点で、基礎的
なデータを再利用、分析可能な状態で公開共有する
ことはきわめて重要である。

4．まとめ

デジタル化、インターネットの時代に入り、遺跡
地図はウェブ地図、ウェブGISへと移行しつつある。
それは主に、遺跡地図を表示し、閲覧・検索を容易
にするという方向で進んでおり、公開データの二次
的な利用、再利用可能性に配慮したものはまだ少な
い。むしろデータの改変を回避し「真正性」を避け
るために、再利用不可能な状態にするべきだとの声
も聞こえる。

しかし石井（2019）が指摘する通り「一次情報や
再利用可能な中間成果物を再利用可能なデータ群と
して流通させること」で「考古学情報の再現可能性
を高めること」こそが、考古学情報の真正性を担保
することにつながるはずである。

遺跡位置情報、地理空間情報だけでなく、調査の
原データ（一次データ）が発掘調査報告書のような
限られたリソースとしてしか提供されない状況は、
記録保存の理念・制度の下で蓄積された情報を組織
化・体系化して学術的に昇華させる枠組みの中でボ
トルネックとなっている（野口2020a）。基盤となる
情報の流通量を増大させ、フィードバック・サイク
ルを確立することで、考古学・埋蔵文化財調査の成
果の価値は増大する（野口2019a）。

とくに遺跡地図に関しては、文化財保護法第 95
条に「国及び地方公共団体は、周知の埋蔵文化財包
蔵地について、資料の整備その他その周知の徹底を
図るために必要な措置の実施に努めなければならな
い。」と謳われており、コンピューターとインター
ネットの利用が普及一般化した現代においては、

「二次利用可能で、機械判読に適した形式で、無償で
利用できるオープンデータとして広く国民に開放す
べき」である（木村・宮本2019）。

ウェブ版の遺跡地図については、先進的な導入か
ら10年ほどを経て、維持継続されなくなってしまっ
た事例も散見される。また文化財情報の専用システ
ムではない全庁型統合ウェブGISシステムでは、目
的とする考古学・文化財情報の閲覧・検索に適して
いないものも見受けられる。

そのような状況の下で、大規模で高機能なシステ
ムの構築や展開維持を目指すよりも、必要な基礎
データを、再利用性に主眼を置いて整備・公開する
ことが、考古学研究に寄与するとともに文化財保護
法の趣旨にも合致する効果的な方法なのではないか
と考える。本稿はそのような観点からの実践を報告
したものである。趣旨・内容に賛同いただき、取り
組みを広げる方が増えることを願ってやまない。

謝辞
東京都遺跡地図情報インターネット提供サービス

および東京都における遺跡地図情報の管理について
は、野口舞氏（東京都教育庁）のご教示を得た。東
京都遺跡情報の取得にあたっては、阿児雄之氏（東
京国立博物館）のご協力を得た。記して感謝いたし
ます。

ソースコード
図 7 ～ 10、表 1 ～ 2 のソースコードは以下を参

照：https://github.com/kotdijian/JASOSR/tree/
master/NNRICPdigital3

補注
本稿脱稿後、和歌山県県オープンデータサイト

（GitHub リポジトリ：https://wakayama-pref-org.
github.io/）の「地理空間情報」の下に「埋蔵文化財
包蔵地所在地図」として一覧表（.csv）と遺跡範囲

（.GeoJSON, .knl, Shape ファイル）がオープンデー
タとして公開されていることを知った（https://
github.com/wakayama-pref-org/buried-cultural-
properties）。本稿で提示した方向性を行政で実装し
た最先端事例として特筆しておきたい。
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【註】
１）	ここでの「遺跡」は、文化財保護法（令和 2 年改正）

第 93 条における「周知の埋蔵文化財包蔵地」に相当

する。

２）	東京都「東京都遺跡地図情報インターネット提供サービ

ス」https://tokyo-iseki.metro.tokyo.lg.jp/（2020/12/15

閲覧）

３）	タイル・ベースのインタラクティブなウェブ地図の

ためのJava script（https://leafletjs.com/, 2020/12/20

閲覧）。以下も参照（「Wikipedia日本語版『Leaflet』」： 

https://ja.wikipedia.org/wiki/Leaflet, 2020/12/20 閲

覧）。

４）	ズームレベルはタイルマップの縮尺を示す標準、

ズームレベル14は約3万6千分の1、15は約1万8千

分の1、16は約9千分の1に相当する（WINGFIELD

「キャッシュズームレベル早見表」https://www.

wingfield.gr.jp/archives/5777, 2020/12/17閲覧）。ズー

ムレベルの概念・定義は国土地理院「地理院タイルに

ついて ズームレベル・タイル座標」も参照（https://

maps.gsi.go.jp/development/siyou.html#siyou-zm, 

2020/12/17閲覧）

５）	宮崎県「ひなたGIS」（https://hgis.pref.miyazaki.lg.jp/

hinata/）。なおひなたGISに読み込ませるデータは、文

字コードをShift-JISにした .csvファイルでなければな

らないことに注意。

６）	住所情報を地理空間座標に変換する技術（参考：

「Wikipedia 日本語版『ジオコーディング』：https://

ja.wikipedia.org/wiki/ジオコーディング, 2020/12/20

閲覧」）。

７）	東京学芸大学教育学部教育支援課程教育支援専攻文

化遺産教育サブコース2020年度春学期開講科目

８）	「考古学・文化財のためのデータサイエンス・サロ

ン online#01 オープンリソースによる遺跡地図作成

実習 part1」として 2020 年 9 月 5 日、同 10 月 10 日

に実施。教材資料等の公開ディレクトリは https://

github.com/kotdijian/JASOSR/tree/master/

MappingWokrshop。

９）	https://www.r-project.org/

10）	東京遺跡情報2000「東京遺跡情報／遺跡台帳」http://

www.amy.hi-ho.ne.jp/mizuy/arc/tksitelist.htm（最終

更新：2009/4/22、2020/12/15閲覧）

11）	国土地理院「地理院地図」https://maps.gsi.go.jp/

12）	Google「マイマップ」https://www.google.co.jp/intl/

ja/maps/about/mymaps/。なお「東京都中世城館

マップ」として抽出データをマイマップ公開してい

る（https://www.google.com/maps/d/u/0/edit?mid

=1iwQ57t27RLPpOUAD4Y24mxJnMbq2ar3C&ll=35.

676241316437896%2C139.5135135&z=11）。他にも古墳

マップを準備中。

13）	https://github.com/。運営するGitHub, Inc.は2018年

よりMicrosfot傘下となっている。

14）	東京都内には弥生時代や近世の貝塚も存在する。

15）	なお東京都内では隣接する自治体間で遺跡範囲の境

界は連続するように調整・設定されているが、たと

えば東京都と埼玉県の間では不一致な場合も見られ

る。この場合、都県境が遺跡範囲の外縁となる。

16）	例えば日本旧石器学会によるデータベース（日本旧

石器学会編 2010）でも、登録単位の不一致を内包し

ている。ここでは調査地点を最小基本単位として更

新改訂を進めており（野口2019b）、『都遺跡地図』よ

り細かい解像度で旧石器時代の遺跡・地点分布を網

羅したデータベースとして連結されることになる。

17）	「考古学・文化財のためのデータサイエンス・サロ

ン online#04 オープンリソースによる遺跡地図作成

実習 part3」として 2020 年 10 月 17 日、同 28 日に

実施。教材資料等の公開ディレクトリは https://

github.com/kotdijian/JASOSR/tree/master/

MappingWorkshop03。

18）	a. 縄文時代貝塚遺跡 + 地形分類図（地理院ベクトル・

タイル）、ズームレベル14、港区・品川区付近：https://

hgis.pref.miyazaki.lg.jp/hinata/hinata.html#14/35.65

1100/139.732232&l=%5B%5B%7B%22n%22:%22pale%

22,%22o%22:1,%22z%22:140%7D,%7B%22n%22:%22re

lief%22,%22o%22:1,%22z%22:142%7D,%7B%22n%22:%-

22sizentikei%22,%22o%22:1,%22z%22:146%7D%5D,%5

B%7B%22n%22:%22pale%22,%22o%22:1,%22z%22:145
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%7D%5D%5D&uid=ed37d2b3f65dced94a511896eccf19

9b

	 b. 中世城館 + 色別標高図、ズームレベル 11、東京都

全域（島嶼部除く）：https://hgis.pref.miyazaki.lg.jp/

hinata/hinata.html#11/35.693658/139.440778&l=%5

B%5B%7B%22n%22:%22pale%22,%22o%22:1,%22z%2

2:144%7D,%7B%22n%22:%22relief%22,%22o%22:1,%2

2z%22:146%7D%5D,%5B%7B%22n%22:%22pale%22,

%22o%22:1,%22z%22:145%7D%5D%5D&uid=83d91ef

119ff6a6a2059068caa4b77ee

19）	http://www.amy.hi-ho.ne.jp/mizuy/arc/zenbu.htm

（2020/12/20閲覧）

20）	「考古学・文化財のためのデータサイエンス・サロ

ン online#03 オープンリソースによる遺跡地図作成

実習 part2」として 2020 年 9 月 5 日、同 10 月 10 日

に実施。教材資料等の公開ディレクトリは https://

github.com/kotdijian/JASOSR/tree/master/

MappingWorkshop02。

21）	註17に同じ。
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1．遺跡地図の位置付け

埋蔵文化財保護行政において、「周知の埋蔵文化
財包蔵地」（文化財保護法第 93 条第 1 項）の確定と
周知は行政上の措置として重要である。いわゆる平
成 10 年通知においては、「（3）周知の埋蔵文化財包
蔵地の所在・範囲の資料化と周知の徹底」の項目に
て「周知の埋蔵文化財包蔵地については、都道府県
及び市町村において、「遺跡地図」、「遺跡台帳」等の
資料に登載し、それぞれの地方公共団体の担当部局
等に常備し閲覧可能にする等による周知の徹底を図
ること。また、必要に応じて、関係資料の配布等の
措置を講ずること」とされ、「常時最新の所在・範
囲の状況を表示できるよう、加除訂正が可能な基本
原図を用いることや、コンピュータを用いた情報の
データベース化等、機能的な方法を工夫すること」
が求められている（文化庁1998）。「刊行物としての
遺跡地図などは、広く配布する手段としては有効で
はあるものの、常時、最新の情報を表示するには限
界がある」との指摘もある（文化庁文化財部記念物
課2010）。そこで本稿では、遺跡地図の発行状況やコ
ンピュータを用いたインターネット公開について、
現状を分析し可視化するものである。

2．遺跡地図発行の経緯

（1）国の取り組み
1958年、文化財保護委員会は日本考古学協会の要

請を受けて全国初の遺跡所在状況の調査を実施した
（文化庁2001）。1960年からは各都道府県への国庫補
助によって、全国遺跡分布調査が実施され、1965年
から1968年にかけ『全国遺跡地図』（A2版、茶色表
紙）が刊行された（奈良文化財研究所 2021）。1970
年度には国庫補助事業「遺跡群詳細分布調査」が創
設され、1971 年度から第 2 次全国遺跡分布調査が実
施された。1974年から2回目の『全国遺跡地図』の刊
行が始まり、1990年3月の刊行で47都道府県が揃っ
た（A4版、青色表紙）。
（2）地方公共団体の取り組み

1955年には愛知県教育委員会が『愛知県文化財地
図』を発行している。1955 年から 1965 年 1 月まで
に愛知県・青森県・千葉県・三重県・茨城県・鳥取
県・高知県・栃木県・大分市・名古屋市・兵庫県が
遺跡地図を発行している。

3．刊行物としての遺跡地図の発行状況

（1）これまでに発行された遺跡地図の数は？
これまでに国および地方公共団体（以下、自治

体）が刊行した遺跡地図の状況を把握するために、
国立国会図書館サーチや CiNii books を用いて全国
の刊行物による遺跡地図の刊行状況を調査し、『全
国遺跡地図総目録』を作成した（奈良文化財研究所
2021）。それぞれにおいて「遺跡地図」や「文化財
地図」、「埋蔵文化財地図」など、キーワード検索に
よって遺跡地図を調べた。検索結果の中でも、遺跡

刊行物およびGISによる遺跡地図の公開状況
高田祐一（奈良文化財研究所）・武内樹治（立命館大学大学院）

Publishing Maps of Archaeological Sites Online and Offline 
Takata Yuichi（Nara National Research Institute for Cultural Properties）

Takeuchi Mikiharu（Ritsumeikan University Graduate School）

・遺跡地図／Maps of archaeological sites・GIS／GIS・WebGIS／WebGIS 
・地方公共団体／Local governments
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地図としての定義に当てはまらないもの（例えば、
市町村史など）は除外し、それぞれの重複を削除し、
遺跡地図一覧を作成した。確認できたものは1475件
であった。この調査では、図書館に所蔵されている
かを調査しているものであり、印刷物として遺跡地
図が作成されていても、図書館に納本されていない
ものは原則対象となっていない。
（2）自治体ごとの遺跡地図の発行数は？

自治体（都道府県・市町村）が発行している刊行
物としての遺跡地図の刊行状況を把握するために、
全国遺跡地図総目録より、遺跡地図を作成している
市町村を抽出し、地図上に描写したのが図1である。
合併前の市町村に関しては現行の市町村に反映して
いる。合計 488 市町村が遺跡地図を刊行していると
いう結果となった。千葉県・兵庫県・長崎県等は、
比較的多くの市町村で遺跡地図を発行し、図書館に
納本しているといえる。

（3）遺跡地図発行の年代推移は？
刊行物としての遺跡地図の年代による刊行数の推

移を図 2 に示した。1960 年代半ばから後半にかけて
は文化庁による全国遺跡地図刊行も相次ぎ、件数が
伸びた。文化庁は1970年代にも全国遺跡地図を刊行
している。1970年～90年代の遺跡地図刊行数の伸び
は、発掘調査件数の増加や埋蔵文化財専門職員の配
置が進んだ背景があるだろう（水ノ江 2020,図3）。

図2　刊行物としての遺跡地図の刊行数の推移

図1　�刊行物としての遺跡地図を刊行している市町村
注）刊行している市町村を赤く着色している。
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4．GISによる遺跡地図の公開

（1）自治体によるGIS公開の状況
近年のIT化により、多くの自治体でインターネッ

トを利用した情報発信を行っている。遺跡地図に関
しても例外ではなく、既にインターネットで公開し
ている自治体も多い。中でも、地図という性格から、
GIS を用いて公開している自治体もある。特にウェ
ブサイト上で操作可能なものをWebGISと呼ぶ。文
化財情報を GIS 上で管理することは、文化財 GIS や
遺跡GISとも呼ばれている。2016年には全国都道府
県で GIS が公用されている（藤谷 2016）。WebGIS
での発信も含め、現在、遺跡地図がどのようにイン
ターネット上で公開されているのかを調査した。平
成28年度の埋蔵文化財関係統計資料（文化庁文化財
部記念物課 2017）における関連資料の中で、遺跡
地図に関する全国の刊行・公開状況が報告されてい
る。この資料の「インターネットでの公開状況」を
もとに筆者自身も各都道府県サイトで最新の遺跡地
図のインターネット公開状況の調査を行った。公開
状況についても、PDF を用いているのか、WebGIS
を用いているのかを確認した。その結果が図 4 であ
る。岩手県は、WebGISとともに広域分布図をPDF
として公開していており、埼玉県はWebGISとして
公開しているが、その中でも一部の市町村について
はPDFで公開しているため、今回はGIS・PDF混合
という分類にしている。滋賀県についてはネット公

開されている遺跡地図は利用できない状況であった
ため、不明とした。結果としては、GISを用いて公開
しているのは、27（うち、GIS のみの公開は 26）都
道府県であり、PDFを用いて公開しているのは8都
道府県であり、インターネット上で公開していない
のは13都道府県であった。

（2）GISの機能比較
インターネット公開状況について、さらにそれぞ

れの都道府県のサイトにおいてどのような形態で公
開されているのかを調査した。調査項目としては、
WebGIS として公開されているか、または PDF と
して公開しているか、そして当遺跡地図のデータが
オープンデータとして利用できるか（再利用性が
あるか）を調査した。WebGIS で公開されている場
合は、その GIS がその埋蔵文化財を扱う機関独自の
GIS（独自GIS、個別型GIS）か、それとも都道府県
単位で利用している全庁型GIS（または統合型GIS）
かを調査した。その結果を各都道府県のサイト名、
URL とともに以下の表 1 にまとめた。WebGIS とし
て公開しているものの中でも、全庁型GISが17都道
府県であり、独自の GIS を利用している都道府県数

（11）よりも多かった。より詳細な機能についてはそ
れぞれのサイトによって異なる。全庁型 GIS によっ
て遺跡地図情報が管理されることによって他部局と

図3　�発掘調査件数の推移
注）文化庁文化財第二課 2020『埋蔵文化財関係統計資料－令和
元年度－』を参照

図4　インターネットでの遺跡地図公開状況
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の情報共有・連携が容易となる。例えば防災マップ
などと遺跡地図を重ねて文化財防災マップを作成す
るという行為が一つのプラットフォームの中で可能
となり、埋蔵文化財の管理に益をもたらす。しかし、
総務省による報告（総務省 自治行政局 地域情報政
策室 2020、個別型 GIS については総務省 自治行政
局 地域情報政策室 2017）によると、自治体が GIS
を導入していない理由は、財政状況が最も大きな原
因として報告されている。もちろん、全庁型 GIS を
導入している自治体においても、そこに遺跡地図や
埋蔵文化財情報を取り入れていない場合もある。再
利用性を確保している都道府県は、5 都道府県あっ
た。北海道・群馬県・富山県・和歌山県・岡山県が
オープンデータとして公開している。熊本県もオー
プンデータとしてはいないが、遺跡地図公開サイト
より、データダウンロードが可能になっている。近
年のオープンデータ化の流れもあり、今後再利用性
のあるデータ公開を行う機関が増えていくと予想さ
れる。

5．インターネット公開

遺跡地図のインターネット公開状況は現在様々な
形態で行われていることが分かった。次に、イン
ターネット公開がいつ頃から、どのような推移を
辿っているのかを確認する。先述の埋蔵文化財関係
統計資料（文化庁文化財部記念物課 2017）の遺跡
地図についての資料の中の「インターネットでの公
開状況」より、都道府県における遺跡地図のイン
ターネット公開の推移を図 5 に示した。最も早いの
は群馬県の2001年からの公開である。それ以後徐々
にインターネット公開を行う都道府県が増えてい
る。2011年には過半数の都道府県がインターネット
公開を行うようになり、2015 年には既に 6 割以上の
都道府県がインターネット公開をしている。参照し
た埋蔵文化財関係統計資料が作成された平成 28 年
度以降も、インターネット公開を行う都道府県が 3
件増えていることも今回の調査で分かっている。ま
た、同じく埋蔵文化財関係統計資料では、印刷物と

しての遺跡地図の刊行中止予定についても報告され
ており、刊行中止としているのは 23 都道府県であ
り、刊行の予定なしとしているのは 7 都道府県であ
る。刊行中止している都道府県のほとんどが埋蔵文
化財情報の管理が容易であるインターネットでの公
開を行っている。

図5　遺跡地図のインターネット公開状況の推移
（太線が累積、点線が新規公開数）

最後に、刊行物としての遺跡地図の刊行状況と
インターネット公開状況を時系列推移で図 6 に示し
た。直接的な数値の比較はできないが、図 2 とも照
らし合わせると、刊行物としての遺跡地図が1980年
代にピークを迎え、以後漸減している。2001年から
インターネット公開が始まっている。図からは、刊
行物からインターネットへの転換点はすでに通り過
ぎており、遺跡地図の情報発信はもはや刊行物とし
ての遺跡地図よりもインターネットで公開される遺
跡地図の方が主流となっているといえるであろう。

6．まとめ

本稿では、周知の埋蔵文化財包蔵地の確定と周知
に大きな役割を担う遺跡地図の位置づけと経緯をま

図6　�遺跡地図の刊行数とインターネット公開を行っている都
道府県数（累計）の推移
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とめ、刊行物としての遺跡地図の刊行状況や遺跡地
図のインターネット公開状況について可視化した。
刊行物としての遺跡地図は年々減少している。徐々
にインターネット公開が進んでおり、多くの都道府
県ではWebGISで公開されている。インターネット
公開では、最新の情報への更新や加除訂正が容易で
あり、広く周知することが可能である。しかし、各
自治体の課題はさまざまである。特にWebGIS未導
入の最も大きな理由が財政状況であることを考慮す
ると、全ての自治体によるインターネット公開を実
現するには、低コスト化は不可欠である。そして、
操作が簡便で、現場負担がかからず運用しやすいと
いった要素に考慮する必要がある。各組織の業務課
題を解決し、社会に資するシステムを模索し、堀木
のいう「考古学情報も国土情報の一つ」という視点
が重要である（堀木2019）。北海道や和歌山県が実施
しているようなオープンデータとして遺跡地図デー
タを公開することは、一つの選択肢となる。

【註】
文化庁　1998『埋蔵文化財の保護と発掘調査の円滑化等

について（通知）』（平成 10 年 9 月 29 日付け文化庁次

長から都道府県教育長あて通知）

	 http://doi.org/10.24484/sitereports.71603　（2020 年

12月28日確認）

文化庁文化財部記念物課　2010『発掘調査のてびき－集

落遺跡発掘編－』

文化庁　2001『文化財保護法五十年史』

奈良文化財研究所　2021『全国遺跡地図総目録』

水ノ江和同　2020『入門 埋蔵文化財と考古学』

文化庁文化財第二課　2020『埋蔵文化財関係統計資料－
令和元年度－』https://www.bunka.go.jp/seisaku/

bunkazai/shokai/pdf/r1392246_13.pdf　（2020 年 12

月28日確認）

文化庁文化財部記念物課　2017『埋蔵文化財関係統計資料

－平成28年度－』https://www.bunka.go.jp/seisaku/

bunkazai/shokai/pdf/h29_03_maizotokei.pdf（2020年

12月28日確認）

奈 良 文 化 財 研 究 所　2021『遺 跡 地 図 総 目 録』http://

sitereports.nabunken.go.jp/90060

総務省 自治行政局 地域情報政策室　2020 『地方自治情報

管理概要～電子自治体の推進状況（令和元年度）～』

https://www.soumu.go.jp/main_content/000679388.

pdf（2020年12月28日確認）

総務省 自治行政局 地域情報政策室 2017 『地方自治情

報管理概要～電子自治体の推進状況（平成 28年 4

月 1日現在）～』https://www.soumu.go.jp/main_

content/000474755.pdf（2020年12月28日確認）

藤谷誠　2016「公開型遺跡データベースその後」調査研究

コラム＃ 49　https://www.fcp.or.jp/iseki/column/363

（2021年1月20日確認）

堀木真美子　2019「調査データの活用－整理と公開－」『デ

ジタル技術による文化財情報の記録と利活用』奈良文

化財研究所研究報告第21冊　http://doi.org/10.24484/

sitereports.33189　（2020年12月30日確認）
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都道
府県

サイト・
データベース名

再利
用性

独自
GIS

全庁型
GIS PDF 遺跡地図URL オープンデータ 備考

北海道 北の遺跡案内 〇 〇 https://www2.wagmap.jp/hokkai_bunka/
Portal

https://www.harp.lg.jp/opendata/
dataset/1245.html

青森 青森県遺跡地図 〇 https://www.pref.aomori.lg.jp/bunka/
education/isekitizu.html

岩手 いわてデジタルマップ 〇 〇 https://www.pref.iwate.jp/kyouikubunka/
bunka/bunkazai/1006815.html

宮城 宮城県遺跡地図情報 〇 https://www.pref.miyagi.jp/site/maizou/
bunkazaimap.html

秋田 秋田県遺跡地図情報 〇 http://common3.pref.akita.lg.jp/heritage-
map/

山形 山形県遺跡地図 〇
https://www.pref.yamagata.jp/020073/
bunkyo/bunka/bunkazai/bunkazainewstop/
yamagataiseki/index.html

茨城 い ば ら き デ ジ タ ル
まっぷ 〇 https://www2.wagmap.jp/ibaraki/Portal

群馬 マッピングぐんま 〇 〇 https://www2.wagmap.jp/pref-gunma-iseki/
Portal

https://www.pref.gunma.jp/07/
b2700058.html#tiri8

埼玉 埼玉県埋蔵文化財情
報公開ページ 〇 〇 http://extra.pref.saitama.lg.jp/isekimap/

千葉 ちば情報マップ 〇 https://map.pref.chiba.lg.jp/pref-chiba/Portal

東京 東京都遺跡地図情報
インターネット 〇 https://tokyo-iseki.metro.tokyo.lg.jp/

新潟 新潟県の遺跡一覧表 〇 https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/
bunkagyosei/1356895428816.html

富山 富山県GISサイト 〇 〇 https://wwwgis.pref.toyama.jp/toyama/
Default.aspx

http://opendata.pref.toyama.jp/
dataset/gis-maibun

石川 いしかわ文化財ナビ 〇 http://www.bunkazainavi.pref.ishikawa.lg.jp/

福井 埋蔵文化財索引地図 〇 http://info.pref.fukui.jp/bunka/bunkazai/
maizou/index.html

岐阜 県域統合型GISぎふ 〇 https://gis-gifu.jp/gifu/Portal

静岡 静岡県GIS 〇
https://www.gis.pref.shizuoka.jp/?z=14&ll=3
4.9791%2C138.3831&t=roadmap&mp=401&op
=70&vlf=-1

愛知
マップあいち 愛知
県文化財マップ（埋
蔵文化財・記念物）

〇 https://maps.pref.aichi.jp/

滋賀 滋賀県遺跡地図 https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/
bunakasports/bunkazaihogo/312340.html

現在利用でき
ない

京都
京都府・市町村共同 
統合型地図情報シス
テム［GIS］

〇 https://g-kyoto.gis.pref.kyoto.lg.jp/g-kyoto/
Portal?mid=671

大阪 大阪府地図情報シス
テム 〇 http://www.pref.osaka.lg.jp/jigyokanri/cals/

tizu.html

兵庫 埋蔵文化財保護の手
引き（県立考古博物館） 〇 http://www.hyogo-koukohaku.jp/guidance/

administrative_area.html
奈良 奈良県遺跡地図Web 〇 http://www.pref.nara.jp/16771.htm

和歌山 和歌山県地理情報シ
ステム 〇 〇 https://www2.wagmap.jp/wakayamaken/

Portal
https://github.com/wakayama-pref-
org/buried-cultural-properties

鳥取 とっとりWebマップ 〇 http://www2.wagmap.jp/pref-tottori/top/
index.asp

島根 マップonしまね［島
根県統合型GIS］ 〇 https://web-gis.pref.shimane.lg.jp/shimane/

Portal

岡山 おかやま全県統合型
GIS 〇 〇 http://www.gis.pref.okayama.jp/pref-

okayama/Portal

http://www.okayama-opendata.jp/
opendata/ga120PreAction.action?k
eyTitle=b3c63984e9992468c5dc63e9
dd1c50288d6a223b&datasetId=cdc
5e336-95c1-46ed-8705-0026e0e0d8b8

広島 広島県の文化財 〇 https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/
bunkazai/bunkazai-map-map.html

高知 高知県文化財地図情
報システム 〇 http://bunkazaimap.kochinet.ed.jp/

佐賀 佐賀県遺跡地図 〇 https://www.pref.saga.lg.jp/kiji0031880/
index.html

長崎 長崎県遺跡地図 〇 http://iseki.news.ed.jp/iseki/controller/iseki.
php#

熊本
熊本県・市町村共同 
行政情報インターネッ
ト地図公開システム

〇 https://www2.wagmap.jp/portal-kumamoto/
2021年3月31
日に提供及び
運用を終了

鹿児島 埋蔵文化財情報検索
システム 〇 https://www2.jomon-no-mori.jp/kmai_public/

index.html

沖縄 沖縄県地図情報システム 〇 http://gis.pref.okinawa.jp/pref-okinawa/
Portal

表1　各都道府県における遺跡地図インターネットのURLと機能差　（2021年2月3日時点）
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はじめに

考古学は文章、図面、写真、拓本などを駆使してモ
ノのもつ基礎情報を二次元で記録し、それを報告書
などの紙媒体によって保存・共有してきた 1）。様々
な記録方法の中でもモノごとに一定のルールのもと
で作成される実測図は、モノの形状や製作技法に対
する観察者の知見を他者と共有する貴重な手段であ
り続けている。筆者の専門とする金工品もしかり。

しかしながら、金工品の実測には様々な障害がつ
きまとう。第一に実測しにくい。金工品は素材とな
る金や銀の稀少性ゆえ概して小さい。おまけに構造
が複雑だったり、煩雑な文様がついていたりする。
稀少性ゆえに権力の象徴となり、華美な装飾が施さ
れるわけだが、鉄などに比べて融点が低く、常温で
も加工できるくらい柔らかい素材であるがゆえに、
金属利用の比較的初期の段階から複雑な造作が可能
であったということも忘れてはならない。

たとえば、（その真贋はひとまずおくとして）福岡
県志賀島から発見された金印を頭に思い浮かべてみ
てほしい。一辺 2.3cm の印面には「漢委奴国王」の
5 文字がいっぱいに彫り込まれている。一画の幅は
約 1mm、鈕に打ち込まれた魚々子文に至っては内
径0.76mm 2）。金は腐食の影響をほとんど受けないた
め、打ち込まれたタガネ一つ一つの動きもよく見え
る。これを1mm目の方眼紙の上において、実測しろ
と言われれば、考古学を専門としていてもどう描く

べきか、どこまで測るべきか思案してしまうだろう。
第二に実測すること自体が難しい。実測は拓本な

どと同様、モノに直接接触して形状を記録する方法
であるが、出土金工品にはえてして脆弱なものが多
い。また金印もそうだが、優品ほどその美術品的価
値から、常設展示の目玉となっていたり、国宝や重
要文化財（以下、重文）などの文化財指定を受けてい
るものが多い。指定、未指定を問わず、所蔵者（所
蔵機関）にとっては貴重な「宝物」であり、温湿度
含めて厳重に管理される。それは日本以外の国でも
同じであり、外国人が調査をするハードルはそれ以
上といってよい。所蔵者から触らないでほしい、展
示ケースから出すことができないといわれれば、基
本的にはそれに従うしか術はなく、その時点で手測
りによる実測図の作成は不可能となる。

前者はさておき、後者のような現実に存在する障
害をただちに解消することは難しい。むしろ金工品
の実測図作成においては、可能な限り接触を志向し
つつも、非接触でも一定の精度を担保する方法論を
磨いていく必要があると考える。これは以下に述べ
る 2 倍以上での観察を可能とするデジタル高倍率写
真（以下、高倍率写真）や三次元計測画像、X線CT
画像などに実測図の座を譲り渡すということではな
い。様々な計測手法を援用しつつ、モノにできる限
りストレスを与えずに、モノのもつ基礎情報を ‘ 正
確に’表現した実測図を作成するということである。
この‘正確に’というのがなかなかのクセモノなわけ

デジタル技術を利用した金工品の実測図作成法試論
諫早直人（京都府立大学）

An Introduction to Digitally Drawing Metal Artifacts  
Isahaya Naoto（Kyoto Prefectural University）

・金工品／Metal artifacts・実測図／Archaeological measurements 
・デジタル高倍率写真／Digital high magnification photo 

・三次元計測／Three dimensional measurements
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だが、ここでは筆者らがこれまでに試行錯誤してき
た二つの実例を紹介したい。

2．触れずに実測することは可能か

（1）五條猫塚古墳出土帯金具
五條猫塚古墳は、奈良県五條市西河内に所在する

一辺約32mの方墳である。出土遺物から古墳時代中
期中葉に築造されたとみられている。1958年（昭和
33）、開墾中に金銅装蒙古鉢形眉庇付冑などが掘り
出されたことを契機に発掘調査がおこなわれ、竪穴
式石槨やその周辺から様々な副葬品が出土した 3）。
出土品はその後、奈良国立博物館の所蔵となってお
り、近年、詳細な再整理報告書が刊行されている 4）。

筆者は日本学術振興会科学研究費（若手研究 B）
「古代東北アジアにおける金工品の生産・流通構造
に関する考古学的研究」（研究代表：諫早直人）の
一環で、五條猫塚古墳出土金工品の一部について調
査する機会を得た 5）。その際に、帯金具の中で彫金の

遺存状態が比較的良好な資料（銙6）について、奈良
文化財研究所の山口欧志氏や栗山雅夫氏の協力のも
と、SfM-MVS（Structure from Motion and  Multi-
view Stereo）による三次元計測と高倍率写真の撮影
を実施し、手測りによる従来型の実測図との比較を
おこなった。以下、科研報告書の内容と一部重複す
るが、改めてその成果を紹介したい 6）。なお本報告
書については「全国遺跡報告総覧」においてPDFを
ダウンロード可能であるので、詳しくはそちらをご
参照いただきたい。
（2）外形線の比較

図1-④は SfM-MVSによる三次元計測画像（①・
②）と高倍率写真（③）の外形線をトレースし、手測
りの実測図の外形線を重ね合わせたものである。前
稿では彫金の観察に重きを置いていたため、2 倍に
拡大して比較をおこなったが、実測図は等倍以下で
の提示が多いため本稿では等倍で提示している 7）。
三者の外形線をみると、いずれの手法も 1mm 未満

図1　奈良県五條猫塚古墳出土帯金具（銙6）の外形線比較（等倍）（奈良国立博物館所蔵）
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のズレにおさまっていることがわかる。
この結果だけをみると筆者の手測り実測図もなか

なかの精度をもっているように見えるかもしれない
が、今回実測図で図示したのは直接接触で計測した
部分のみである。裏面に鉄製小札が銹着しているた
め、肝心の帯金具はほとんど計測できていない。こ
れを定規やディバイダ―によって実測しつづけれ
ば、彫金はおろか透彫や鋲の位置さえ三次元計測や
高倍率写真の精度を保てないことは明白である。

ここで実測図はひとまずおくとして、三次元計測
画像と高倍率写真のズレはなぜ生じたのだろうか。
まずはどちらについても、遺物をどのように設置し、
どのように計測・撮影し、どのようにして一緒に写
し込んだスケールから寸法を割り戻したのか、さら
には前者の場合、どこを正面とみなしてオルソ画像
を作成したのか（さらにはそれらからどのように外
形線をトレースしたのか）、といった極めて個別的
かつアナログな問題を考える必要があるだろう。

それを踏まえた上で改めて図 1- ④を観察してみ
ると、中心部の外形線はおおむね一致しているのに
対し、外縁部は高倍率写真の方が若干小さく、その
ズレが一様でないことに気づく。このような誤差に
みられる一定の規則性は、仮にCTスキャナーや3D
レーザースキャナーとの精度検証がおこなわれてい
る SfM-MVS による三次元計測画像を正しい計測値
と仮定すれば、一点透視で画像を形成するため、画
角周辺部で歪みが生じやすくなる高倍率写真側に起
因している可能性が高い。レンズによる歪みの影響
は研究開始当初から想定されていたため、栗山氏は
長焦点レンズを使用し、レンズ補正を併用すること
で極力歪みを低減させる撮影方法をとっていたが、
はからずもその限界が 1mm 未満の世界で確認され
ているのだろうか。
（3）小結

SfM-MVSによる三次元計測画像、高倍率写真、手
測りによる実測図の外形線の比較を通じて、金工品
を実測する上での課題を整理した。三者の外形線が
ほぼ一致するという事実は、三次元計測画像だけで

なく、適切な方法で撮影された高倍率写真も実測図
の下図として十分機能するということを意味する。

3．触れずに実測する

（1）湯舟坂2号墳出土双龍環頭大刀
湯舟坂 2 号墳は、京丹後市久美浜町須田に所在す

る直径18mの円墳である。出土遺物から古墳時代後
期後葉（TK43 型式期）に築造されたとみられてい
る。1981 年（昭和 56）、圃場整備事業に先立つ発掘
調査が久美浜町教育委員会（現、京丹後市教育委員
会）によっておこなわれ、横穴式石室の中から双龍
環頭大刀や銅鋺、馬具、須恵器など多彩な副葬品が
出土した 8）。古墳は京都府の史跡に指定されて現地
保存されており、出土品は国の重文に指定され、京
都府立丹後郷土資料館に寄託されている。

筆者の所属する京都府立大学文学部考古学研究室
では現在、令和 2 年度京都府立大学地域貢献型特別
研究（ACTR）「丹後半島における文化遺産の地域
資源化に関する総合的研究」（研究代表：諫早直人）
のもと、京丹後市教育委員会、京都府立丹後郷土資
料館と共同で湯舟坂 2 号墳出土品の全面的な再調査
をおこなっている 9）。重文指定品の全面的な再調査
にあたって最大のネックとなったのは、湯舟坂 2 号
墳を代表する遺物で、アクリルケースに窒素封入さ
れていた双龍環頭大刀であったが、関係各機関の協
力のもと、約 20 年ぶりにアクリルケースを開封し、
点検、調査、撮影を実施することができた。

ただし、再三述べてきたように資料はすべて国の
重文であり、調査、撮影などによる負荷を最小限と
するため、考古学的調査にあたっては可能な限り接
触を減らす努力が求められた。このため滋賀県立大
学の金宇大氏が担当した双龍環頭大刀の再実測にあ
たっては、手測りのみによる従来型の実測ではな
く、事前に元興寺文化財研究所の初村武寛氏が光パ
ターン投影式 3D スキャナーによる計測データから
作成した等倍オルソ画像を下図とし、実物を観察し
ながら、補完、修正するという方法で作成した。そ
の成果については今後改めて報告の機会を設けるこ
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ととし、ここでは、今回作成した三次元計測画像を
既報告書に掲載されている写真、実測図や、栗山氏
が新規撮影した高倍率写真と比較してみたい。
（2）外形線の比較

図2は報告書に掲載されている写真（①）と実測図
（②）、高倍率写真（③）、三次元計測画像（④）を報
告書の実測図掲載サイズである 1/2 スケールで提示
したものである。報告書写真は埋蔵文化財写真技術
研究会（現、文化財写真技術研究会）の初代会長を
務めた高橋猪之介氏による撮影であり、報告書実測
図は武器の報告を担当し、その後長らく岡山大学で

教鞭を執られた新納泉氏によるものであろう。いず
れも当時において最高水準の写真、図面であり、そ
の価値は今もまったく色あせていない。なお、報告
書写真はスケール情報をもたないため、今回撮影し
た高倍率写真をもとに 1/2 スケールにサイズ調整を
している。

図 3 はそれらの外形線をトレースし、図 1 と同じ
く等倍で重ね合わせたものである。報告書実測図に
ついては等倍で作成されたであろう原図ではなく、
1/2 スケールで提示された報告書図面から再トレー
スしたため、厳密な精度比較は困難であり、参考に

図2　京都府湯舟坂2号墳出土双龍環頭大刀（環頭部分）　（S＝1/2）（京丹後市教育委員会所蔵）
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留めておく。また報告書写真は保存処理前に撮影さ
れたため、筒金具や責金具の形状がほかと大きく異
なっている。

ここで高倍率写真と三次元計測画像を比べてみる
と、環体中心部分の透かし彫りラインはおおむね一
致するのに対して、外形線については若干前者の方
が小さいことがわかる。先にみた五條猫塚古墳出土
帯金具とズレの規則性が一致することから、このズ
レはやはり、一点透視で画像を形成するため画角周
辺部で歪みが生じやすくなる高倍率写真側に起因す
る可能性が高い。

一方で三次元計測画像の外形線には実際の透かし
彫りの細部形状と明らかに齟齬をきたしている部分
が複数あることも注意すべきであろう（図 3 ▲部分
など）。その原因をここで特定することは控えるが、

いずれにせよ非接触方式で得られた点群データをも
とに生成された三次元計測画像をなぞりさえすれば
実測図が完成するわけではなく、実物の観察などを
通じた検証（確認作業）は必要不可欠といえる。
（3）小結

三次元計測画像と高倍率写真の外形線を比較した
結果、後者の画角周辺部に、歪みの影響が若干出て
いることを改めて確認した。環体横幅で三次元計測
画像108.9mm、高倍率写真107.8mm（報告書の記載
は10.8cm）という誤差をどのように評価するかは識
者の判断に委ねるが、手測りによる実測図の誤差と
は別次元のものであることだけは確かである。

なお、今回は検討を省いたが、帯金具や環頭部分
に施された彫金の微細な凹凸は、現時点ではいかな
る三次元計測方法でも十分に捉えきれていない。彫

図3　京都府湯舟坂2号墳出土双龍環頭大刀（環頭部分）外形線（等倍）
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金の観察・図化に関しては、適切なライティングで
撮られた高倍率写真に、一日の長があるといえよう。

おわりに

筆者は図化の効率化や精度向上といった観点だけ
でなく、資料への負荷軽減という観点から、金工品
の実測図作成にあたって可能な限り非接触による方
法を確立する必要があると考えており、本稿ではそ
の前提となる作業を二つ紹介した。もちろん金工品
の実測図作成にあたっては、これまでも写真からの
描き起こし（いわゆる写真トレース）が経験的にな
されてきたと思うが、そのことを明記したものはあ
まりみかけないし、レンズによる歪みの影響につい
て議論されることもなかった。比較対象が手測りに
よる実測図ではなく三次元計測画像となり、1mm以
下の彫金の加工痕跡を研究対象とするようになった
今、それぞれの計測手法の特性や限界に対する正確
な理解がこれまで以上に求められていると考える。

外形線を重ね合わせるという、いささか素朴な方
法ではあったが、その結果をもとにあれこれ思量す
る過程で、最新の機器を用いる場合でも、いかに遺
物を置き、どのような方法でスケール情報を与える
かなど、極めてアナログな問題が精度に大きな影響
を与えることが改めて明らかとなった。

前稿でも指摘したことではあるが、彫金技術を細
大漏らさず記録する高倍率写真、立体形状をそのま
ま記録する三次元計測、研究者の必要な情報を取捨
選択して記録する実測図、いずれの手法にも長所と
短所（限界）がある。ただ、それぞれの手法の適性を
見極め、何よりも資料を徹底的に観察し、記録すべ
き情報を明確化することで、いずれもが実物に取っ
て代わる「唯一無二の二次資料」になりえる点を改
めて強調しておきたい。現在の国境にとらわれない
広域での比較が可能な遺物でありながらも、実物の
観察に様々な障壁がある金工品研究の進展には、そ
の時代における最高水準の精度で「唯一無二の二次
資料」を作成し、得られたデータを国や機関、個人
を超えて広く共有する努力が必要不可欠であること

を強調し、本稿を擱筆する。
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ける文化遺産の地域資源化に関する総合的研究」および

JSPS科研費18K01083、18H00741の成果の一部である。本

稿の作成やデータの掲載にあたっては、栗山雅夫氏、初村

武寛氏、金宇大氏をはじめとする上記研究メンバーや遺

物を所蔵・保管する奈良国立博物館と京丹後市教育委員

会、京都府立丹後郷土資料館の全面的な協力を得た。また

図3のトレースについては内藤京氏の助力を得た。ここに

記して感謝の意を表したい。なお本稿は、新型コロナウイ

ルス感染症拡大の影響で中止となった令和 2 年度文化財

担当者専門研修「報告書デジタル作成課程」の講義資料と

して準備していたものであることを明記しておく。

【補註および参考文献】
１）	濱田耕作は考古学的調査の記録について、「宜しく写

真、図画等の及ばざる所を、文字を以て補足するの態

度を取る可きなり」と説く（濱田耕作　1922『通論考

古学』大鐙閣、115-116頁）。

２）	鈴木勉　2010『「漢委奴国王」金印・誕生時空論―金

石学入門Ⅰ　金属印章篇―』雄山閣

３）	奈良県教育委員会　1962『五条猫塚古墳』

４）	奈良国立博物館　2013～2015『五條猫塚古墳の研究』

５）	諫早直人・栗山雅夫（編）　2018『古代東北アジアに

おける金工品の生産・流通構造に関する考古学的研

究』奈良文化財研究所

	 （http://doi.org/10.24484/sitereports.71203）

６）	諫早直人・山口欧志・栗山雅夫　2018「金工品・彫

金技術の記録、計測と今後の課題」『古代東北アジア

における金工品の生産・流通構造に関する考古学的

研究』奈良文化財研究所

７）	本資料の場合、報告書では1/2スケールで図示されて

いる。

８）	久美浜町教育委員会　1983『湯舟坂2号墳』

９）	諫早直人（編）　2021『地域資源としての湯舟坂 2 号

墳』京都府立大学文学部考古学研究室

89デジタル技術を利用した金工品の実測図作成法試論



1．はじめに

（1）国立国会図書館とは
日本で唯一の国立図書館である国立国会図書館

（以下「NDL」という。）は、「図書及びその他の図
書館資料を蒐集し、国会議員の職務の遂行に資する
とともに、行政及び司法の各部門に対し、更に日本
国民に対し、この法律に規定する図書館奉仕を提供
することを目的」（国立国会図書館法第 2 条）とし
て 1948 年に設置された。国内で発行された全ての
出版物を、NDL に納入することを義務付ける「納
本制度」を基に、我が国の出版物を中心に国内外の
資料・情報を広く収集してきた。納本された出版物
は、日本国民の知的活動の記録として現在と未来の
読者のために、国民共有の文化的資産として永く保
存されている。
（2）発掘調査報告書の所蔵・提供状況

近年では、文化財担当者の方の納本制度への理解
も深まり、例えば埋蔵文化財の発掘調査報告書で
は、文化庁の「埋蔵文化財関係統計資料」で示され
た刊行数に対して、約9割が納められている 1）。

納本された報告書は、利用に供するために書誌
データが作成される。基本的に日本十進分類法

（NDC）上では「210.0254（発掘調査報告書）」に分
類され、「国立国会図書館オンライン」 2）などの蔵書
検索サービスで検索できるようになり、NDL 館内
や日本全国の図書館間貸出制度 3）に加入している図

書館で利用可能となる。なお、この書誌データは、
国立国会図書館オンラインから誰でもダウンロード
し、利用することが可能である。
（3）国立国会図書館の電子図書館事業

NDLでは、納本制度に基づき収集した出版物の提
供サービスだけではなく、利用者が必要な情報に迅
速かつ的確にアクセスできるよう、インターネット
を介してサービスを行う電子図書館事業も積極的に
推進している。

電子図書館事業は現在では多様な事業・サービ
ス 4）を展開しており、文化財担当者にも有用なサー
ビスは多い。本稿ではその中から、デジタル資料

（紙媒体をデジタル化した資料や電子書籍・電子雑
誌）を検索・閲覧できるサービスである「国立国会
図書館デジタルコレクション」 5）（以下「デジタルコ
レクション」という。）及び日本国内のウェブサイト
を収集・保存する事業である「国立国会図書館イン
ターネット資料収集保存事業」 6）（以下「WARP」と
いう。）について概説する。

2．国立国会図書館デジタルコレクション

（1）事業概要
〈沿革〉

NDLの電子図書館事業は、「どこでも、いつでも、
だれでも」をキーワードに、人々が必要な知識や情
報を入手できる電子図書館サービスの実現を目指し
た「電子図書館構想」（1998年） 7）の策定から始まっ

文化財業務で使える国立国会図書館の電子図書館事業
大森穂乃香・中村魁（国立国会図書館）

Cultural Resource Managers and the Digital Collections of the National Diet Library 
Omori Honoka（National Diet Library）

Nakamura Kai（National Diet Library）

・国立国会図書館デジタルコレクション／National Diet Library Digital Collections 
・国立国会図書館インターネット資料収集保存事業（WARP）／Web Archiving Project （WARP）
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た。同構想などに基づき、蔵書のデジタル化を推進
し 8）、インターネット上の情報資源であるウェブサ
イトや電子書籍・電子雑誌の収集・保存にも努め
た。利用者向けの電子図書館サービスについても、
デジタルコレクションの前身となる「貴重書画像
データベース」（2000～11年）、「近代デジタルライ
ブラリー」（2002～16年）、「児童書デジタルライブ
ラリー」（2003～11年）などのサービスを次々に開
始した。

デジタルコレクションは、2011 年から開始した
サービスである（図1）。前身となる各種サービスを
統合し、一元的に資料を検索できる環境を整え、収
録コレクションも着実に増やして、現在に至ってい
る。

〈収録コレクション、収録点数〉
2020年11月現在、デジタルコレクションには410

万点以上の資料が収録されている（表 1）。コレク
ションの構成は、既存の紙媒体の資料をスキャナな
どでデジタル化した「デジタル化資料」とインター
ネット上で公開された PDF ファイル等の刊行物を
収集した「電子書籍・電子雑誌」とに大別される。

内訳としては、デジタル化資料は、図書約97万点、
雑誌約134万点、古典籍約9万点、博士論文約22万
点などを収録している。地図資料や戦後の日本占領
に関するアメリカ公文書などを集めた日本占領関係
資料など特定分野のコレクションも多数提供されて
いる。電子書籍・電子雑誌は、白書、年鑑、報告書、
広報誌、雑誌論文などを中心に約 129 万点を収録し
ている。

〈公開範囲〉
現在、これらの資料のうちデジタル化資料は、「イ

ンターネット公開」「図書館送信」「国立国会図書館
内限定」の3つの公開範囲で提供している 9）。当初は
著作権などの権利状況に問題ないことが確認できた
ものをインターネットで公開し、それ以外のものは
NDL（東京本館・関西館・国際子ども図書館）館内
限定での公開としてきた。しかしながら、2012年の
著作権法改正により、「絶版その他これに準ずる理由
により一般に入手することが困難な図書館資料」と
判断されたものに関しては、全国の図書館などに送
信し、閲覧・複写サービスを行うことが可能となっ
た。このサービスを「図書館向けデジタル化資料送
信サービス」と呼ぶ（以下「図書館送信」という。）。
このサービスを利用することによって図書館送信
参加館ではインターネット公開資料約 165 万点に加
え、図書館送信資料約 150 万点を閲覧することがで
きる。2014年に運用を開始し、その参加館数は2020
年 11 月現在 1,236 館に上り、全国の身近な図書館で
NDLの資料を閲覧できる環境が整ってきている 10）。
（2）検索方法

デジタルコレクションに収録された資料を検索す
る一般的な方法は、「キーワード検索」である（図2）。
これはトップページなどに表示されている検索
フォームを利用する簡易検索で、検索したいキー
ワードを入力すれば、そのキーワードを含む資料が
一覧として表示される。検索フォーム下のチェック
ボックスで「インターネット公開」など資料の公開
範囲を指定した検索も可能である。

しかし、この方法はキーワードによっては検索結
果が膨大となることもあり、必要な資料を探しづら
い。そこで、より効率的に資料を見つける方法とし
て紹介したいのが、「ファセット機能」「詳細検索」

「1クリック検索」の3点である。

図１　デジタルコレクショントップ画面

図2　キーワード検索画面
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収録コレクション
収録点数

（）内はインターネット
公開資料

収録内容

図書 97万（35万）
・�NDLが1968（昭和43）年までに受け入れた戦前期・戦後期刊⾏図書、議会資料、法令

資料及び児童書
・�NDLが所蔵する震災・災害関係資料の⼀部（1968年以降に受け⼊れたものを含む。）

雑誌 134万（1万）NDLが所蔵する雑誌、児童雑誌からデジタル化した資料

古典籍資料（貴重書等） 9万（7万）NDLが所蔵する貴重書・準貴重書を始めとした江⼾期以前の和古書、清代以前の漢籍な
どからデジタル化した資料

博⼠論⽂ 22万（1万）・1990（平成2）～2000（平成12）年度に送付を受けた博士論⽂
・�2013（平成25）年度以降に学位授与され、NDLが電⼦形態で収集した博⼠論⽂

官報 2万（2万）1883（明治16）年7⽉2⽇から1952（昭和27）年4⽉30⽇までの官報

憲政資料 0.6万（0.5万）NDL憲政資料室で公開している、近現代の⽇本の政治家・官僚・軍⼈などが所蔵してい
た資料を旧蔵者別に整理したコレクションのうちの⼀部

⽇本占領関係資料 7万（6万）NDL憲政資料室で公開している、戦後の⽇本占領に関するアメリカ公⽂書等のうちの⼀
部

プランゲ⽂庫 4万 ⽶国メリーランド⼤学で所蔵している、戦後 GHQ が検閲のために集めた⽇本国内出版
物。そのうち、デジタル化してNDLで収集した図書・雑誌

録⾳・映像関係資料 - 歴史的⾳源、録⾳資料、映像資料、脚本、⼿稿譜及び科学映像に含まれる資料

 歴史的⾳源 5万（0.5万） 1900年代初めから1950（昭和25）年頃までに国内で製造されたSP盤及び⾦属原盤等に収
録された、⾳楽・演説等の⾳源をデジタル化した資料

 録⾳資料 0.6万 NDL が所蔵するカセット及びソノシートをデジタル化した⾳源及び付属する資料（別
冊、ジャケット、盤⾯等）の画像

 映像資料 100 NDL が所蔵する LD からデジタル化した映像及び付属する資料（別冊、ジャケット、盤
⾯等）の画像

 脚本 0.3万（7）⽇本脚本アーカイブズ推進コンソーシアムからNDLに寄贈された1980（昭和55）年以前
の放送脚本（テレビ・ラジオ番組の脚本・台本）のうち、デジタル化した資料

 ⼿稿譜 100 NDLが収集した明治期以降の⽇本⼈作曲家の⼿稿譜及びその関連資料のうち、デジタル
化した資料

地図 600 NDLが所蔵する⼤正後期から昭和前期までに国内で刊⾏された地図からデジタル化した
資料

特殊デジタルコレクション 200（200）⼀括でNDLに寄贈・収蔵されるなど、資料群としての由来があり、一まとまりで維持・
管理されてきた資料

他機関デジタル化資料 - 科学映像、東京⼤学附属図書館デジタル化資料、愛・地球博、内務省検閲発禁図書及び
⽯巻⽇⽇新聞コレクションに含まれる資料

 科学映像 300
NPO法⼈科学映像館を⽀える会が発掘し、フィルムからデジタル化した科学映像や記録
映像のうち、同会からNDLに提供された作品。1950年代から1990年代に製作された映像
作品が中⼼

 �東京⼤学附属図書館 
デジタル化資料 11 東京⼤学附属図書館が所蔵する資料で、NDLが所蔵していない資料をデジタル化した資

料

 愛・地球博 300（14）地球産業⽂化研究所（GISPRI）がデジタル化した、2005（平成 17）年⽇本国際博覧会
（愛・地球博）に関する資料

 内務省検閲発禁図書 0.1万（300）旧内務省が旧出版法（1893（明治 26）年制定）に基づいて検閲を実施・保管し、戦後⽶
軍が接収し、現在⽶国議会図書館（LC）が収蔵している資料のうちデジタル化した資料

 ⽯巻⽇⽇新聞 6（6）⽯巻⽇⽇新聞社により、東⽇本⼤震災後に発⾏された2011（平成23）年3⽉12⽇〜3⽉
17⽇分までの壁新聞

点字データ 0.2万（0.2万）NDLが視覚障害者等⽤データの収集事業の中で各機関から収集した点字データ

電⼦書籍・電⼦雑誌 129万（112万）
NDLが収集したインターネット上の刊⾏物（ウェブサイトに掲載された⽩書、年鑑、報
告書、広報誌、雑誌論⽂など）、オンライン資料収集制度に基づき収集した資料及びNDL
刊⾏物

合計 410万（165万）

表１　収録コレクションの概要（2020年11月現在）
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まず、ファセット機能である。これはキーワード
検索ののち、検索結果を絞り込む機能のことで、検
索結果一覧画面の左側に表示された「絞り込み」欄
を利用する（図3）。公開範囲や出版年、デジタル化
資料ならば「図書」「雑誌」などのコレクション、電
子書籍・電子雑誌ならば「国の機関」「地方公共団
体」などの提供機関といった条件を選択して検索す
ることができる。また、NDC分類を利用すれば、「歴
史」「社会科学」「技術」など資料内容の分野による
絞り込みも可能である 11）。

次に詳細検索である。これは、あらかじめ検索条
件を細かく指定した上で検索する方法で、トップ
ページの検索フォームの横にある「詳細検索」ボタ
ンをクリックすると、詳細検索のページに遷移する

（図 4）。詳細検索では、公開範囲やコレクションに
加え、著者や出版者、出版年月日などを指定して検
索することができる。複数の項目の条件を組み合わ

せて一度に検索できることが詳細検索の強みで、駆
使すれば的確な検索結果を得ることができる。

最後に、1 クリック検索である。これはデジタル
コレクションに収録しているコンテンツを様々な切
り口から検索できるよう作成されたツールである。

「地域の歴史に関する資料」や「統計、年鑑、索引、
辞書等の検索」「電子書籍・電子雑誌 発行元公的機
関別検索」など様々なテーマに基づいて、その資料
を探しやすいよう設定したページが用意されてい
る。トップ画面右下の「便利ツール（1 クリック検
索）」から利用することができる 12）。

例えば、「地域の歴史に関する資料」では、地域の
歴史に関する資料を、都道府県ごとに分類された一
覧から1クリックで検索することができる（図5）。

（3）実際に資料を探してみる
ここで、文化財に関する報告書を例に、デジタル

コレクションで検索してみよう。
まず、キーワード検索で「文化財　報告書」と入

力し検索すると、約 12,000 件もの資料が見つかり、
このままでは必要としている資料にたどり着くのは
難しい（図6）。そのため、ファセット機能で絞り込
みを行う。

図３　ファセット機能（絞り込み欄） 図５　1クリック検索「地域の歴史に関する資料」

図４　詳細検索画面 図６　「文化財　報告書」をキーワードとした検索結果
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探したい資料の出版年が判明していれば、該当の
出版年を選択すると資料にたどり着きやすくなる。
例えば、1950年代出版の報告書を探したければ、出
版年の「1950～1959」を選択すればよい。

また、電子書籍・電子雑誌の場合は、発行機関ご
とに検索ができる。例えば、大学など学術機関発行
の報告書を探したい場合は「学術機関」を選択する。

以上の手順を踏むことで、探したい報告書にたど
り着きやすくなるだろう。

3．�国立国会図書館インターネット資料
収集保存事業（WARP）

（1）事業概要
〈目的、沿革〉

インターネットの普及に伴い、ウェブサイトに掲
載される情報は増加の一途をたどり、その中には有
用なものも多い。また、紙媒体の情報と比べ、温湿
度の影響や虫損などの環境による劣化のリスクには
さらされにくい。しかし同時に、ウェブサイトの更
新や削除により、容易かつ迅速に消失しやすい側面
も持つ。ウェブサイト上の情報をそのような状況
から守り、後世に伝える役目を果たしているのが
WARP 13）である（図 7）。WARP は日本国内のウェ
ブサイトなどの「インターネット資料」をコピーし
て収集し、それらを保存・公開している。2002年に
実験事業として開始し、本格的な事業化は2006年で
ある。

〈収集対象〉
WARP の収集対象とする国内のウェブサイトの

うち、公的機関（省庁・地方自治体・独立行政法
人・国公立大学等）のウェブサイトについては、
2009年の国立国会図書館法の改正により、同法第25
条の3を根拠とし、網羅的に収集・保存している。つ
まり、公的機関のウェブサイトは、「納本制度のウェ
ブサイト版」といえる制度に基づき収集を行ってい
る。

一方、民間のウェブサイトについては、こうした
制度はなく、個別に許諾を得て収集・保存してい
る。また、民間のウェブサイトは無数に存在し、全
ての許諾を得ることはできないため、公益性の高い
ウェブサイトを中心に収集している。具体的には、
私立大学、公益法人、学協会、業界団体、文化施設、
政党、国際的・文化的イベント、東日本大震災に関
するウェブサイトなどを主な対象としている。
〈収集方法、収集頻度〉

ウェブサイトの収集は、収集ロボット（クローラ）
と呼ばれる自動プログラムを用いて、機械的に実施
している。収集したウェブサイトは、NDL 職員に
よる確認・調整作業を経て、おおむね収集の翌月の
下旬に公開している。基本的に元のウェブサイトを
そのまま再現する形で保存しているが、中には、収
集する際の技術的な問題などにより、動画や画像な
どが収集できないものや収集しても表示できないも
の、ウェブサイトのデザインが崩れて再現できない
ものもあり、調整作業を経ても修正できないものも
一部存在する。

収集頻度は、省庁等の国の機関が月 1 回、地方自
治体・独立行政法人・国公立大学が年 4 回、民間は
年1～4回程度である。ただし、大規模災害など重要
な出来事が発生した際は、通常の収集に加え臨時で
収集を行うことがある 14）。
〈収集状況〉

2020年 10月末現在、WARPが収集したウェブサ
イトは約12,700件である。このうち、公的機関は約
5,800件、民間は約6,900件を収集している。総データ図7　トップ画面
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容量は約1.9ペタバイトである。画像やHTML、PDF
などを含めたファイル数は、約95億ファイルである

（表2）。

〈公開範囲〉
インターネットを通じた NDL 館外での公開及び

NDL館内での紙への印刷については、公的機関・民
間のどちらについても、許諾を得る必要がある。許
諾が得られなかったものは、NDL館内の端末でのみ
閲覧できる。現在のところ、インターネットを通じ
て閲覧できるサイトは、メタデータが付与されたタ
イトル単位で約8割である。
（2）利用方法

WARPでウェブサイトを検索する際には、コレク
ション検索とキーワード検索の2つの方法がある。
〈コレクション検索〉

コレクション検索とは、収集対象のウェブサイト
を 8 つの分類により検索するものである。例えば、

「自治体」のコレクションでは都道府県ごとに、「イ
ベント」では映画・音楽・スポーツなどのイベント
の内容ごとに区分され、目的のサイトを探すことが
できる。また「その他」には、企業・業界団体のウェ
ブサイトや、東日本大震災の被災地支援に携わるボ
ランティア団体のウェブサイトなどが含まれる。一
方で、「法人・機構」や「大学」については、財団法
人・社団法人や、地域別・国公私立の別ごとに細分
化されていないため、次に挙げるキーワード検索を
使用することが望ましい。
〈キーワード検索〉

トップ画面のキーワード検索窓及び詳細検索画面
においては、語句や URL を入力してキーワード検
索を行うことができる。検索ボタンをクリックする

と、メタデータ検索と本文検索の 2 種類の検索が実
行され、各々のタブに検索結果が表示される。どの
検索画面に何を入力するかにより、様々な検索方法
があるが、ここでは以下の4つの方法を紹介する。

①トップ画面のキーワード検索窓に語句を入力する
例えば、「平城宮跡資料館」と入力すると、本文検

索の結果として約 41,000 件が表示される（図 8） 15）。
検索結果は、適合度順・ページタイトル順・保存日
順に並べ替えることができ、デフォルトの適合度順
の場合は同資料館のページにすぐにたどり着くこと
ができる。

②トップ画面のキーワード検索窓に、閲覧したい
ページのURLを入力する

①と同様、平城宮跡資料館のウェブサイトを見る
場合を例とする。同資料館の URL（https://www.
nabunken.go.jp/heijo/museum/index.html）を入力

表2　収集状況（2020年10月末時点）

図8　検索方法①の例（本文検索結果）

図9　検索方法②の例（本文検索結果）
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すると、本文検索の結果として約 220 件が表示され
る（図9） 16）。この結果には、同URLが本文中に含ま
れるウェブサイトも含むため、平城宮跡資料館以外
のウェブサイトも表示される。

③詳細検索画面（図 10）の「タイトル」の項目に、
語句を入力する

この方法では、本文検索は行われず、メタデータ
のみを検索することができる。また、メタデータが
付与されたタイトルのみが対象となる。例えば、奈
良文化財研究所（以下「奈文研」という。）のウェ
ブサイトを検索したい場合は、上位組織の国立文化
財機構のサイトの一部として WARP に収録されて
いるため、奈文研のウェブサイトをこの方法によっ
て表示するには、「国立文化財機構」と入力して検
索（図11）し、同機構のメタデータ（図12・13）か
ら同機構ウェブサイト経由でアクセスする必要があ
る。

メタデータ検索を行った場合、検索結果画面に表
示される各メタデータのリンクをクリックすると、
メタデータ画面に遷移する。この画面では上部にメ
タデータ（図12）が、下部に当該ウェブサイトの保
存日の一覧（図13・14）が表示される。各ページの
リンクの右横には、「本文検索可」ボタン及び館内限
定公開を示す表示（インターネット公開の許諾が得
られていない場合のみ、図14）が示される。

図10　詳細検索画面

図12　国立文化財機構のメタデータ

図13　国立文化財機構ウェブサイトの保存日一覧

図11　検索方法③の例（メタデータ検索結果）

図14　館内限定公開の表示がある例（奈良県）
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④詳細検索画面の「ページURL」の項目に、閲覧し
たいページのURLを入力する

特定のウェブサイトのみを検索結果として表示し
たい場合には、この方法が最も適している。奈文研
の URL（https://www.nabunken.go.jp/）を入力す
ると、奈文研のウェブサイトのみが検索結果に表示
される（図15）。

収集されたページには、上部に WARP により収
集されたことを示す青色のバナーが表示され、オリ
ジナルのページと誤認することを防いでいる（図
16）。このバナーには保存日及び収集されたページ
のURLが表示されるだけでなく、右端のプルダウン
メニューから、同じURLの違う保存日のページを選
択して移動することができる。
（3）�WARPで収集した文化財・歴史研究関連の

ウェブサイト
本節では、これまで WARP が収集したウェブサ

イトの中から、文化財や歴史研究に関係するウェブ

サイトの収集状況をいくつか紹介する。
一点目は、都道府県の埋蔵文化財センターのウェ

ブサイトである。各都道府県に存在する埋蔵文化財
センターには、自治体が運営するものと財団法人な
どの民間団体が運営するものとに大別される。前者
は、国立国会図書館法第25条の3の規定に基づく収
集の対象に含まれているため、基本的に全て収集し
ている。一方、後者は、許諾が得られた場合のみ収
集するため、未収集のものも存在する。現在WARP
では、自治体とドメインが共通するものや、自治体
のウェブサイト内に含まれるものも含め、31都道府
県の埋蔵文化財センターのウェブサイトを収集して
いる。

二点目は、学協会のウェブサイトである。従来か
らも学協会のウェブサイトは収集しているものの、
史学の学協会は数少ない。データベース「学会名
鑑」 17）において史学の学協会は70件挙げられている
が、うちWARPで収集しているのは2020年11月末
時点で日本考古学協会のみである。このため NDL
では、本年度から学協会のウェブサイトの収集を拡
充すべく、順次許諾依頼を行っている。今後は、史
学の学協会を含め、収集サイトは増加する見込みで
ある。

三点目は、科学研究費助成事業のウェブサイトで
ある。WARP では、新学術領域研究の研究種目に
属する研究のウェブサイトを収集しており、「科研
費ウェブサイトコレクション」 18）として掲載してい

図15　検索方法④の例（本文検索結果）

図16　収集したページ画面とWARPバナー 
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る。人文・社会系の研究も対象としているが、全体
で268件 19）存在するのに対し、WARPで収集してい
るウェブサイトは13件のみである。数が少ない原因
としては、国公立大学のドメインの下で公開されて
いないサイトで発信者からの許諾がないためという
ことや、サイトが開設されていないケースが多いた
めということが考えられる。研究期間が終了しても
過去の研究を振り返るために貴重なツールであるた
め、研究成果をウェブサイトにまとめ、WARP に
よる収集ができるようにしていただければ幸いであ
る。
（4）WARPの利活用

本章の冒頭でも触れたように、ウェブサイトの情
報は頻繁に更新されたり、削除されたりすることが
多い。文化財担当者の方も、インターネットを使っ
て調べものをしている際に、探しているページが

「Not found」と表示されて困った経験をされたこと
があるかもしれない。今後はそうした場合は、是非
WARP で該当ページが保存されていないか検索し
ていただきたい。

また近年では、収集対象の機関が積極的にWARP
で収集した情報を活用している事例が増えている。
主な利活用方法としては、各機関のウェブサイトの
構成をシンプルなものに整理し、サーバーのスト
レージ容量を節約する目的で、古い情報を WARP
で収集した情報にリンクさせる事例が多く見受けら
れる 20）。文化財関連機関でウェブサイトを運営して
いる場合は、是非こうした方法により WARP を活
用してみてはいかがだろうか。
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６）	https://warp.da.ndl.go.jp/

７）	https://dl.ndl.go.jp/view/download/digidepo_1000791_

po_ndlelc-jpn.pdf?contentNo=1

８）	 2009年度には補正予算として127億円が計上され、大

規模デジタル化を行い、収録点数が大幅に増加した。

９）	電子書籍・電子雑誌は「インターネット公開」「国立

国会図書館内限定」の 2 つの公開範囲で提供してい

る。

10）	「図書館向けデジタル化資料送信サービス」の参

加館一覧は下記ページで確認することができる。

（https://dl.ndl.go.jp/ja/soshin_librarylist.html）

11）	ただし、資料によってはNDC分類が付与されていな

いことがある。

12）	https://dl.ndl.go.jp/ja/tool.html

13）	NDL が国の機関のサイトの残存率を調査した結果、

2015年時点で 2010 年に存在していたURLの 6 割が消

失していた。（NDL「国の機関サイトの残存率」2016.1.20, 

https://warp.da.ndl.go.jp/contents/reccommend/

collection/linkrot.html）

14）	一例として、2020 年の 2 月からの新型コロナウイルス

感染症の拡大を受けたものが挙げられる。公的機関・

民間の関連するウェブサイトに対し、通常より頻度を

高めて臨時の収集を行った。（NDL「今月の特集（2020

年5月）－新型コロナウイルス感染症－」, https://warp.

da.ndl.go.jp/contents/special/special202005.html）

15）	同じ URL のページであっても、保存された日付が異

なると1件として表示される。また、実際に画面に表

示されるのは最大で1,000件までである。

16）	この検索窓は完全一致検索であるため、入力する際

には閲覧したいウェブサイトの URL の末尾までを
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含める必要がある。また、「https://www.nabunken.

go.jp/」又は「www.nabunken.go.jp/」と入力した場

合は、トップページのみが検索結果として表示され

る。

17）	https://gakkai.jst.go.jp/gakkai/

18）	WARPトップ画面の「特色あるコレクション」内に掲

載されている。（https://warp.da.ndl.go.jp/contents/

reccommend/collection/kaken.html）

19）	科学研究費助成事業データベース（https://kaken.

nii.ac.jp/ja/）にて、研究種目を「新学術領域研究（研

究領域提案型）」、審査区分 / 研究分野を「審査希望部

分（新学術領域研究）」内の「人文・社会系」として検

索（アクセス日2020年12月7日）。

20）	NDL「WARP活用術：古いページはWARPへリンク」

	 （https://warp.da.ndl.go.jp/contents/reccommend/

utilization/warplink.html）及びNDL「今月の特集（2020

年 10月）－こんな所にWARP へのリンク－」（https://

warp.da.ndl.go.jp/contents/special/special202010.html）
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1．はじめに

デジタルデータのアーカイブは、長期的取り組
みで息の長い活動となる。デジタルデータの長期
保管と公開には、アーカイブを実務的に担う組織
と運用の安定が必要である。いかに持続可能なプ
ロセスを構築し、安定的な組織運営を実現できる
かが肝となるだろう。本稿では、考古学データ
アーカイブの先進組織であるイギリスヨーク大学
の Archaeology Data Service（以下、ADS）の事
例を紹介する。主にJulian D. Richardsの「Twenty 
Years Preserving Data: A View from the United 
Kingdom」（Richards 2017）から重要箇所をピック
アップし、紹介する。

2．ADSの概要

ADSは、イギリスの考古学デジタルデータのアー
カイブ組織であり、世界で最も長い歴史を持つ考古
学データリポジトリである。1996 年に 2 名のスタッ
フと年間 6 万ポンドの予算で設立された。2017 年時
点で 14 名のスタッフがおり、年間予算が 75 万ポン
ドである。収入は、欧州委員会と Historic England
からプロジェクト資金と研究開発助成金を得てい
る。開発事業に伴うデータ受入の収入も年々増加し
ている。

3．データ保持量

2016 年 10 月 時 点 で、ADS は 12TB の 2,143,497
ファイルを保持している。それらのファイルフォー
マットはマイグレーションされ、新しいソフトウェ
アでの再利用性が保証されている。これらのプロセ
スはISO14721（デジタル情報の長期保存アーカイブ
システムに関する枠組みを規定した国際標準規格）
である OAIS 参照モデルに準拠している。OAIS 参
照モデルによってデジタルアーカイブシステムとし
ての要件を担保しているといえる。

4．灰色文献

イギリスでは、開発に伴う調査報告が、従来の報
告書出版のペースを上回っている。調査報告は、クラ
イアント用と HER （Historic Environment Record） 
あるいは SHPO（State Historic Preservation Office）
向けに1つあるいは2つ作られる。これらは出版され
ないため、研究者がアクセスすることは難しく、灰色
文献と呼ばれる。灰色文献とは、『図書館情報学用語
辞典 第5版』による定義では、「書誌コントロールが
なされず，流通の体制が整っていないために，刊行や
所在の確認，入手が困難な資料．政府や学術機関など
による非商業出版物」である。灰色文献の中でも公開
度合いや入手の容易さから薄い灰色（Light Gray）、
灰色（Medium Gray）、濃い灰色（Dark Gray）に区
分けされる（池田 2012）。例えば会議資料であれば、

考古学デジタルデータのアーカイブにおけるビジネスモデル
－イギリスADSの事例から－

高田祐一（奈良文化財研究所）

Business Models for Archaeological Digital Data Archiving: A Case Study of ADS, UK 
Takata Yuichi（Nara National Research Institute for Cultural Properties）

・デジタルデータ／Digital data・ビジネスモデル／Business model 
・考古学リポジトリ／Archaeological repository・投資／Investments 

・灰色文献／Gray literature
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Webで公開された場合は薄い灰色（Light Gray）、参
加者配布のみであれば濃い灰色（Dark Gray）、その
中間が灰色（Medium Gray）となる。

限定的な発行であっても調査成果の報告書をオン
ラインで公開し、DOIを付与することで、アクセス
性を向上させることができる。2016 年 12 月時点で、
ADS にはオンライン利用可能な報告が 40,338 件あ
り、月 200 件のペースで増加している。オンライン
利用の主な要因は、発掘調査担当者自身がオンライ
ンで業務推進するニーズがあったからである。これ
らの報告は伝統的な雑誌の出版よりはるかにアクセ
スされやすくなった。

5．�デジタルデータの長期保管費用は誰
が負担するのか？

多数の国では、開発に際しての発掘の調査費用は
原因者が負担するという原則がある。イギリスで
は、遺物・記録類・写真・図面などの物理的な長期
保管費用も負担の対象となっている。イギリスおよ
びアメリカでは、デジタルデータの長期保管費用も
原因者負担の対象となる。調査が完了した後、デジ
タルデータを、ADS にデータを引き継ぐとともに
データ保管料を支払う。そして、デジタルデータ
は、オープンデータとして無償で公開される。支
払いは 1 回限りであるが、必要に応じてマイグレー

ションされ、適切に管理される。データ保管料は、
大規模なプロジェクトであれば、プロジェクト予算
全体の1％未満となる。必要費用の算出は「Costing 
Calculator」https://archaeologydataservice.ac.uk/
easy/costingCalculator.xhtml　で算出可能である

（図1）。

6．ADS事業の経済的リターン 

JISC （Joint Information Systems Committee）
は、ADS が管理するデジタルデータの経済的価値
を測るため、専門家に委託して定量的調査を実施し
た（Beagrie and Houghton 2013）。投資に対して
大きな経済的リターンが発生することがわかった

（図2）。要点は下記の通りである。
・�ADS への投資費用は、年間 120 万ポンドであ

る。69万8,000ポンドがADS予算で、46万5,000
ポンドがデータ保管収入である。直接的な利用
価値は 140 万ポンドで、ADS 予算の 2 倍以上の
価値がある（図3）。

・�利用ユーザが ADS へのアクセスに支払っても
良いと考えている金額は年間 110 万ポンドであ
る。もしユーザが ADS へのアクセスが不可と
なった場合、ユーザの補償はいくら必要かとい
う問いに対し合計が年間 740 万ポンドとなった

（図4）。
・�ADS のユーザーコミュニティへの貢献は、教

育や研究の効率化への影響という観点から、少
なくとも年間 1300 万ポンドから年間 5,800 万
ポンドにもなる可能性がある（図5）。

・�ADS データを活用することで、1 週間 1 人あた
り7時間の研究の時間を効率化できる。

・�ADS が保有データへの投資を促進することで、
追加のリターンが実現される可能性があり、30
年間で 240 万～ 970 万ポンドとなる。投資に対
して、2.1倍から8.3倍のリターンがある（図6）。

つまり、データ保存には費用が掛かるものの 1 ポ
ンドの投資に対し、8.3ポンドのリターンが発生する
のである。図1　データアーカイブの費用見積もりサイト
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7．まとめ

本稿は以下の点に集約される。
・�イギリスの考古学デジタルアーカイブ機関であ

るADSは、1996年に2名のスタッフでスタート
し、2017 年には 14 名のスタッフと年間予算が
75万ポンドである。

・�アクセスが困難であった発掘報告は灰色文献で
あったが、オンライン公開が進み、現在月に200
件のペースで増加している。

・�デジタルデータの長期保管費用は、開発原因者
が負担する。データ保管費用が deposit として
ADS に支払われ、ADS がデジタルデータを長

図2　ADSの経済的価値と効果
　　　�（出典：Beagrie, Neil, and Houghton, John 2013 The 

Value and Impact of the Archaeology Data Service. 
A Study and Methods for Enhancing Sustainability. 
Electronic document, http://repository.jisc.ac.u//
prin/509）

図3　年間投資額と利用価値
　　　�（出典：Beagrie, Neil, and Houghton, John 2013 The 

Value and Impact of the Archaeology Data Service. 
A Study and Methods for Enhancing Sustainability. 
Electronic document, http://repository.jisc.ac.u//
prin/509）

図4　ユーザのADSへのアクセスの年間価値
　　　�（出典：Beagrie, Neil, and Houghton, John 2013 The 

Value and Impact of the Archaeology Data Service. 
A Study and Methods for Enhancing Sustainability. 
Electronic document, http://repository.jisc.ac.u//
prin/509）

図5　効率化を可能とするADSの年間価値
　　　�（出典：Beagrie, Neil, and Houghton, John 2013 The 

Value and Impact of the Archaeology Data Service. 
A Study and Methods for Enhancing Sustainability. 
Electronic document, http://repository.jisc.ac.u//
prin/509）

図6　投資に対する年間のリターン
　　　�（出典：Beagrie, Neil, and Houghton, John 2013 The 

Value and Impact of the Archaeology Data Service. 
A Study and Methods for Enhancing Sustainability. 
Electronic document, http://repository.jisc.ac.u//
prin/509）
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期保管する。
・�データ保存には費用が掛かる。しかし、1 ポン

ドの投資に対し効果として 8.3 ポンドの価値を
見込める。
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1．はじめに

2020 年 3 月、アメリカのスミソニアン博物館が
所蔵品の 3D データを公開したことに象徴されるよ
うに、2020 年は世界的にみて 3D データの公開が目
立った年といってよいだろう。一方、日本の博物
館・美術館（以下、あわせてミュージアムと称する）
においては、国立博物館を中心とした所蔵品画像
の公開が進められつつあるとはいえ、3D データに
関する動きは残念ながら低調といわざるを得ない。
ニーズが集中する画像利用に比重を置いた結果とみ
られるが、そう遠くない時期に 3D デジタルアーカ
イブが現実化すると期待される。

大阪歴史博物館では2019年に3Dモデルの販売・
共有サイト Sketchfab を使った所蔵品の 3D モデル
公開を実施した。この小文は、Sketchfab というプ
ラットフォームの簡単な紹介をはじめ、その利用を
進めていく過程で筆者が感じたことについてまとめ
たものである。一つの事例として気楽に読んでいた
だければ幸いである。

2．前提

まず前提として、大阪歴史博物館における収蔵品
情報の公開状況と、外部利用者による収蔵品情報の
提供実態を示しておこうと思う。

大阪歴史博物館は、大阪市立博物館を母体としつ
つ、2001 年にリニューアルオープンしたミュージ

アムである。開館に際して収蔵品の画像データベー
スを構築し、ホームページでの公開を現在も続けて
いる。公開された画像の多くはそれまでに実施して
いたデジタルアーカイブ事業で蓄積したものであっ
た。また、開館後しばらくして、20世紀の大阪の風
景が撮影された写真が大量に移管され、あらたな公
開画像としてアップされた。

リニューアルオープンのための準備作業におい
て、どの資料をどこまで高精細な画像で公開するか
が議論となった。その結果、22件の資料が選択され、
公開サイズは 400 × 300 ピクセルとされた。もとの
画像は撮影されたフィルムからのスキャンによって
4000×6000ピクセルを有するので、かなり縮小した
形になっている。その理由は、上記の議論で提出さ
れた「二次利用の抑止」であった。

一方、収蔵品の公開とは別に、さまざまな利用
目的に応じた撮影や画像提供の依頼も受けている。
2019年度の実績では、撮影が20件（86点）、画像提
供・掲載が154件（395点）となっている 1）。『大阪歴
史博物館利用規程』にもとづき、撮影や画像提供に
際して課金措置が取られており、これらは「特別観
覧料」と呼ばれている。詳細は省くとして、おおむ
ね5,000円～10,000円/カットという設定である（大
阪歴史博物館ホームページ参照）。

このような実態の中、筆者は 3D データの公開と
いう展開を模索した。

ミュージアムにおける3Dモデルの公開 
－大阪歴史博物館の場合－

加藤俊吾（大阪歴史博物館）

Museums and 3D Data: A Case Study of the Osaka Museum of History 
Kato Shungo （Osaka Museum of History）

・3Dモデル／3D models・Sketchfab／Sketchfab・オープンデータ／Open data
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3．�3D データ作成と公開　―内製と
Sketchfabの利用

そもそも、所蔵品の3D化を始めたきっかけは、コ
レクション（考古部門）の資料化であった。しかし、
従来実測図という形式が取られることの多い考古資
料の公表は、図化の労力が大きな負担であり、しか
も専門研究者以外の手による図は正確さに懸念が残
る。むしろ対象物そのままを捉える手法の方が有効
であろうと考え、結果的に当時（2015 年）話題と
なっていた写真による 3D モデル作成（フォトグラ
メトリ）を選択することにした。もちろんこのため
だけに高額な初期投資が承認されるはずはなく、あ
わせて展示空間での効用も付け加えた。幸いなこと
に、大阪歴史博物館では AR 難波宮 2）という前例が
あり、3Dモデルと展示の融合についてはイメージし
やすかったのであろう、かくして筆者の提案（収蔵
品の3Dデータアーカイブ）はひとまず承認された。

一方、3Dデータはそのままでは紙ベースの出版に
はなじまない。結局 2D 化していくことになるわけ
だが、せっかくの 3D データを縮減するのは非常に
惜しい。何とかしてそのまま公開する方法は無いも
のかと考えていたところ、冒頭に述べた Sketchfab

（図1）を知った。ここで、なぜすぐに展示へ転用しな
かったのか、という疑問をもたれるかもしれない。
大阪歴史博物館の展示空間にも情報端末が設置され

ているのだが、すでに15年以上を経過しており、ス
ペック的に 3D モデルの表示には耐えられないもの
となっていた。そこで、一気に「外部公開をしたい」
と持ち出したところ、これまた当時の機運（オープ
ンアクセス化）もあり、「まずは考古資料からやって
みよう」ということになったのである。

4．Sketchfabとは

Sketchfabは、3Dモデルなどの販売・共有のため
の WEB プラットフォームで、その母体はアメリカ
にある。2013年頃に立ち上げられ、現在、ユーザー数
および公開されている 3D モデルはともに三百万以
上の規模となっている（同HPより）。登録ユーザー
が作成したモデルはブラウザ経由でアップロードさ
れ、気に入った別のユーザーはこれをダウンロード
するというサービスが大枠となっている。個人ユー
ザーは無料と有料のどちらかを選べるが、企業向け
には基本的に有料ユーザー（ただしリポジトリとし
て利用できる）が用意されている。また、3Dモデル
には有料（＝販売）とダウンロードフリーの両者が
ある。

他方、同社を活用しているユーザーのなかには、
文化資源の公開、特に CC0 やパブリックドメイン
であるような文化財をあげているところも多い。大
英博物館では2014年ころからすでにSketchfabを活
用しているし、冒頭のスミソニアン博物館なども当
サイトとパートナーシップを組んでいた。つまり、
Sketchfab はミュージアムに対して親和的であり、
ミュージアム側も呼応して自分たちの資産をうまく
活用しているといえるだろう。

筆者が Sketchfab の利用に踏み切った理由もここ
にあった。実際にサイト内でアカウントのサイン
アップの画面をたどっていくと、博物館資料や文化
遺産の公開においては個人用の有料アカウントであ
る PRO アカウントが無料で使えるという説明を見
つけることができるだろう。その告知を頼りに登録
希望の申請を Sketchfab 宛にメールすると、管理者
からアカウント利用の返事が届くという手順になっ図1　Sketchfab　大阪歴史博物館のトップページ
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ている。Sketchfab を利用している機関・団体は日
本国内でも増えており、大阪府下でも筆者が知る限
りでは東大阪市教育委員会や大手前大学などがあげ
られる（ダウンロードも可能）。

さて、具体的にどうやって使っていくかだが、大
まかな流れをいえば、サインアップしたのちログイ
ンし、作成した3Dモデルをアップロードする。次に
モデルの表示を設定するためのパラメータを調整し
たのち公開となる。このとき、他のユーザーからも
検索しやすいように、モデルに説明文やタグをつけ
ておくとよい。なお筆者は、外国語ユーザーにも見
てもらえるように、モデル名と簡単なキャプション
に英語を加えている（図2）。

Sketchfab で行う 3D 表示設定のパラメータは詳
細かつ多様で、これはもう実際に自分で触ってみて
試行錯誤するしかない。あまり必要性を感じないも
のもあるが、必ず調整しているのは、ビューワー
上で表示される各モデルの正面、光源位置、さらに
VR/AR モードにおいて表示される高さなどだ（図
3・4）。ただし正面やスケールについては、3D モ
デルの作成過程においてすでに決めておいたほう
が、Sketchfab で読み込んだ後の作業がスムーズに
なる。またSketchfabでは、アノテーションと呼ば
れる部分的な補足テキストや音声ファイルを付与
すること、さらにそれらを統合して動画にしておく
ことも可能である。必要に応じて使われるとよいだ
ろう。

アップしたモデルは、どの程度の範囲で公開する
かを決めることができ、サイトを訪問した誰もが
閲覧できる「PUBLIC」がもっとも広範囲な設定と
なっている（図 5）。Sketchfab は本来モデルデータ
をやり取りする場なのだが、大阪歴史博物館ではこ
うしたモデルデータそのものをローカルに保存でき
ないようにしている（つまりダウンロード不許可）。
これも上述した WEB のプリファレンス内でダウン
ロードの許可／不可を設定する仕組みとなっている

（図6）。
そして、アップされたモデルは、Sketchfab の

サーバーとユーザークライアント側のソフトウェア
で相互に処理を行って 3D 表示されるのだが、必ず
しも Sketchfab のサイトに訪れる必要はない。もし
各ユーザーがホームページやブログを持っているな
ら、その中に API として組み込むことが可能であ

図2　Sketchfab　各3Dモデルの情報

図3　Sketchfab　表示項目設定画面（正面の決定）

図4　Sketchfab　VR/ARモード時での表示設定
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る。ホームページで 3D モデルをそのまま表示する
仕組みを自製するのは結構手間がかかるので、その
部分を Sketchfab のサーバーに任せてしまえるとい
うインセンティブは大きいのではないだろうか。大
阪歴史博物館のホームページではまだ実装していな
いが、今後連動をさせることで簡易なインタラク
ティブ WEB 展示すら作り出せるだろう。そこでは
さらに VR/AR モードを組み合わせることで、これ
までの展示空間とは異質なものを生みだすことも可

能だ。VR はガジェットがある場合はそちらを使っ
て視聴するのも面白いだろうし、ARはSketchfabア
プリから使うことができる（図7）。

WEB で 3D データを閲覧してもらう場合に注意
が必要となるのは、その通信量が膨大になること
だ。もちろん少ないポリゴン数で制作されたモデル

（ローポリゴン）であれば、ほとんど意識する必要も
ないだろうが、少しでもこだわったモデルを挙げて
しまうとあとで痛い目に遭う 3）。実際、大阪歴史博
物館のモデルのなかには数百万のポリゴン数を有し
ているものもあり、表示に時間がかかってしまうた
め、作り直す必要があると感じている。これを、例
えば展示室で活用しようとしたら、Wi-Fi 環境を別
途用意しておかないとおそらく苦情に苦しむことに
なるだろう。（筆者はその回避策として二次元コー
ドを展示シートに印刷し、持ち帰ってもらうことに
した。）

さて、Sketchfab を使うにあたって本当はやって
おかなければならないのは、運用規程やセキュリ
ティポリシーの整備である。このあたりについては
すでに『デジタル技術による文化財情報の記録と利
活用 2』のなかで仲林篤史氏が分かりやすくまとめ
ておられるので 4）、ぜひ参照していただきたい。大
阪歴史博物館ではすでに SNS を使っていたためセ
キュリティポリシーについての内部規程はできあ
がっていたが、3D データのオープン化を企図した
運用規定はなく、現在もない状態が続いている。な
ぜデータ公開（すなわちダウンロードの許可）をし
ていないのか、そのあたりの話を最後に簡単に触れ
ておこうと思う。

5．問題の所在は？

大阪歴史博物館における 3D データの内製化とモ
デルの公表はさほど大きなトラブルなく実施できた
という、ある意味で恵まれたケースだったかもしれ
ない。しかし、根本的な課題は解決できていない。
それが 3D データのダウンロードを認めていないと
いう点である。

図5　Sketchfab　モデルの公開範囲選択パネル

図6　Sketchfab　モデルのダウンロード可否選択パネル

図7　�Sketchfab　モデルをVRモード表示した際には使用デ
バイスの選択が促される
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Sketchfab の利用を提案した過程でまず発現した
のは、3Dデータを外部（しかも海外）のサーバーに
渡してしまうこと、つまりは漏洩の懸念であった。
そこで、漏洩して何が困るのかを突き詰めていく
と、それは情報管理にかかるコンプライアンス上の
問題らしかった。それならばと、Sketchfab 自身が
掲げているプライバシーポリシーなどをふまえるこ
とで、とりあえずユーザー登録は実施できた。

しかし、ここにはより核心的な課題が存在してい
ると見て間違いない。それは、主体者 5）側の関与な
しに第三者へ資料情報がいきわたることの危惧、言
い換えれば、資料情報の流通自体を管理したいとい
う志向だ。そこには二つの視点が並立している。ひ
とつは、そのデータを取得することで何かしらの利
益（つまり主体者側からすれば不利益）になるとい
う懸念であり、今ひとつは、その資料情報を歪曲さ
れることへの危惧だ。

大阪歴史博物館では所蔵品画像の一部をホーム
ページで公開しているが、低解像度にして二次利用
を抑止している。また、高解像度画像については、
学術目的以外の用途では課金制を設け対価を得てい
る。このような「利用制限」をとっているミュージ
アムは多く、常設展示の撮影自体を禁止していると
ころすらある。こうした利用制限が常態化している
環境にあっては、ダウンローダブルな 3D データの
公開という提案は性急に過ぎると映ったのだろう。

しかし、高解像度画像や 3D データの公開が進む
現代のミュージアムの潮流において、そろそろ本気
で利用制限自体の当否が問われるべきだと言いた
い。画像提供に伴って得られる対価は、上記から概
算していただければわかるように、決して大きな金
額にはなっていない。むしろそれに充当される人件
費や手間などのコストの方が高くつく。そう考える
と、ダウンローダブルにしたほうが有効だろうし、
かつミュージアムの存在意義として広くうったえて
いく材料にもなりえるのではないだろうか。

また、資料情報を歪曲されることに対する措置と
しての利用制限についていえば、それは別の議論だ

と思われる。データそのものを改変する行為を禁じ
ることと、利用を制限することは似て非なるもので
あり、仮に第三者に歪曲されたとしてもその責任を
負う義務はないからだ。

とはいえ、3D データのオープン化に向けた課題
は、実際には高解像度画像という異なるメディアの
それが孕む課題と同根であることから、一挙に解決
させることは現状では極めて難しかった。すべての
ミュージアムが従うべき規律・規範があるならば話
は楽なのだが、現状では各機関の設置条例がもっと
も強く働く以上、個別の打開案を模索するしかない
のかもしれない。

6．開かれたミュージアムの糸口に

以上、散漫な文章を長々と書き連ねてしまった
が、結論としては、今後は何とかして 3D データの
公開（＝ダウンロード許可）を実現させたい、とい
うことに落ち着く。同時に、考古資料（埋蔵文化財）
のみが対象とされている現状から、別の分野（例え
ば民俗など）へと広げていきたいと思っている。

他方、今日、「フェア・ユース」という立場を守っ
ている外部利用者が SNS 上に散見される状況に
なってきたことに、ミュージアムの人間はようやく
気が付き始めている。その結果、SNSへの画像アッ
プを許可するミュージアムも増えてきた。彼らコン
テンツ利用者との連携をもっと強めていくことで、
ミュージアムの活動が多様化し、あらたな活路を見
いだせると感じている証拠だろう。筆者はこれを特
に 3D データの生成と公開について拡張していけな
いかと考える。

3D データの作成にはどうしてもコストがかかる。
初期投資できないミュージアムが着手しようと思っ
ても容易にはいかないだろう。また、具体的なワー
クフローを習得するのもハードルである。こうした

「ないものねだり」をするよりは、できる人・やって
いる人たちの力を借りてしまえばよいのではないだ
ろうか。それは単なる外部委託ではなく、博物館資
料を 3D 化したいという、これまでとはやや異なる
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ユーザーとの協業であり、まさに社会教育機関であ
るミュージアムが推進すべき機能の一つであろう。

彼らのような新しい利用者は確実に存在し、そし
てこれからのミュージアム界を変化させる原動力に
なると感じる。そしてそのためには、資料制限を取
り払い、彼らが魅力を感じることができる状況を作
り出す必要があるだろう。いやむしろ、協業の結果
でき上ったデータ群はひとしく共有の財産として公
開されるのだというロジックを敷衍していくこと
が、もしかするとオープンデータ化への糸口なのか
もしれないとさえ思えてくるのである。

【補註および参考文献】
１）	大阪歴史博物館編　2020『大阪歴史博物館年報　平

成31（令和元）年度』, p.8

２）	大阪歴史博物館が古代難波宮跡の上に建っていると

いうことを活かした IT コンテンツ開発事業。博物

館の各所にマーカーを設置し、そのマーカーをス

マートフォンなどのデバイスからアプリを使って読

み込むことで、デバイス上で実景の上に宮殿内の

建物が 3DCG で表示されるというもの。「拡張現実 

Augmented Reality」の技術を用いたためこの名前が

付いた。2011 年度にスタートしたが、現在アプリの

更新が止まっている。

３）	なお、Sketchfab でのアップロードは 1 ファイル

50MBという制限がある。

４）	仲林篤史　2020「三次元データの公開に伴う著作権

等の整理」『デジタル技術による文化財情報の記録と

利活用2』奈良文化財研究所報告第24冊, pp.111-117

５）	ここでは、有体物としての資料を所蔵しており、かつ

それをもとにしてデジタルデータの製作を行ったも

のを指す。
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1．文化財三次元データ活用の経緯

近年では三次元写真計測（photogrammetry）の
技術の進歩により、コンピューターと専用ソフト
ウェアがあればデジタルカメラで撮影した写真か
ら容易に三次元データを作成できるようになった。
また、ZenFone AR や LiDAR センサーを搭載した
iPhone12 Pro等のスマートフォンでも、三次元計測
が可能となっている。

熊本県文化課では、これらの手法を用いて文化財
の三次元データを作成し、それを用いた文化財の保
存・活用を進めている。ここではその活用の事例を
紹介したい。
（1）三次元データ作成のはじまり

現在、県文化課の業務の一つとして三次元写真計
測による文化財の三次元データ作成を進めている
が、もともとは平成28年（2016年）に筆者が個人的
に三次元写真計測に興味を持ち、専用ソフトウェア
であるAgisoft Metashape（旧名Photoscan）を使用
して三次元データ作成を始めたことが契機である。

当時、筆者が勤務していた県立装飾古墳館及び鞠
智城・温故創生館において、装飾文様の保護のため
に通常は石室内部に入ることができない装飾古墳
や、鞠智城跡園内の見学者がなかなか足を運ばない
場所にある門礎石等を、どうにかして館内の展示の
一つとしてわかりやすいように紹介できないかを検
討し、思いついたのが、三次元データを用いた公開

と展示コンテンツだった。
（2）ウェブ上での三次元データの公開

三次元写真計測は、デジタルカメラで対象物の写
真を何枚も撮影し、専用ソフトウェアで解析すると
いう作業が基本となり、文化財三次元データの作成
自体は慣れれば比較的容易である。

問題は作成したデータをどのようにして見せるか
で、これについては検討を要した。それは、作成し
た三次元データを閲覧するための適当な簡易ビュー
ワーソフトがなかったためである。三次元データを
AR、VR として利用するということも検討したが、
そのためには専用のアプリケーションが必要とな
り、これは業者に委託し多額の開発費用が必要とな
るため予算的に難しかった。

様々な検討の末、最終的な結論に至ったのがネッ
ト上での公開である。ネット上での公開は、アプリ
ケーションのダウンロードが不要で、ネット環境が
あればウェブブラウザから閲覧することができる。
幸い、県立装飾古墳館及び鞠智城・温故創生館はフ
リーWi-Fiを完備していたため、通信容量を気にする
必要はなく、ネットでの公開はうってつけといえた。

ネット上での公開に際して、選択したウェブサー
ビスは、「Sketchfab（スケッチファブ）」である。こ
こに筆者個人のアカウントを登録し、文化財三次元
データをアップロードし、ネット上で閲覧できるよう
にした。さらに、そのウェブページのURLのQRコー
ドを作成し、それを館内に設置することで、見学者が

熊本県での文化財三次元データ活用の事例
木村龍生（熊本県教育庁教育総務局文化課）

Practical Applications of 3D Data of Cultural Resources: A Case Study of  
Kumamoto Prefecture 

Kimura Ryusei （Cultural Affairs Division, Kumamoto Board of Education Secretariat）

・三次元写真計測／Photogrammetry・三次元データ／3 dimensional data 
・スケッチファブ／Sketchfab・QRコード／QR code
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自分のスマートフォンやタブレットで三次元データ
を自由に閲覧できるようにした（詳細は後述）。
（3）文化財三次元データ活用の事業化

筆者は平成29年度（2017年度）の年度途中に現在
勤務している本庁の文化課に人事異動となり、平成
30年度（2018年度）からは史跡や被災古墳を担当す
ることとなった。この業務の中で、被災文化財の復
旧に関する会議に出席するたびに、被害状況の把握
と復旧案検討には被災前後の三次元データの比較が
最も有効であるということが指摘され、災害前に文
化財を三次元データで記録しておくことの重要性を
痛感した。

また、三次元データを用いた文化財の活用が課内
でも話題に上がるとともに、県内の一部の市町村文
化財担当者がハイスペックな三次元計測の機器をそ
ろえ三次元計測を強力に促進しはじめたことから、
今後、県の業務としても文化財の三次元データ化を
推進し、市町村へも技術指導を行っていく必要があ
ると判断された。

このような中、令和元年度（2019 年度）からは
文化財三次元データの蓄積を目的に、公務として文
化財の三次元計測を実施することとなり、市町村か
らデータ作成の依頼を受ける機会もでてきた。その

際、計測の様子や完成したデータを見た市町村担当
者の中に三次元データ作成に興味を持つ人があらわ
れ、計測および解析の方法を教えてほしいという要
望があがった。このような要望に応じて、文化財三
次元計測研修初級編を開催した（詳細は後述）。

さらに、令和2年度（2020年度）からは、文化財の
三次元技術の活用に関することが文化課の業務の一
つに正式に位置付けられ、文化財の三次元データ化
をより一層推進することとなった。それに伴い、三
次元データ作成用にラップトップのコンピューター
とソフトウェアを 2 セット導入し文化財三次元デー
タの蓄積を図るとともに、Sketchfab に熊本県文化
課の公式アカウントを作成し、そこで文化財三次元
データを公開・活用していくこととした。また、市
町村文化財担当者等向けに、文化財三次元計測研修
を定期的に開催することとした（令和 2 年度は新型
コロナウイルス感染拡大防止のため未実施）。

2．Sketchfabを利用した活用の一例

（1）Sketchfabとは
現在、熊本県文化課では三次元データ公開のため

に、Sketchfabを利用している。Sketchfabは、作成
した三次元データを公開、共有、配信、閲覧するこ

図1　熊本県教育庁文化課公式Sketchfabアカウントトップページ（https://sketchfab.com/kumamotobunka）
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とができるウェブサービスで、ネット環境がある場
所では、誰でも、どこでも、いつでも、自由に三次
元データの閲覧ができるウェブサイトである。さら
に、スマートフォンやタブレット端末で閲覧する場
合は AR モード、VR モードを利用することができ、
簡易なAR、VR体験が可能である。なお、基本的に
すべてのサービスを無料で利用できる。
（2）Sketchfabの活用事例

Sketchfab を使った具体的な活用事例の一つとし
て、装飾古墳館や温故創生館で取り組んだ事例を紹
介する。

先述したように、装飾古墳館や鞠智城・温故創生
館において、装飾古墳の石室内部や、見学者がなか
なか足を運ばない場所にある門礎石等の遺構を、館
内の展示の一つとしてわかりやすく紹介できないか
を検討し、その結果、たどり着いたのが三次元デー
タの活用とSketchfabであった。

Sketchfab を利用することのメリットは、普段は
触ることや見ることのできない資料を、コンピュー
ターやスマートフォン等の画面上で、誰でも自由に
好きなように閲覧できるという点である。Facebook

やTwitter等のSNSでの共有や、ウェブサイトへの
埋め込みも容易に行うことができるため、装飾古墳
館や温故創生館の HP や Facebook などで共有する
ことで、活用の幅を広げられると判断した。

さらに、これを展示に応用するために利用したの
が QR コードである。まず、装飾古墳の石室や門礎
石、出土遺物の三次元データを Sketchfab にアップ
ロードし、その閲覧ページURLのQRコードを作成
した。QRコードは、ネット上に無料で作成すること
ができるサイトがあるので、それを利用した。そし
て、装飾古墳館では装飾古墳石室レプリカの横に石
室内部閲覧ページにリンクした QR コードを、温故
創生館では出土遺物や門礎石を紹介しているスペー
スにそれぞれの閲覧ページにリンクした QR コード
を設置した。これにより、見学者が自分のスマート
フォンやタブレット端末で対象の文化財の三次元
データを自由に閲覧できるようになり、普段は見る
ことができない石室内部や、ケース越しでは見えづ
らい遺物なども、手元の三次元モデルを回転あるい
は拡大・縮小して詳しく観察することができるよう
にした。実際に、自分のスマートフォンやタブレッ

図2　QRコードを利用した展示の例
　　　鞠智城・温故創生館内の堀切門礎石紹介のスペースにこのパネルを設置
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ト端末で QR コードを読み込み、閲覧した見学者か
らは好評であった。

この QR コードを作成して活用する手法は、博物
館等での展示のみに限らず、次のような応用ができ
ると考えている。

○�遺跡の現地案内看板に QR コードを設置し、埋
め戻された遺構や、保護のために普段公開でき
ない遺構を、現地でスマートフォンやタブレッ
ト端末上で見ることができるようにすること
で、現地での遺跡の理解を深める。

○�史跡整備で復元・整備した遺構の解説板に QR
コードを設置し、整備前の状況を現地で見るこ
とができるようにする。これにより整備前後の
様子を比較することができ、どのような遺構が
検出されたから、現在のような整備・復元が行
われたという理解につなげる。

○�発掘調査で検出した遺構・調査区を三次元デー
タ化し、現地説明会資料に QR コードを貼り付
け、帰宅後も遺跡の状況を見ることができるよ
うにする。記録保存目的の調査の場合、遺跡が
破壊された後も遺跡の状況を見ることができ、
遺跡の記録・公開につながる。また、発掘調査
報告書に、対象遺構の QR コードを貼り付ける
という使い方も考えられる。

これらの活用を行うにあたっては、スマート
フォンやタブレット端末による通常の閲覧のほか、
Sketchfab の AR・VR モードを利用することで、文
化財によってはより臨場感のある閲覧も可能とな
る。なお、三次元データ作成のためのコンピュー
ターとソフトウェアがあれば、これらの手法による
活用は無料で行うことができる。

熊本県では、本県の地域的特色を最も示す遺跡で
ある装飾古墳の公開において、Sketchfab による公
開と QR コードを利用した活用は特に有効だと考え
ており、まずは装飾古墳の現地看板などに QR コー
ドの設置を進めていきたいと考えている。装飾古墳
以外の文化財に関しても三次元データによる記録を
進め、Sketchfab を利用した文化財の公開・活用を

推進していく予定である。

3．三次元データ作成体制の構築

（1）災害に備えた三次元データ作成の必要性
このように、熊本県では文化財の三次元データを

蓄積し、公開・活用を進めていく予定であるが、こ
れは三次元データで文化財の現状記録を行うという
側面ももっている。

先述したように、熊本地震において被害を受けた
文化財の復旧を行う際に最も有用なデータとなった
のは、被災前後の三次元データの比較であった。そ
れは、三次元データはミリ単位の正確な記録ができ
ること、実測図では記録できないような箇所を含め
360 度あらゆる方向のデータが取れること、客観的
で誰が見ても被災前後の比較が明確であることなど
による。そのため、今後発生する災害や文化財のき

図3　�井寺古墳三次元データを用いた被災前後（上：被災前、
下：被災後）の状況比較の例

　　　�被災後に天井石をはじめ、石室全体が羨道部側に傾いてい
る様子が見てわかる。

　　　（嘉島町教育委員会提供画像より作成）
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損に備えるためにも、三次元データで文化財の現状
記録を作成することは急務であるといえる。

特に、地震等が発生した場合、大きな被害がでる可
能性が高い城跡の石垣、古墳の石室や墳丘、石塔や
石橋等の石造物、建造物等については、優先して三
次元データでの記録作成を行うべきだと考えている。
（2）文化財三次元研修の実施

災害等に備えて文化財の三次元データでの現状記
録を行う必要があるといっても、文化財の数は多
く、県だけで作業を行うのは難しい。そのため、市
町村の担当者とも協力し、県下全体で文化財の三次
元データ作成のための体制を構築し、実施していく
ことが必要と考える。

熊本県内市町村の状況を見ると、積極的に三次元
計測を導入する所もあれば、消極的な所も多い。消
極的な市町村では、「三次元計測」という言葉だけで
担当者が気軽にできるものではなく非常に難しい作
業を伴うものであるという思い込みや、三次元計測
用の機器や委託に出した時の費用が高額で導入する
ことが難しいために敬遠されていたようである。

ただ、市町村から依頼を受け、実際に現地で三次
元計測のための写真撮影を行い、コンピューターで
解析し、完成したデータを担当者に見せると、想像
していたよりもはるかに簡単な作業に見えるよう
で、三次元計測に興味を持ってくれることが多かっ
た。特に、熊本地震で被害を受けた文化財を所管す
る市町村の担当者は、文化財の災害復旧業務に携わ
る中で三次元データの有効性を理解しており、そう
いう人達からは文化財の三次元データ作成について
研修等を実施して欲しいという要望も上がった。

このような要望を受けて、令和2年（2020年）1月
29日に県主催の文化財三次元研修（初級編）を県立
装飾古墳館で開催した。これには、県内で三次元計
測をリードする 2 市町の文化財専門職員にも講師と
して参加していただいた。研修は、参加者に三次元
写真計測の基礎知識を講義し、三次元計測のための
写真撮影の方法と専用ソフトウェアの基本的な使い
方について実践するというハンズオン形式で実施し

た。この研修には県内11市町及び博物館の文化財担
当者に加え、熊本大学からの参加があり、31名が三
次元データ作成の基礎を学んだ。

研修後、参加した市町村担当者の一部は、三次元
データ作成のためのコンピューターやソフトウェア
を導入し、三次元計測を始めるところもでてきた。
（3）文化財三次元化の体制構築に向けて

市町村の文化財担当者に実際に三次元データ作成
の様子を見てもらったり、文化財三次元研修を実施
したことで、文化財の三次元データ作成は容易で、自
分たちでもできる作業だという理解が広がってきた。

しかし、それでもコンピューターやソフトウェア
の導入ができず、三次元データの作成に取り組むこ
とが難しい市町村もある。このような状況を解消す
るために、現在構想しているのが、県・市町村で
連携した図 4 のような三次元データ作成体制の構築
で、それは以下のような流れである。

①�市町村の文化財担当者が、三次元写真計測のた
めの文化財写真を撮影。

②�撮影した写真データを県に送付し、三次元デー
タの作成を依頼。

③�県で三次元データの作成、あるいは県から三次
元データ作成機器を所有している市町村へ三次
元データ作成を依頼（データ作成の余裕がある
市町村へ県から依頼）。

④�市町村で作成したデータを、県に送付（③で県
から市町村にデータ作成を依頼した場合）。

⑤�県から依頼元の市町村に、三次元データを送付。
⑥�依頼元の市町村で三次元データを利用・活用。
三次元写真計測による三次元データの作成は、現

地で撮影した写真データがあれば、コンピューター
での解析はどこででも行うことができる。このこと
を利用したリモート支援を軸にした体制である。写
真撮影は各市町村の担当者に行ってもらうことにな
るため、その撮影方法は文化財三次元研修や個別に
技術支援を行い、習得してもらうことを目指す。

これにより、三次元データ作成用機器を導入でき
ない市町村においても、三次元データを文化財の保
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存・活用に利用することができるようになる。そし
て、三次元データの有用性と必要性がその自治体内
で認知されていけば、機器の調達などが可能になる
ように内部で調整しやすくなると思われる。その結
果、さらに多くの文化財の三次元データ化及び隣接
市町村への文化財三次元データ作成の支援にもつな
がっていくと考えている。

4．おわりに

文化財三次元データは、文化財の保存・整備・活
用において、今後なくてはならない記録手段になる
と思われる。三次元写真計測による三次元データ作
成は担当者が容易に行えるものであるが、データ作
成用の機器が必要となり、その導入が難しい場合も
ある。その際は、先述したような県・市町村の枠を
超えた相互支援で三次元データ化を進め、県下全体
で文化財三次元データの蓄積を行っていきたいと考

えている。熊本県では今後も、市町村等に向けた三
次元データの作成支援や研修を実施し、文化財の三
次元データでの現状記録と活用を進めていく。
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図4　市町村と連携した三次元データ作成のイメージ
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はじめに

文化財をデータ化すると新たな価値が生まれる可
能性がある。これは令和2（2020）年11月20日に飛
驒市で行った「石棒を3D化することの未来」という
座談会でのコメントである。この座談会は、FabCafé 
Hida 代表の松本剛氏を司会に、飛驒市長の都竹淳
也氏と野口淳氏、筆者で行ったものである。冒頭の
コメントは市所蔵文化財の 3D データ活用が話題に
なった際のもので、参加者の共通認識となった 1）。

飛驒市では、文化財資料の 3D データ化と公開を、
飛驒みやがわ考古民俗館において実践しはじめてい
る。その取組みは、資料に影響がない範囲で、誰もが
発信者側にも利用者側にもなる仕組みで行うところ
である。これにより、文化財の保存と活用において可
能性が広がると想定している。本稿では、飛驒市の文
化財データ取得と公開の在り方を、人口減少が著し
く進んでいる当市で実施する意義と共に提示したい。

1．飛驒市の文化財保護行政の政策方針

（1）飛驒市の地勢等
飛驒市は、岐阜県の最北部に位置する。平成 16

（2004）年に古川町・神岡町・河合村・宮川村の2町
2村が合併して誕生した。北は富山県、南は高山市、
西は白川村に接する。総面積792.53km2であり、その
うち93％が森林、可住地域の標高差2600m、市域の
大半が特別豪雪地帯という自然豊かな場所である。

（2）飛驒市の人口動態
人口は現在 2 万 4 千人を切り、高齢化率は 39 ％に

達する。令和2（2020）年2月、飛驒市は総合政策指
針を策定し、今後の人口予測を示した 2）。それによる
と、25年後の2045年には1万3千人に減少する。ま
た、その内容は、生産年齢人口や母親世代人口が今
後も大きく減少するという深刻なものである。これ
ら等のことから、人口減少を止めることは不可能と
考え、全国の人口減少の30年ほど先を進む「人口減
少先進地」と認識している。
（3）文化財保護行政の政策方針

飛驒市は、この人口減少という課題に対し、その
スピードを遅らせる「積極戦略」と新たな課題に対
応する「適応戦略」の両輪で対応すると、総合政策指
針で謳っている。その戦略の一つが、飛驒市のファ
ンを関係人口として増やす取組みである。

関係人口とは、総務省において、交流人口と定住人
口の中間に位置し、地域や地域の人々と多様に関わ
る人々と定義されている 3）。飛驒市では、この関係人
口を安易に取り入れるのではなく、「人・地域の双方
にとって望ましい関係性の「内実」」に着目した研究
を、楽天株式会社・東京大学・水産研究教育機構と
共同で実施してきた 4）。ここでの実証研究を踏まえ、
あらゆる分野でファン同士の交流や市民との交流を
図り、まちづくりに関わる仕組みを構築していると
ころである。

このような飛驒市の政策方針の枠組みの中で、文

人口減少が著しい飛驒市で文化財データ公開を進める意義
三好清超（飛驒市教育委員会）

The Importance of Publishing Cultural Resources Online for the Shrinking 
Population of Hida 

Miyoshi Seicho（Hida City Board of Education）

・飛驒みやがわ考古民俗館／Hida Miyagawa archeology and folklore museum 
・石棒クラブ／Sekibo club ・関係人口／Associated population 

・人口減少／Population decline
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化財保護行政としては、文化財の本質的価値を地域
資源の魅力として広く全国・世界に発信し、「飛驒市
の認知度向上」に寄与することが求められている。

2．飛驒市の文化財データの公開

飛驒市では、文化財情報の発信に特化した飛驒市
の文化財ホームページを平成30（2018）年より公開
している 5）。国指定 9 件、県指定 66 件、市指定 262
件、国登録34件の文化財一覧表や近年の発掘調査現
地説明会資料など基本的なデータを掲載している。
また、発掘調査報告書を検索・閲覧することができ
る全国遺跡報告総覧には、県内では岐阜県文化財保
護センターに次いで平成25（2013）年度から参加し
た。令和2（2020）年9月からは文化財動画ライブラ
リーにも参加している。さらにフェイスブック 6）や
インスタグラム 7）、ユーチューブ  8）にて日々の調査
活動等も公開している。市内に対しては、ケーブル
テレビや児童生徒向けDVDにて映像を配信した。

以上のようなオンラインの取組みに加え、従来か
ら紙上での発信も続けている。令和 2（2020）年に
入ってからは、飛驒みやがわ考古民俗館の活動報
告、史跡江馬氏城館跡での活用事業報告、地元の県
立吉城高校との協働地域研究の在り方などを発表し
た 9）。市内に対しては、今年度、広報誌に「文化の
窓」と題した連載を行っている。

このように様々な媒体を駆使して市内外に情報発
信するのは、多くの方の目に触れて認知されること
で、文化財の価値がさらに高まると考えているからで
ある。一方で、文化財担当だけで調査、報告、発信、
活用を行うには限度が生じていた。このような背景の
中、関係人口を積極的に取り入れたのが飛驒みやが
わ考古民俗館における石棒クラブの取組みである。

3．関係人口によるデータ取得と公開

（1）飛驒みやがわ考古民俗館と石棒クラブ
飛驒みやがわ考古民俗館は、飛驒市宮川町塩屋に

所在する。主に町内で収集した民俗資料 3 万点、町
内の発掘調査で出土した考古資料 5 万点を収蔵展示

する資料館である。民俗資料は豪雪地域での生活の
知恵の結晶とも言え、2,800 点が「宮川及び周辺地域
の積雪期用具」として国重要有形民俗文化財に指定
されている。考古資料は旧石器から縄文時代の遺物
が当地域の特徴をよくあらわすとして、4 件 1,842 点
が岐阜県重要文化財に指定されている。これらに代
表される民具や縄文を語る貴重な出土品は、将来に
伝えるべき文化遺産として適切に保存管理されてき
た。他方、これらの資料は市民にとって身近すぎて価
値が見えにくいという課題に直面していたのである。

そのような中、平成 31（2019）年 3 月に、市内外
に館のファンを増やすことで飛驒みやがわ考古民俗
館、ひいては飛驒市が存続する姿を模索する活動を
開始する。「全国に誇る石棒を中心に、関わる市内外
の人を増やす」ことを目的とした館の友の会という
ような位置付けで、IT企業・金融機関・建築士と学
芸員とでプロジェクトチーム「石棒クラブ」を立ち
上げた。構成メンバーの出身地は、飛驒市 3 名、飛
驒地区1名、県内1名、東京2名である。飛驒みやが
わ考古民俗館の存続をかけた活動に、市内外を問わ
ないメンバーで取り組むこととなった。
（2）関係人口プロジェクトとしての活動
①ヒダスケで撮影した画像を公開

ヒダスケとは、誰でも飛驒市と関わることができ
るプログラムを案内している飛驒市関係案内所のこ
とである（図 1）。プログラムは、飛驒市内で存続さ
せたいことを募集するもので、段々畑の石積みの修
復、和紙作りのお手伝いなど、地域の人と体験でつ
ながる参加型のものである。これは、人口減少や特
定分野の専門性がネックになって行き詰まった事業

図１　ヒダスケのプログラムイメージ
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等、市内の様々な困りごとが発端となっている。そ
れに対し、地域ともっと関わりたい、自身の経験や
スキルを地域に活かしたいという動機の人たちが市
内外を問わず存在する。ヒダスケは、このような市
内各所で求められている人材と、ポジティヴな動機
を持つ人たちとの出会いの場を作っている。参加へ
の返礼として、さるぼぼコインという飛驒地域で使
用可能な電子地域通貨を獲得することができる。

このヒダスケで行っているのが一日一石棒であ
る。これは、塩屋金清神社遺跡出土の石棒類1,074本
の画像を、1点ずつほぼ毎日インスタグラム（#石棒
クラブ）で公開する事業である（図2）。撮影には誰
でも参加可能で、資料の取り扱いについて筆者が説
明した上で石棒を撮影する。撮影した画像は、石棒
クラブによる公開を前提とする。なお、撮影時にそ
の石棒を最も特徴づけるカットは何かを参加者同士
で語り合って交流が生まれている。

これらの公開画像を見た東京都国立市のくにたち
郷土文化館から、石棒製作に関わる画像と共に常設
展示パネルに使用したいと申し出があった。
②3Dデータの公開と商用利用

令和 2（2020）年秋には、㈱イビソク飛驒営業
所の協力を得て、飛驒市教育委員会で石棒等 7 点
の 3D データの取得を行った。それを石棒クラブ
が sketchfab にて公開している 10）。このデータを、
FabCafé Hida が出力するサービスを行っている 11）。
好みの石棒の3Dデータを選び、3Dプリンターにて
1 点 2,200 さるぼぼコインで出力することができる

（図3）。これは、これまでも様々な3Dデータを取り

扱ってきた施設で活用されている例である。
筆者は当初、埋蔵文化財の著作権や商用利用に対

して不安を感じていた。しかし、冒頭の座談会「石
棒を3D化することの未来」にて、埋蔵文化財に著作
権はない、埋蔵文化財の商用利用を禁止した法令は
ないなど、飛驒市の認識を表明した。筆者も考えを
整理し、市としては今後、ヒダスケにて3Dデータの
取得と公開を計画している。

4．文化財データ公開の展望

（1）�データ公開により文化財の本質的価値を共有し
やすくなり、より確実に継承することができる

くにたち郷土文化館やFabCafé Hidaのように、飛
驒市が公開する文化財データは、誰でも利用可能で
ある。これは、文化財のデータが利用されるほど、
飛驒市の認知度が向上すると考えているためであ
る。また、高精細な文化財データの取得と利用が進
んでその本質的価値を共有していくことは、文化財
そのものの保存につながるとも認識している。さら
に、商用利用で経済的価値も付加することができれ
ば、より一層持続可能な形で文化財を継承できると
も想定している。飛驒市では、このようなことを視
野に入れ、文化財データの自由な利用を前提に公開
を進め、どのような人たちを誘引していくのかも見
極めていきたいと考えている。
（2）文化財保護法に関連する整理

文化財保護法は平成31（2019）年に改正法が施行
された。その趣旨は、過疎化や少子高齢化を背景に、
文化財の散逸等を防ぎ、「未指定を含めた文化財を

図２　石棒クラブInstagramでの一日一石棒 図3　FabCafe Hidaでの3Dデータ出力の様子
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まちづくりに活かしつつ、地域社会総がかりで、そ
の継承に取り組んでいくこと」である 12）。

市では、関係人口を増加させることで市を存続
させていく計画があると先述した。このため、文化
財データの取得と公開においても全国の興味がある
方々と協働で実施している。その結果、文化財を入り
口にして飛驒市の認知度が向上し、文化財を維持管
理する地域の存続にも繋がっていくと考えている。

このように社会総がかりで文化財データを共有し
て飛驒市の存続を目指す姿は、改正法で想定してい
る「地域社会総がかり」での文化財継承と、ニュアン
スが異なる可能性がある。今後は飛驒市らしい文化
財保存活用地域計画を視野に入れ、今しばらく文化
財の保存と活用を実践して知見を蓄積していきたい。

おわりに

以上、積極的に多くの方に関わってもらう体制を
構築しながら、文化財データの取得と公開を推進し
ている手段について述べた。すなわち、飛驒市におい
ては文化財データを取得するため、興味がある方々
を全国から募る。取得したデータは商用・非商用に
関わらず自由に使うことができる状態で公開する。そ
して、このように文化財データを取得・公開する体制
と手段が、飛驒市の認知度を向上させて文化財を継
承する地域社会を持続可能にすると認識している。

既述のとおり、飛驒市の人口減少の状況は全国の
30年先をいく。分かりやすい例を紹介すると、今回の
実践の舞台である飛驒みやがわ考古民俗館では、管
理人を募集しても応募がないことが一因で年間 30 日
しか開館できていない。おそらく近い将来、このよう
な状況を迎える自治体等が他にも出てくるはずであ
る。飛驒市は課題先進地として、文化財データの取
得と公開の意義に向き合っている意識がある。

本稿で紹介した文化財情報公開の在り方が、文化
財データ利活用の有効性 13）を知りながら着手が難し
いと考えている方々の一助になれば幸いである。
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1　はじめに

考古学分野での三次元写真計測（SfM-MVS）の普
及に伴い、3D計測データはVRコンテンツでの活用
やウェブでの公開などにも利用されるようになって
きた。

考古学分野での 3D 計測は、例えば埋蔵文化財発
掘調査では、開発等による遺構の破壊が前提である
ことから、より詳細な情報を取得する必要がある。
また出土遺物の 3D 計測も、微細な凹凸の記録・可
視化を目的とするため、これらの 3D データは数百

MBに及ぶこともある。
このような大容量の高精細 3D モデルをそのまま

ウェブや VR で公開・活用するには、公開する側・
閲覧する側ともに様々な問題が生じる。場合によっ
ては、閲覧すらできない可能性も考えられる。

本稿ではこのような問題に対処するため、「見た
目」の形状の劣化をできるだけ抑えながら、高精細
3D モデルを公開活用に適したデータ量へと削減す
る方法について説明する。

公開を目的とした3Dモデルのデータ量削減方法
仲林篤史（東大阪市）

Reducing the File Size of 3D Data for Publishing and Utilization 
Nakabayashi Atsushi （Higashiosaka）

・三次元写真計測／Photogrammetry・法線マップ／Normal map 
・拡散マップ／Diffuse map・データ量／File size

図1　SketchfabのCultural Heritage & Historyのカテゴリ（2020年12月18日閲覧）
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2　データ量の問題

近年 3D モデルの公開プラットフォームとして
Sketchfab（https://sketchfab.com）が普及しつつあ
る。地方自治体の文化財担当部局や大学等の研究機
関が公式アカウントを開設し、公開している 1）。

一方Sketchfabでは、アカウントの種類によって、
公開可能な 1 モデルあたりのデータ量に制限を課し
ている 2）。
・Free （無料） / 50MB
・Plus / 100MB
・Pro / 200MB
・上記以外/ 500MB

例として、現在最も普及している SfM-MVS ソフ
トウェアの一つである MetaShape（ver.1.6.3）で作
成したデータを OBJ ファイルで書き出したところ、
以下となった。

・モデルの概要（図2-1）
対象物：軒丸瓦の瓦当部 3）（ほぼ完形）
撮影枚数：644枚（3方向からの撮影）

�ポリゴン数：1,896,587 面（ソース：深度マップ　
品質：高）
拡散マップ：4,096pix×4,096pix×5枚 PNG形式

※‌�「拡散マップ」とは、いわゆる「テクスチャ
画像」として、物体表面の固有色を表するも
ので、「拡散反射マップ」や「ディフューズ

（diffuse）マップ」などとも呼ばれる。
�総データ量：198MB（OBJ＋MTL＝153MB, JPG
×5枚＝44.9MB）

上記 3D モデルを Sketchfab で公開するには、有
料アカウントの登録が必要となり、地方自治体が運
営するには予算面等で障害となる。また仮に公開で
きたとしても、データ量が大きく、閲覧する側の負
担・障害ともなり得る。

このような3Dモデルを公開するための、以下の3
つのデータサイズ削減方法を説明する。

（1）データ形式の見直し
（2）�SfM-MVSソフトを用いたポリゴン数削減処理
（3）�他の 3DCG ソフトウェアを用いたポリゴン数削

減処理

図2-1　MetaShapeの3Dデータ
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なお、ここでのポリゴン数削減処理とは、ポリゴ
ン数を減らすだけでなく、ノーマルマップを作成す
ることで、見た目の形状をできるだけ劣化させない
方法も含む。

ノーマルマップとは 3D モデルの法線（ノーマル , 
normal）ベクトルの座標を色情報（RGB）で表した
画像である（図 2-2）。ノーマルマップは、3DCG ソ
フトや VR コンテンツでも用いられる技術であり、
Sketchfabでも対応している。

3　データ量の削減作業

（1）データ形式の見直し
MetaShapeを使い、図2-1の3Dモデルのデータ形

式をOBJ又はFBXに、5枚の拡散マップのデータ形
式を PNG 又は JPG でそれぞれ書き出した総データ
量が表である。

なお OBJ とは、3D モデルの形状に関する情報が
記録されたデータ形式である。OBJファイルはテキ
ストリーダーで読み込むこともできる。FBX とは、
3DCG ソフト間でのやり取りに利用されるデータ形
式である。このデータには 3D モデルの形状だけで
なく、アニメーションや光源、カメラなど 3DCG に
必要な情報が格納されている。

3D データを FBX で、拡散マップを JPG で出力す
ると、198MB から 53.4MB と 1/4 程度までデータ量
が削減できた。

（2）SfM-MVSソフトを用いたポリゴン数削減処理
次に、SfM-MVS ソフトでのポリゴン削減処理に

ついて説明する。ここでは、以下の 3 つの作業を図
2-1の3Dモデルを作成したMetaShape（ver.1.6.3）の
プロジェクトファイルで行う。

なおこの作業は、既に写真のアラインメントから
テクスチャ画像の構築までの処理を終えた 3D モデ
ルに対して行うもので、プロジェクトファイルがあ
ることが前提である。

作業1．ポリゴン数の削減（図3-2-1）
3D モデルのポリゴン数を削減する工程は、SfM-

MVS ソフトウェアによって “Decimate Mesh” や 
“Simplify” と呼ばれる。以下では、ポリゴンを
1,896,587面から20,000面まで削減する。

【手順】
・�「ツール」→「メッシュ」→「ポリゴン数削減」→
「削減目標ポリゴン数」を「20,000」にして「OK」

・�「既存のモデルを置換しますか？」に対し「いい
え」を選択。

図2-2　拡散マップ（左）とノーマルマップ（右）

表　データ形式による3Dモデル（図2-1）のデータ量
3Dデータ 拡散マップデータ

合計
データ形式 データ量 データ形式 データ量

OBJ 153MB
PNG 44.9MB 198MB

JPG 6.66MB 159MB

FBX 46.7MB
PNG 44.9MB 91.7MB

JPG 6.66MB 53.4MB

図3-2-1　ポリゴン数の削減
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作業2．拡散マップのベイク（図3-2-2）
MetaShape では、ポリゴン数が削減された 3D モ

デル（以下「ローポリ」）には、オリジナルの3Dモ
デル（以下「ハイポリ」）からの拡散マップが引き
継がれない。このため、ローポリに対してもテクス
チャの再構築処理が必要となる。この時、SfM-MVS
ソフトによっては、ハイポリを基にテクスチャを生
成することができ、時間短縮となる。

なお、このような、ハイポリの情報からローポリ
のテクスチャ（ノーマルマップなど色情報のテクス
チャ以外も含む。）を生成することを「焼き付ける」
という意味で「ベイク」と呼ぶ。

【手順】
・�画面左のチャンクのツリーを開き、「3D モデル
（20,000）」を右クリック→「標準に設定」を選択。

・�「ワークフロー」→「テクスチャ構築」→テクス
チャの種類：「拡散マップ」、ソースデータ：「3D
モデル（オリジナルのポリゴン数）」を選択し、実
行。
これで、ハイポリの拡散マップ（色情報のテクス

チャ画像）をローポリにベイクすることができる。

作業3．ノーマルマップのベイク（図3-2-3）
3D モデルのポリゴン数を削減すると、データサ

イズは軽減されるが、頂点や面が統合され、微細な
凹凸情報が失われてしまう。これを疑似的に復元す
るのがノーマルマップである。

ハイポリの凹凸情報から、ノーマルマップをベイ
クすることでデータの軽量化が可能となる。

【手順】
・「ワークフロー」→「テクスチャ構築」から、

テクスチャの種類：「法線マップ」
�ソースデータ：「3D モデル（オリジナルのポリ
ゴン数）」
�マッピングモード：「UVを保持」を選択し、実
行。

これでハイポリの凹凸情報をローポリにベイクす
ることができる。

以上の作業により生成されたローポリの 3D デー
タを FBX で、表面の凹凸情報であるノーマルマッ
プ、そして既存の拡散マップを JPG で出力すると、
データ量を 25.1MB まで削減できた。内訳は、FBX
が 640KB、拡散マップ× 5 枚で 18.5MB、ノーマル
マップ×5枚で5.93MBとなった。

このハイポリとローポリの見え方を 3DCG ソフト
上で比較したものが（図3-2-4）である。左からロー
ポリ（ノーマルマップなし）、ローポリ（ノーマル
マップあり）、ハイポリの順に並べている。ノーマ
ルマップを使用しないローポリは、粗い形状を呈す
る。これにノーマルマップを適用することでハイポ
リに似た形状が復元されている。

（3）�他の 3DCG ソフトウェアを用いたポリゴン数
削減処理

ゲームや映像制作分野で使用される 3DCG ソフト
には、ハイポリからローポリへとノーマルマップ等
をベイクする機能を持つものがある。ここでは、無
料のオープンソースソフトウェアである Blender を
用いたポリゴン数削減処理及びノーマルマップ生成

図3-2-2　拡散マップのベイク

図3-2-3　ノーマルマップのベイク
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処理について説明する。なお、Blender のバージョ
ンは2.90を使用し、データ読込など基礎操作の説明
は省略する。

使用するモデル（ハイポリ）の概要は以下である。

・モデルの概要：軒丸瓦の瓦当部 4）

・ポリゴン数：1,999,272面
・拡散マップ：8,192pix×8,192pix×1枚 JPG形式
・総データ量：58.5MB
・作成ソフト：RealityCapture （Steam Ver.1.1.1）

Blenderでの処理は以下である（図3-3-1～7）。事
前の作業として、ハイポリとなる 3D モデルを読み
込み、複製しておく。2つのモデルの3D空間上での
位置・回転は絶対に変えない。以下、図ではハイポ
リ用モデル名を「high」、ローポリ用を「low」とし
ている。

大まかな作業の流れは、以下のとおり。
作業1．ポリゴン数削減（図3-3-1）
作業2．ベイク（図3-3-2～5）
作業3．データの保存・エクスポート（図3-3-6,7）

作業1．ポリゴン数削減（図3-3-1）
① 「low」（ローポリ）を選択し、編集モードに切替
える。
② 3Dモデルの頂点を全選択し、「メッシュ」→「ク
リーンアップ」→「形状のポリゴン数削減」を選択

（※）。
③ 削減後のポリゴン数の比率（図ではポリゴンを
99％削減するため、「0.01」）を入力。
※「形状のポリゴン数削減」前に、「メッシュ」→

「クリーンアップ」→「距離でマージ」を事前に行
うことで、位置が重複する頂点を削除できる。ただ
し、この作業ではポリゴン数削減後のモデルの形状
に差が生じる場合がある。

作業 2-1．マテリアル設定と画像テクスチャの新規
作成（図3-3-2）

この作業は、この時点ではハイポリとローポリ
が同じマテリアル（3D モデルの表面の色や光の反
射の性質などに関する情報）を共有しているため、
ローポリ用にマテリアルを新規作成し、そのマテリ
アルにノーマルマップのベイク先となる新規の画像
テクスチャを追加するものである。

① ローポリを選択し、マテリアルタブから新たなマ
テリアル（3Dモデルの表面情報）を作成する。図で
のマテリアル名は「low」としている。
② メタリック値とスペキュラー値を 0 に、粗さを 1
に変更する。
③ 「シェーダーエディタ」で新規画像テクスチャを
追加する。図でのテクスチャ名は「low_normal」と
している。サイズはオリジナルと同じ（8,192pix ×
8,192pix）で、色空間は必ず「Non-Color」を選択
する。なお、画像テクスチャは、「ノーマルマップ」

図3-2-4　3Dモデルの比較
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図3-3-2　マテリアル設定とテクスチャ画像の新規作成

図3-3-3　ベイクの開始

図3-3-1　ポリゴン数削減
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（「追加」→「ベクター」から追加）の「カラー」に
接続し、「ノーマルマップ」は、シェーダーの「ノー
マル」に接続する。

作業2-2．ベイクの開始（図3-3-3）
① 画面右の「アウトライナー」タブで、左クリック
でハイポリを選択→ Ctrl ＋左クリックでローポリ
モデルを選択する。
② シェーダーエディタに表示されるマテリアル名
が「low」であることを確認する。テクスチャ「low_
normal」をクリックし、選択された状態にしておく。
③ 画面右「プロパティ」ウィンドウから「レンダー
プロパティ」タブを選択し、レンダーエンジンに

「Cycles」を選択する。
④ 同じく「レンダープロパティ」タブ内の「ベイ
ク」を開き、ベイクタイプに「ノーマル」を選択す
る。「選択物→アクティブ」のチェックボックスに
チェックを入れ、「Extrusion」の値を設定する（図
では「0.01」）。
⑤ 「ベイク」をクリックすると、ノーマルマップの
ベイクが開始する。

・補足（図3-3-4,5）
作業1.の結果、拡散マップの位置がずれるなど適

切に表示されない場合、作業2-2.④（図3-3-3.）のベ
イクタイプを「ディフューズ」にすることでハイポ
リの拡散マップをローポリにベイクすることができ
る。この作業は、前述の「（2） SfM-MVSソフトを用
いたポリゴン数削減処理」の「作業 2．拡散マップ
のベイク」と同じである。

この時、「間接照明」と「直接照明」のチェック
を外し（図 3-3-4 左）、ワールドタブを開き、背景色
をRGB（1,1,1）に、「アンビエントオクルージョン」
にチェックを入れておく（図 3-3-4 右）。また、ベイ
ク先の拡散マップとして、（図 3-3-5）のように新規
画像テクスチャを作成しておく必要がある。色空間
は「sRGB」を選択する。

作業3-1．テクスチャ画像の保存（図3-3-6）
ベイク完了後、画面全体のタブを「UV Editing」

に切替え、生成された画像を確認し、画像データを
保存する。この時、データ形式を変更し、「レンダー
色空間で保存」にチェックをしておく。

作業3-2．3Dモデルのエクスポート（図3-3-7）
ローポリを選択した状態で（①）、「ファイル」→

「エクスポート」→「.fbx」を選択（②）。
保存場所を選択し、ウィンドウ右の「選択したオ

ブジェクト」にチェックし（③）、「トランスフォー
ム」の「スケールを適用」で「すべてFBX」を選択
し（④）、エクスポート。

以上の作業によって再作成された 3D モデルとテ
クスチャ画像のデータ量は、58.5MB から14.7MBま
で削減できた。図3-3-8は左からローポリ（ノーマル
マップなし）、ローポリ（ノーマルマップあり）、ハ
イポリの順に並べたものである。粗いローポリの形
状が、ノーマルマップによってオリジナルに近い凹
凸が再現されている。

4　Sketchfabへのアップロード

上記 Blender を用いて再作成した 3D モデルを
Sketchfab で公開する設定について説明する。ま
ず、保存・エクスポートしたFBX及び拡散マップ・
ノーマルマップをアップロードしておく。（図4）は、
そのアップロード完了後の設定画面である。図にあ
る番号は以下の作業を示す。

①「SCENE」から「GENERAL」を開き、「PBR」
を選択し、「Shading」を選択する。「Lit」を選択す
る（「Shadeless」ではノーマルマップの設定ができ
ない）。

②「MATERIAL」の「PBR MAPS」を開き、「Base 
Color」でアップロードした拡散マップを選択する。
3Dモデルの材質にもよるが、その他の値は全て0に
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図3-3-4　拡散マップのベイク方法1 図3-3-5　拡散マップのベイク方法2

図3-3-6　テクスチャ画像の保存

図3-3-7　3Dモデルのエクスポート
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しておく。

③「NORMAL/BUMP MAP」を ON にし、アップ
ロードしたノーマルマップを選択する。値はノーマ
ルマップの強さを設定するため、適宜調節する。ま
た、凹凸が適切でない場合、「Flip green（-Y）」の
チェックを外す。

その他、「LIGHTING」タブや「POST PROCESSING 
FILTERS」で空間全体の表現を変更することができる
が、ここでは省略する。

5　おわりに

以上のように、データサイズの削減のためのひと
手間を加えることで、公開する側はこれまでのよう

にデータサイズを気にしなくて済み、観る側にとっ
てもより快適な環境での鑑賞が楽しめる。また詳し
くは触れなかったが、VR や AR といったコンテン
ツの素材として使用するにも、本稿で説明した作業
が必要となる。今後ますます普及するであろう 3D
データの活用に役立てば幸いである。

図3-3-8　3Dモデルの比較

図4　Sketchfabでの設定画面

【補註】
１）	例えば、以下の組織・機関がアカウントを開設している。

	 大阪歴史博物館　https://sketchfab.com/mushis3D

	 大手前大学史学研究所 https://sketchfab.com/shigaku

	 熊本県教育庁文化課 https://sketchfab.com/kumamoto 

bunka

	 東大阪市文化財課 https://sketchfab.com/higashi 

osaka_bunkaza

２）	 2020年12月18日現在。

128 デジタル技術による文化財情報の記録と利活用3



３）	 東大阪市教育委員会 2007「河内寺廃寺跡発掘調査報

告」報告書番号177の資料である。

４）	 上記報告書の報告書番号239の資料である。

【引用文献】
仲林篤史　2019「3D 計測とモデリングによる文化財の展

示・活用－VR 博物館の事例－」『第 4 回考古学・文

化財のためのデータサイエンス・サロン予稿集』

仲林篤史　2020「三次元データの公開に伴う著作権等の

整理」『奈良文化財研究所研究報告 24：デジタル技

術による文化財情報の記録と利活用2』独立行政法人

国立文化財機構奈良文化財研究所
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はじめに

本稿は、平成30年1月に奈良文化財研究所が岡山
県で開催した「報告書データベース作成に関する説
明会」において、岡山県における発掘調査報告書の
デジタル化について発表した内容を主にし、報告書
以外の発掘調査に関する主要な情報である写真フィ
ルムのデジタル化について付加したものである。

昨今のデジタル技術の飛躍的な進歩は、従来アナ
ログによって記録されてきた各種の情報を一気に変
革させた。近年、埋蔵文化財行政に関しても文化庁
がデジタル技術導入についての報告を 3 冊まとめ、
指針を示したところである 1）。こうした中、今更な
がらではあるが、一地方における埋蔵文化財情報の
デジタル化の経緯を記録として残すことも、今後の
埋蔵文化財保護行政に何らかの参考になればと考え
るものである。

1．発掘調査報告書のデジタル化と公開

（1）現状
岡山県では、昭和59年に公立埋蔵文化財センター

として岡山県古代吉備文化財センターが開所され
た。開所以前に県教育委員会が実施した調査の出土
遺物、写真、調査原図など各種埋蔵文化財関係資料
は古代吉備文化財センターが引き継ぎ、収蔵管理し
ている。県が刊行した最も古い発掘調査報告書は昭
和 47 年に刊行した山陽新幹線建設に伴うものであ

り、以降令和元年度末までに252冊を刊行している。
これら報告書全冊と『紀要』、定期刊行冊子『所報
吉備』のほか、各種広報パンフレットなどの印刷物
を古代吉備文化財センターHP 上の「デジタル図書
室」と岡山県立図書館の「デジタル岡山大百科」に
てPDF形式の電子書籍として公開している（図1・
2）。なお、奈良文化財研究所の「全国遺跡報告総覧」
上では、登録作業の関係で、現在発掘調査報告書246
冊が公開されている。
（2）発掘調査報告書デジタル化の契機

そもそも、発掘調査報告書をデジタル化し、公開
した契機は、平成10年度から5か年で実施した県内
遺跡詳細分布調査事業に遡る。この分布調査を計画
し実施する中で、その成果を遺跡地図という印刷刊
行物以外の手法で情報発信することができないか検
討を図った。特に、この検討課題には、埋蔵文化財
保護行政として、年々更新される遺跡（埋蔵文化財
包蔵地）情報を公開する必要がありながら、その都
度、遺跡地図の改訂版を印刷刊行できないことのデ
メリットを解消することにもあった。

そして、遺跡地図情報とともに過去の発掘調査に
よって得られた各種の情報、例えば遺構や出土遺物
の情報、遺物収蔵管理に関する情報、保護法に基
づく各種の届出・通知の情報を統合しGISを用いた
データベースを構築する「埋蔵文化財統合データ
ベース」構想が立案された。この構想で、行政とし
てどのような情報を一般公開すべきなのか、また技

埋蔵文化財情報のデジタル化－岡山県の事例－
大橋雅也（岡山県教育庁文化財課）

Buried Cultural Properties and Digitization: A Case Study From Okayama Prefecture 
Oohashi Masaya （Okayama Prefectural Board of Education）

・岡山県／Okayama prefecture・発掘調査報告書／Archaeological excavation report 
・写真フィルム／Photographic film・デジタル化／Digitization・活用／Utilization
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術的に公開可能かどうか検討し、遺跡（埋蔵文化財
包蔵地）情報とともに、埋蔵文化財保護行政の根幹
の一つをなす記録保存調査の最終形態である発掘調
査報告書のインターネット公開を構想のもう一つの

軸に据えた。これは、発掘報告書の印刷部数には限
りがあることから、配付先が限定され、情報を必要
とする人に広く行き渡らない、また紙媒体であるた
め、使用状況や保管状態による劣化、災害によって

図１　岡山県立図書館デジタル岡山大百科での報告書公開

図２　岡山県古代吉備文化財センターＨＰでの報告書公開

131埋蔵文化財情報のデジタル化－岡山県の事例－



失われる恐れ等々、これらの問題の解決を図るため
であり、発掘調査報告書の電子データを作成し保存
するとともに、インターネット公開することが必要
と考えられた。
（3）発掘調査報告書の電子データ化と公開の経緯

平成 13 年度に発掘調査報告書の電子データ化に
あたって、解像度を含めどのような仕様が適切かを
検討し、またその必要経費を積算するため、試験的
に報告書印刷時にPDFファイルを作成した。その結
果に基づき仕様を定め、翌平成14年度以降の印刷刊
行物については刊行時に PDF ファイルを作成する
ことになった。これ以降、岡山県が作成した発掘調
査報告書のPDFファイルの仕様は、テキスト埋め込
み、しおり作成、写真ページは400dpi、図面ページ
1200dpi、文章ページ300dpiであった 2）。なお、同年
に予算上の問題で OCR 処理はできなかったが、ス
キャニングによって既刊報告書 12 冊を業者委託で
PDFファイル化を行った。

一方、前述した GIS を用いた「埋蔵文化財統合
データベース」については、古代吉備文化財セン
ター単独で構築し、公開サーバーを運営する企画で
あったが、公開システムの構築、公開サーバーの保
守運営等の予算上の目処が立たず、計画そのものが
一時暗礁に乗り上げた。方策を模索していた中、県
全体で「全県統合型 GIS」システム構築が本格的に
検討され始めたことから、デジタル報告書を含め、
遺跡地図情報をこのシステム上で公開することにし
た 3）。しかしながら、「全県統合型 GIS」サーバー上
に発掘調査報告書の電子ファイルを格納することが

「全県統合型GIS」の共通システム仕様上の問題から
困難とされたことから、発掘調査報告書のインター
ネット公開については、再び暗礁に乗り上げた。

岡山県では、同じこの頃、新県立図書館建設計画
が進み、平成 16 年にオープンが決まっていた。こ
の新県立図書館ではデジタル岡山大百科として、郷
土資料を電子データ化し、インターネット公開する
計画があり、発掘調査報告書も郷土資料の一つとし
て、県立図書館のサーバーに格納し、公開すること

となった。古代吉備文化財センターは、図書館の仕
様に沿ったデータを提供、登録することにより、こ
こでようやく、発掘調査報告書のインターネット公
開の目処が立ったのである。

次の課題は、インターネット公開する既刊報告書
をデジタル化するための予算をどうするかである。
これについては、通常予算の獲得が困難であった
が、緊急雇用創出特別基金を得て、平成 16 年度に
既刊 156 冊全てについて電子データ化を業務委託し
た。

この時に電子データ化したファイルは、県立図書
館が採用したdjvu形式である。これは、当時の高速
インターネット回線の普及状況と大きく関わる。平
成 14 年段階では高速インターネット回線の普及率
が30％程度であった。このため、当時、まだ主流で
あった低速回線でも書籍をはじめとした郷土資料コ
ンテンツを比較的ストレス無く閲覧可能にする必要
があり、ファイルサイズがPDFファイルの数分の1
程度と小さく、また閲覧ソフトが無料配布されてい
たことがdjvu形式を採用した要因である。

翌平成17年度には「おかやま全県統合型GIS」が
運用開始され、遺跡地図情報とともに、発掘調査報
告書も県立図書館データサーバーに格納されたデー
タにリンクを貼ることによって、このシステム上で
公開されることになった 4）。また、古代吉備文化財セ
ンターHP でも同様にリンクを貼り、独立したコン
テンツとして公開を開始した。なお、平成14年度以
降に印刷時に作成した PDF ファイルは、一旦 djvu
形式に変換してから県立図書館に登録した。
（4）全国遺跡資料リポジトリと全国遺跡報告総覧

他方、平成20年から島根大学を中心とする全国21
の大学が連携し、大学図書館による全国遺跡資料リ
ポジトリ・プロジェクトが動き出した。岡山県でも
岡山大学附属図書館が労を執り、県が刊行した発掘
調査報告書については、県立図書館に格納された報
告書データにリンクを貼るという変則的な形である
が、岡山県さらに県内市町村刊行の発掘調査報告書
が「全国遺跡資料リポジトリ」に登録されることと
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なった。このリポジトリ・プロジェクトは全国的に
大きな成果をあげたが時限事業であったため、事業
終了を受け、平成25年に奈良文化財研究所に「全国
遺跡報告総覧」へと移管・統合された。

同年、高速インターネット回線の普及によって、
県立図書館の公開データ形式が djvu ファイルから
より汎用性の高いPDFファイルへと変更された。な
お、岡山県発行の発掘調査報告書は、「全国遺跡資料
リポジトリ」から奈良文化財研究所の「全国遺跡報
告総覧」への移行であったため、当初「全国遺跡報
告総覧」での公開は、県立図書館の公開データにリ
ンクを貼ったものであった。

平成29年には、奈良文化財研究所が県立図書館の
報告書電子データを OCR 処理し、PDF ファイルで
再登録している。一方、県では平成25年度以降刊行
分からテキスト埋め込みの PDF ファイルで公開し
ているが、それ以前のものはOCR化されておらず、
検索などの点も含め「全国遺跡報告総覧」の方が利
用しやすいのが現状である。
（5）検討された課題

岡山県で、発掘調査報告書を電子データ化し、イ
ンターネット公開するにあたって、大きな検討課題
となった事項は5点ある。

第 1 に、印刷物の報告書と電子データの報告書の
位置づけであった。電子データ化することによっ
て、印刷物は不要ではないか、印刷部数は10部以下
でもよいのではないかという意見が文化財保護行政
内部からもあった。さらには、電子データ化した既
刊報告書については図書収蔵スペースの問題から廃
棄していいのではないかという意見も出された。こ
の問題については、文化庁報告 5）に詳細が触れられ
ているが、現時点で発掘調査報告書の適切な形態は
印刷物であると考えられる。

第 2 に、既刊報告書を電子データ化する経費の問
題があった。これについては当県では行政の積極的
な情報公開という当時の時流に乗り、緊急雇用創出
基金を充てることができた。

第 3 に、インターネット公開したものを第三者が

ダウンロードし、無断で印刷製本し、販売するので
はないかという危惧も出された。これについては、
刊行後一定期間、公開を遅らせ、また公開版につい
てはファイルサイズを小さくする必要性もあり、解
像度を下げ低精度にとどめ 6）、印刷物との差別化を
図った。

第 4 として、最も大きな課題は、著作権の問題で
あった。手探りで公開の検討を始めた平成15年当時
は現在ほど厳格なコンプライアンスを意識していな
かったものの、外部執筆者に連絡し、了解を得、承
諾に関する書類のやりとりを一部で行った。また、
諸々の事情から承諾が得られないものについては、
そのページについてはマスク処理を行い公開するこ
とを基本とし、何らかの形では既刊報告書全冊を公
開する方針とした。

第5に、当時でも一般になじみの少ないdjvu形式
ファイルでの公開も使いづらいとの反応が多かった
のも事実である。
（6）市町村の公開状況と課題

現在、奈良文化財研究所「全国遺跡報告総覧」に
は岡山県内で刊行された 640 冊の発掘調査報告書等
がPDFで公開されている。その内訳は、県が246冊、
市町が 355 冊、岡山大学（埋蔵文化財調査研究セン
ター含む）が39冊である。この数値はこれまで県内
で刊行されたもののおおよそ 70 ％を超えているが、
岡山県では前述したように各自治体が独自に登録し
たのではなく、もともと大学図書館による「全国遺
跡資料リポジトリ」事業によって岡山大学附属図書
館が主導したことに起因するものである。実際に各
自治体が独自に登録したのは、平成30年時点では1
市のみであった。

この時点の照会によって県内各自治体担当者から
「全国遺跡報告総覧」登録への問題点として3点あげ
られた。まず、1 点目は、刊行物の無料公開につい
てである。市町村によっては、希望者により広く発
掘調査報告書を公開するために従前から有償頒布し
ている場合があり、そのため、インターネット上で
公開することに積極的な意義が見いだせないという
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ことであった。しかしながら、発掘調査報告書にお
いて紙媒体と電子媒体は、それぞれの特性、役割の
違いがあり、電子データの有効性を考えるべきであ
ろう。2 点目として、既刊報告書を電子データ化す
る経費、労力の問題が指摘された。幸いに岡山県で
は、先に触れたようにすでに既刊報告書の 70 ％以
上が遺跡報告総覧に登録されており、市町村刊行分
に限るとさらに比率は上がり、未登録報告書の数は
それほど多くはない。このため、それぞれの市町村
の負担は相対的にかなり低くなると考えられる。現
在、コピー機によって容易にスキャニングができる
ことからも、計画的に数年間で電子データ化するこ
とは不可能ではないと思われる。3点目に、新規刊行
も含め、遺跡報告総覧への登録作業にかかる労力の
危惧も指摘されていた。これについては、今後、登
録作業のさらなる簡易化を期待したい。

2．写真フィルムのデジタル化と課題

（1）経緯と現状
この数年、模索しながらようやく岡山県古代吉備

文化財センターでも発掘調査現場での記録写真撮影
はフルサイズデジタル一眼レフカメラへとほぼ全面
移行した。昭和42年の山陽新幹線建設に伴う発掘調
査を皮切りに県教育委員会における本格的な記録保
存調査が始まった。これ以降、近年のデジタル一眼
レフカメラ導入までの間に撮影された、膨大な調査
写真フィルムが現在古代吉備文化財センターに保管
されている。これらは、保管状態と経年変化により、
特にカラーポジフィルムについては退色・劣化が一
部で進み、長年の大きな課題となっていた。

この問題の解決策の一つとして、平成 5 年から
フォト CD の導入を行った。経費の問題から年間の
作成枚数を限定しながら進めていたが、成果の進展
を見る前に、フォト CD システムのサポートが打ち
切られることとなり、全面的に中止せざるを得なく
なった。

こうした中、「全県統合型GIS」上で遺跡情報と発
掘調査報告書を公開する事業計画に併せて、平成16

年に写真フィルムのデジタル化についても事業化
し、当初、2 か年の業者委託で進めた。この時の対
象は中判（6×7、6×9）、大判（4×5）のカラーポ
ジフィルムとし、古いものから 8,000 枚についてデ
ジタル化を行った。データ形式は TIFF 形式と簡易
閲覧用にJPEG形式、解像度は1,000dpiである。

この後、中判は解像度1,600dpi、大判は1,200dpiと
して、文化財センター内でカラーポジフィルムとカ
ラーネガフィルムについてスキャニングによるデジ
タル化を実施し、これまでに計約20,000枚以上を終
了させた。また、35mm カラーポジフィルムについ
ては、基本 JPEG 形式で解像度を 2,400dpi とし、約
270,000枚のデジタル化を行った。いずれのデータも
複数のハードディスクで保管し、そのバックアップ
媒体も当初のCD、DVDから現在BDへと更新して
いる。
（2）今後の課題

従前は、他機関、出版社等の外部印刷物へ掲載の
ためにはフィルムの複製を提供していたが、現在
は、デジタル化したデータを提供している。このた
め原本フィルムへのアクセス頻度は著しく低下さ
れ、この点においては紛失等のリスクは軽減され
た。しかしながら、逆に今後は経年劣化の定期的な
観察をいかに行うかが課題となる。

また、すでに退色・劣化したものもオリジナルと
してそのままデジタル化を行っているが、それを印
刷物などに使用する際の補正をオリジナルの真性と
してどう考えるか検討の余地が残される。

さらに、デジタル化済みの原本フィルム資料の保
管も将来の検討課題となるであろう 7）。

3．発掘調査報告書の活用

最後に、発掘調査報告書の活用について述べた
い。平成10年台前半、岡山県で発掘調査報告書を電
子データ化し、インターネット公開する意義を以下
のように考えた。
「発掘調査報告書とは、かけがえのない郷土の歴

史遺産の発掘調査の成果であり、研究者にとっては
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貴重な学術研究資料であり、また生涯学習教育の教
材になり、さらに大学を始め、学校教育教材でもあ
る。発掘調査報告書は、印刷物としての限定配付・
公開のみならず、行政として、広く情報を提供する
義務がある。いつでも

4 4 4 4

、どこでも
4 4 4 4

、だれでも
4 4 4 4

、必要
4 4

なとき
4 4 4

に、インターネットを通して、情報を入手で
きる環境を構築することが必要である。」

当時、都道府県をはじめとした各自治体が、それ
ぞれ単独での発掘調査報告書の公開方法を模索し、
公開することそのもの自体が発掘調査報告書の活用
であるとして意義を与えてきた。

冒頭に触れた文化庁報告では、「発掘調査報告書
は、埋蔵文化財行政において極めて重要な役割を
担っており、それは、単に個々の遺跡の評価に留ま
らず、埋蔵文化財の活用さらには埋蔵文化財を活か
した地域作り・ひとづくりの出発点とも位置づけら
れるものである。よって、その確実な刊行と効果
的な利活用が強く求められている。」と記されてい
る 8）。

かつては、行政による記録保存調査は、発掘調査
報告書の刊行によって完結する、とされた。ある意
味ではそれは正しいのかもしれないが、一方、それ
に留まらず、もっと広い可能性が発掘調査報告書に
潜在しているということに、今後もっと注目される
べきであろう。阪神・淡路大震災や東日本大震災、
熊本大地震をはじめとする自然災害からの復興、あ
るいは急速な過疎化の進行により空洞化する地域に
おいて、発掘調査報告書は「文化財を活かした地域
づくり、ひとづくり、人と人を結ぶ出発点」となり
得る可能性がある。

こうした脈絡上において、自治体の枠を超え、発
掘調査のビックデータ集積と横断包括した検索機能
を付加した「全国遺跡報告総覧」の公開システムに
よって、従来のそれぞれの自治体での単独公開では
不可能であった、発掘調査報告書のさらなる活用、
新しい利用像が生み出されるものと期待される。

【補註および参考文献】
１）	a 文化庁　2017『埋蔵文化財保護行政におけるデジタ

ル技術の導入について1』（報告）

	 b 文化庁　2017『埋蔵文化財保護行政におけるデジタ

ル技術の導入について2』（報告）

	 c 文化庁　2020『埋蔵文化財保護行政におけるデジタ

ル技術の導入について3』（報告）

２）	全国遺跡報告総覧が推奨する出版時電子化仕様は、

文化庁2017b pp.38で、フォント埋め込み、しおり作

成、図・写真は 600dpi と示されている。現在は岡山

県もこの文化庁報告に準拠し、仕様を一部変更して

いる。

３）	文化財保護法に関する各種届出・通知、遺構や出土

遺物等の情報は、各種指定文化財の情報とともに「文

化財統合データベース」としてスタンドアローン型

のGISシステムを構築したが、GISソフトが準拠した

OS のメーカーサポート終了によるセキュリティの観

点から運用を中止し、現在はデータベースソフトと

して組み込んだ ACCESS のデータのみ一部利用して

いる。

４）	現在は「おかやま全県統合型GIS」システムが更新さ

れ、このシステム上では発掘調査報告書は閲覧でき

ない。

５）	補註1a文献

６）	「全国遺跡報告総覧」に登録されている年代の古い県

刊行のPDFファイルは、この低精度のdjvuファイル

を再度画像変換し登録したものであり、見づらいも

のが多く、課題が残る。

７）	多くの自治体では、デジタルカメラの導入によって

デジタルデータしか存在しないものがあり、今後は

デジタルデータのみの記録資料が多数を占めること

になる。デジタルデータの安全な保存方法とともに、

コストをかけながら将来にわたってアナログの原本

フィルムを保管する行政内コンセンサスをどのよう

に確保するのかが課題である。これについて文化庁

2020.pp.7～8に触れられている。

８）	文化庁2017b pp.3
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1．はじめに

福岡市内では年間約 40 件の発掘調査が実施され、
毎年約 30 冊の発掘調査報告書（以下、報告書とす
る）が刊行されている 1）。昭和42年刊行の『有田古
代遺跡発掘調査概報』を第1集とし、令和2年3月末
時点では第1404集まで刊行され、膨大な調査成果が
蓄積されている。これらの報告書は、福岡市埋蔵文
化財センターの図書室で一般公開しているほか、日
本各地の図書館・博物館・大学等に送付し、一般市
民や研究者の利用に供している。しかしながら、発
行部数の制約から送付先には地域の偏りがあり、県
によっては数機関しか送付できていないところも
あった。そういったところでは、報告書閲覧希望者
の居住地近辺に福岡市の報告書を所蔵する図書館等
がない場合もあり、全ての人が等しく手軽に利用で
きるとは言えない状態にあった。これらの問題を解
消し、且つ報告書をさらに有効に活用にするため
に、福岡市埋蔵文化財センターにおいて報告書のイ
ンターネット公開を検討した結果、全国遺跡報告総
覧（以下、遺跡総覧とする）に参加することとした。
本稿では福岡市の報告書公開に至る経緯と、その効
果や若干の課題を紹介する。

2．報告書公開に至るまで

（1）発掘調査報告書のデジタル化
インターネット上で公開するには、当然、報告書

のデジタルデータが必要である。福岡市では平成15
年頃から報告書印刷業者から PDF ファイルも納品
されており、近年の報告書についてはデジタルデー
タが揃っていた。

そして、平成22年度には報告書のデジタル化委託
事業を行った。これは報告書の保存用データの作成
と、将来的に広く公開活用を図るための閲覧用デー
タの作成を目的としたもので、緊急雇用創出事業の
交付金を適用して行った 2）。まず、先述のPDFファ
イル納品以前の報告書約 800 冊を対象とし、保存用

（TIFF形式、600dpi）と閲覧用（PDF、300dpi、OCR
処理）の二種類のデジタルデータを作成した。合わ
せて、既にデジタル化されていた報告書約 260 冊分
のPDFファイルについて、閲覧用解像度への変換と
OCR処理を行った。このデジタル化委託により、約
1,060冊分のデジタルデータが作成された。

こうして、印刷業者からの納品PDFファイルとデ
ジタル化委託により、この時点で福岡市が刊行して
いた報告書の PDF ファイルがほぼ揃ったこととな
る。
（2）全国遺跡報告総覧参加までの経緯

遺跡総覧に参加するまでの流れを簡単に記す。平
成 22 年頃に全国遺跡資料リポジトリでの公開を検
討するも、具体化しなかったようである。平成 23
年 2月に先述の報告書デジタル化委託を行い、PDF
ファイルは概ね揃った状態になる。平成 27 年に福
岡市埋蔵文化財センターホームページや福岡市役所

福岡市における発掘調査報告書のデジタル化と公開について
今井隆博（福岡市経済観光文化局埋蔵文化財課）

Digitization and Publication of Archaeological Excavation Reports in Fukuoka City 
Imai Takahiro （Cultural asset excavation section, Fukuoka City Government）

・発掘調査報告書／Archaeological excavation reports 
・デジタル化／Digitization・インターネット公開／Online publication 
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ホームページでの報告書公開を検討するも、約千冊
分のPDFファイルのデータ量（約40GB）が大きす
ぎて不可能であった。外部のレンタルサーバを使用
することも考えたが、費用・手続きの面から現実的
ではなかった。そうして遺跡総覧への参加を具体的
に検討し、平成28年2月に参加申し込みをした。申
し込みをしたものの、すぐには作業に取り掛かれ
ず、同年 7 月から報告書データのアップロードを開
始した。
（3）アップロード作業に必要なもの

遺跡総覧で実際に公開するために必要なものは、
①報告書のPDFファイル、②報告書の抄録情報、③
アップロード作業のための PC とインターネット環
境、④アップロード作業の人員、である。

平成 28 年に報告書のアップロードを始めるにあ
たって、①については先述のとおりほぼ揃ってい
た。②の抄録情報は、報告書抄録データベース等が
あったため、それを参照することができた。古い報
告書は抄録が無いものも多いため、抄録情報が既に
まとめられていたことは大いに助かった。③は通常
業務で使用する設備で十分対応できる。一番大きな
問題は④の人員で、報告書 1 冊で見ればアップロー
ド作業はわずかな手間であるが、千冊を超える作業
を通常業務に加えて行うことは精神的に大きな負担
であった。幸い、データ入力を業務とする嘱託職員
の応援を受けることができ、この問題はクリアでき
た。こうして、報告書をアップロードする準備が整
い、随時公開していくことが可能となった。

3．報告書公開後

（1）報告書公開の効果
報告書を遺跡総覧にアップロードし始めると、比

較的早く反応が現れた。公開を始めた平成28年7月
の間に閲覧・ダウンロードともに数十回となった報
告書が複数あり、遺跡総覧を常にチェックしている
人がいることを感じさせられた。その後、報告書は
随時追加するも閲覧数・ダウンロード件数等を集計
していなかったが、平成 30 年 2 月に確認したとこ

ろ、公開した報告書約 1,160 冊に対し、ダウンロー
ド件数は最も多いもので約1,600件、合計6万件以上
であった。そして今回改めて最新の数字を確認する
と、令和2年12月時点で公開している報告書（年報
等含む）約1,400冊に対し、ダウンロード件数は最も
多いもので約6,700件、合計22万件以上、詳細ペー
ジ表示回数（閲覧数）は最も多いもので約2,200回、
合計23万回以上となっている。予想以上に多くの方
に見ていただき、報告書を公開した甲斐があったと
感じている。

ちなみに、詳細ページ表示回数が多いのは国史跡
の鋤崎古墳・老司古墳や板付遺跡の報告書である。
また、ダウンロード件数が多いのは古墳に加えて板
付遺跡、博多遺跡群、元寇防塁等で、福岡市の特徴あ
る遺跡の報告書が多く利用されている印象である。

最も多くダウンロードされているのは『志賀島・
玄界島』という遺跡発掘事前総合調査の報告書であ
るが、継続して利用されているというわけではな
く、約 1 年間の間に集中して、毎月 600 件前後ダウ
ンロードされていた。その要因等は分析していない
が、報告書によって、シンポジウムや講演会、ニュー
ス、TV 番組といった要素で大きく変動があるもの
と思われる。

また、多く閲覧されている報告書のダウンロード
数が多いとも限らず、その逆のパターンもある。主
に閲覧で利用される方、まずダウンロードしてから
じっくり読まれる方等、色々な使い方がされている
ようで興味深い。
（2）全国遺跡報告総覧の活用

報告書公開を開始するのに合わせて、福岡市埋蔵
文化財センターホームページのトップ画面から遺跡
総覧へのリンクを設定し、福岡市の報告書を公開し
ている旨のコメントを添えた。これで、福岡市の報
告書を探してホームページを訪問した方への案内に
なり、自前のホームページで公開するのとほぼ同様
の効果を得られたと思う。

報告書の他、市内発掘調査の概要を記した埋蔵文
化財年報や埋蔵文化財センター年報も公開した。現
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在は【みんなでMYBUN！】という埋蔵文化財セン
ターの資料・事業を紹介する広報動画も登録してい
る。また、遺跡総覧はイベント情報の掲載もできる
ので、シンポジウムや講座、企画展示の広報にも利
用可能である。
（3）全国遺跡報告総覧のメリット

遺跡総覧で公開したことで、「報告書を見たい（コ
ピーしたい）」「○○遺跡のことを詳しく知りたい」
という電話問い合わせに対応しやすくなった。従来
は図書館や埋蔵文化財センターでの閲覧を案内する
しかなかったが、インターネットを利用する人であ
れば遺跡総覧での PDF ファイルダウンロードを案
内できるようになった。これだけでも報告書公開を
検討した当初の目的は達成されたと思う。

アクセス統計も嬉しい機能で、閲覧数・ダウン
ロード件数等の実績を全期間や月単位で把握するこ
とができる。作業担当者の個人的な感想であるが、
多くの人が報告書を利用してくれていることを実感
でき、アップロード作業を進める励みになる。

また、遺跡総覧に登録することでバックアップの
一つにもなると思っている。紙媒体の報告書と比較
できるものではないが、PDFファイルが保存された
CD等のバックアップ（保存先の一つ）と考えれば、
災害時や電子媒体の故障に備える効果はあろう。

上記のようなメリットがありながら、参加機関は
維持管理をする必要がなく、しかも費用もかからな
いというのは大きな魅力である。
（4）課題

些細なことではあるが、PDFファイルの容量上限
が100MBなので、分量のある報告書はPDFファイ
ルを100MB以下に分割しなければならない。この手
間を省略するために、現在福岡市では、報告書と同
時に納品される閲覧用PDFファイルについては、遺
跡総覧のアップロード作業にそのまま使用できる仕
様（フォント埋め込み、ファイルサイズは100MB以
下で複数に分割）に変更している。

また、本市の場合、市役所全体のセキュリティ対
策のためアップロード作業がやや煩雑になる。いく

つかの手間と時間が余計にかかるため、アップロー
ド作業をつい後回しにしてしまいたい気持ちにな
る。

そして、報告書刊行数が多い自治体では、毎年の
更新作業を複数人で分担する等、計画的にデータ更
新をしないと、更新されないデータが溜まってしま
う恐れもある。

4．おわりに

以上、福岡市が遺跡総覧に参加するまでの経緯
と、報告書公開の効果等について感じたことを書き
連ねた。千冊を超える報告書を刊行している本市が
スムーズに公開できたのは、PDF ファイルが既に
揃っていたこと、アップロード作業を担当する人員
を確保できたことが極めて大きい。PDFファイルを
作成するところから始めていたら、途中で挫折して
いた可能性もある。

遺跡総覧の様々な機能のなかで、特に便利なのは
検索機能だと個人的に思っている。発行機関といっ
た分類だけでなく、登録されている全ての報告書の
テキストデータをキーワードで横断的に検索でき
る。これは各機関の報告書が遺跡総覧に公開されて
いるからできることであって、福岡市が当初模索し
た市役所ホームページでの公開なら不可能な機能で
ある。登録される報告書が増える度に資料が蓄積さ
れ、類例の検索等に大きな効果を発揮すると思われ
る。

遺跡総覧で報告書を公開することは、報告書の有
効な活用方法の一つになったと思う。今後も登録報
告書が増え、遺跡総覧がさらに充実していくことを
期待したい。

【補註および参考文献】
１）	本田浩二郎　2019「Ⅴ平成 30 年度発掘調査概要・報

告」『福岡市埋蔵文化財年報』Vol.33　pp.6-9

２）	山崎龍雄・力武卓治　2012「1. 資料の収蔵・整理」

『福岡市埋蔵文化財センター年報』第30号　p.2
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はじめに－プロジェクト参加の経緯－

全国遺跡報告総覧の前身である全国遺跡資料リポ
ジトリ・プロジェクトに、東北大学附属図書館が
2010年度から参加した。筆者の所属する東北大学埋
蔵文化財調査室も、その当初の年度より附属図書館
に協力し、報告書の電子化及びその公開を続けてい
る。その後、2016年度中より附属図書館から依頼を
受け、東北大学では当室が中心となって本事業を進
めてきた。その様な経緯もあり、東北地方の自治体
への参加勧誘等も行ってきた。現在では、「奈良文化
財研究所が運営する「全国遺跡報告総覧」は、低精
度 PDF による公開に係る問題を克服したシステム
であるので、積極的に参加すること」 1）と文化庁から
推奨され、全国遺跡報告総覧への参加が一般的なも
のとなりつつある。本論では、これまでの当室での
活動を踏まえ、具体的な電子化推進の課題について
述べた後に、その活用とその後の展開について検討
したい。

1．全国遺跡報告総覧参加への課題

リポジトリ・プロジェクトへの参加を各自治体に
勧める際には、図書館担当者と共に各自治体に赴く
等して説明を行っていた。その際に問題点として
伺ったこととしては、大きく 3 点の問題があった。
①電子化をするためのコスト、②著作権等の権利関
係、③インターネット環境の貧弱さである。これま

で①・②については、これまでにプロジェクト事務
局や文化庁等から様々な形で説明があり、その解決
方法も提示されてきている。一方で③については、
各機関の問題点として、現在もなお存在している。

当時、公私共にメール等のインターネットの利用
は当たり前であり、リポジトリ・プロジェクトへの
参加に際してインターネット環境上の大きな問題は
ないと考えがちであった。さらに現在では、回線の
強化を含め、より一層のインターネット環境の充実
化が進行しているように感じられる。筆者が所属す
る大学では、現在も続く新型コロナ感染症対策とし
ての遠隔授業等へ対応するため、インターネット環
境の利用は欠かせず、使用するアプリケーションを
含め重点的な環境強化が進められているところであ
る。

しかし、自治体によっては、とくに小規模な自治
体においては、セキュリティの観点から、一つの課
全体でインターネットに繋ぐことのできるパソコン
が 1 台のみであるとか、データのアップロード自体
ができないなどの環境があることを聞いていた。こ
うした自治体の職員とやり取りをする際には、しば
しば「メールより電話の方が良い」、「pdf ファイル
が受け取れない」という事態が生じていた。こう
したセキュリティ環境は、総務省による「地方公
共団体における情報セキュリティポリシーに関す
るガイドライン」に基づくものということであっ
た 2）。これは、個人情報漏洩対策のために進められ

全国遺跡報告総覧の課題と展開
菅野智則（東北大学埋蔵文化財調査室）

Working With the Comprehensive Database of Archaeological Site Reports
Kanno Tomonori （Center for Archaeological Operations Tohoku University）

・全国遺跡報告総覧／Comprehensive Database of Archaeological Site Reports in Japan 
・災害対策／Disaster countermeasures ・歴史遺産／Historical heritage
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てきたものであり、ネットワークを個人番号利用
事務系、LGWAN（総合行政ネットワーク：Local 
Government Wide Area Network）接続系、イン
ターネット接続系の 3 種に分け、前二者をインター
ネットから完全に分離するというものである。こう
したことを実施するために、最も簡潔で確実な方法
はインターネット接続端末を減らすことであろうか
ら、上記のような環境になってしまうことは想像に
難くない。2020 年 9 月にはその改定版が提示され、
多少は緩和されているようであるが、元々のセキュ
リティ環境構築の目的からすると、急激に現状が大
きく変化するとは考えられない（図1）。

この様な場合、報告書作成の際にPDFファイルも
作成されていたとしても、そのデータをアップロー
ドすることができないことがある。そのため、大学
のような機関による代行アップロードは、未だに必
要不可欠である。これは、規模の小さな自治体に
とっては今後も継続する問題であることは間違いな
く、より多くの自治体の参加を促すためにも、継続
したある程度の補助が必要であると認識している。

2．報告書の配布

報告書は、「関係の地方公共団体・文化財関係調
査機関・図書館・博物館・大学等へ配布し、発掘調
査の成果を国民が広く共有し、活用できるような措
置を講ずる必要がある」 3）とされている。

また、国会図書館法により、発行後直ちに国会図
書館に定められた冊数を納付する義務が定められて
いる。地方公共団体の諸機関及びそれに準ずる法人
の納入する冊数は、都道府県（政令指定都市を含
む。）の諸機関は5冊、市（政令指定都市を除き、特
別区を含む。）の諸機関3冊、町村の諸機関2冊と定
められている。

国会図書館に報告書を納付すれば、全国書誌番号
（JP 番号）が付与された上で確実に登録される。そ
して、「国立国会図書館蔵書検索・申込みシステム
NDL-OPAC」にて、それらの報告書を検索すること
が可能となる。同様に、大学図書館等でも、登録さ
れた後にオンラインの蔵書目録（OPAC）にて公開
される。さらに、各地の大学図書館等に所蔵されて
いることが確認できれば、有償ではあるが貸借等す
ることも可能である。地方自治体の図書館でも、他
の図書館（国会図書館等）から借り出すことも可能
な場合もある。このように、まずは報告書を登録し、
活用してくれる公的機関には、刊行した報告書を必
ず配布することが必要である。

しばしば、国会図書館やその地域の公的図書館に
も報告書が納庫されていない事例が見受けられる。
その様な場合、近隣の関係機関には配布はしている
が、登録・公開をする公的機関には配布していない
ということがあるようである。このような報告書
は、一般的には存在しているか否かさえ不明な報告
書となる。こうした報告書は、いわゆる「灰色文献」

（Grey Literature）と呼ばれる存在であり、「書誌コ
ントロールがなされず、流通の体制が整っていない
ために、刊行や所在の確認、入手が困難な資料、政
府や学術機関などによる非商業出版物」 4）として捉
えられる。この状態であれば、その報告書をもって

「公開された」とは言い難く、先の「発掘調査の成果
を国民が広く共有し、活用できるような措置」がな
されたと言い切ることは難しい。全国遺跡報告総覧
への参加以前に、まずは紙媒体の報告書を図書館等
の機関への配布し、書誌情報を掲載することが重要
である。

図1　総務省による改訂版モデル（註2より）
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3．報告書の電子化にあたって

報告書の利用にあたっては、文章を読むことも当
然ではあるが、掲載されている遺構・遺物の図を用
いて集成、計測等の様々な使い方をする。したがっ
て、個人的には、報告書とは単に「読むもの」では
なく、遺跡の属性を掲載したデータ集として「使うも
の」と認識している。そのため、図書館において「館
内閲覧」が指定されている場合、該当書籍の状態か
らやむを得ないことは重々承知しているが、落胆す
ることがある。とくに他館から現物貸借にて有償で
借用した報告書であればなおさらである。この点に
ついては、リポジトリ・プロジェクトを通じ、図書館
職員の方々との話において、報告書の利用の仕方に
関する認識の違いに差があることに気付かされた。

報告書の電子化にあたっては、バックアップとし
て印刷物と同等以上の精度を有する「高精度 PDF」
と、印刷物の発掘調査報告書の活用のための媒体と
しての「低精度 PDF」があるとされている 5）。この
うち「低精度PDF」は、「（高精度PDFを）圧縮ある
いは印刷物をスキャンすること等によって生成され
るデジタルデータ」 6）とされる。

時折、報告書に限らず、文字や図を読み取るのが
難しいほど解像度を落とした PDF ファイルも存在
する。その場合、上記のような「使う」ことはもち
ろんだが、「読む」ことも難しい。こうしたPDFデー
タは、「低精度 PDF」の基準にも満たないデータで
ある。こうしたことにならないために、全国遺跡報
告総覧の web にて掲載されている公開用 PDF 作成
の基準 7）に従い作成することが必要である。

電子化にあたっての重要な点として、解像度のほ
かに、OCR（Optical Character Recognition）の精
度がある。全国遺跡リポジトリ・プロジェクトに参
加する以前、当室では在庫が少ない報告書の電子化
を独自に実施していた。当時は、カッターを用いて
報告書をばらし、一枚ずつフラットベッドスキャナ
を用いて1枚ずつスキャンした。このデータは、「高
精度PDF」には至らないが、画像としては高解像度

であり、イメージ化するには全く問題無い。その後
に、OCRを実施する際には、様々なソフトウェアを
用いたが、良好な結果を得ることはできなかった。
そのため、ソフトウェアにてOCRを実施した後に、
手作業による修正を行うこととしたが、非常に時間
がかかった。後に、リポジトリ・プロジェクトに参
加するようになり、電子化を委託することができ、
それらの問題からは離れていた。

東日本大震災以後に、被災した自治体の報告書の
電子化について、こちらの手持ちの報告書や寄贈頂
いた報告書を用いて進めることとなった。その際に
は、そのための充分な予算も無いため、自ら電子化
を行う必要があった。この時には、解像度を高く設
定できる自動給紙方式（ADF）のスキャナを用いて
一度にスキャンすることができ、画像データを大量
に蓄積することができた。しかし、OCRを巡る状況
については以前と同様であることから、時間・精度
との関係から、OCRに関しては業務委託することと
し、必要最低限の費用支出で作業を行った。

現在は、その様な状況に対応するために「類義語
および OCR 誤認識用語検索機能」 8）が実装されてい
る。この機能により、自前のOCR作業については、
ある程度の修正漏れはやむを得ないものとして進め
ることもできる。一方で、OCRを実施せずに、画像
データのみの PDF を公開することも選択肢として
は確かにある。しかし、全国遺跡報告総覧の機能を
充分に活用するためには、やはりテキストを埋め込
むことが必要である。今後、完全なデータを簡単に
作成することができる技術ができればよいが、現状
としては対処的な方法で進めるしかない。

4．電子化された報告書の有益性

これまでに数回の報告 9）を行っているが、東日本
大震災等を経験し、このような非常時には、報告書
の電子化がいくつかの点において有益であることが
確認できた。一つは、失われた自機関刊行の報告書
のバックアップとして、もう一つは研究を含む知的
環境を提供することである。
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最初の点については、津波等災害により壊滅的な
被害を受けた自治体において、その自治体が刊行し
た過去の報告書の残部が失われるような事態になっ
てしまった場合、「高精度PDF」がそのバックアップ
として役立つ。費用や権利関係等の様々な現実的な
問題はあるかと思うが、「高精度PDF」であれば、改
めて印刷し再刊行することも可能である。そして、こ
れは報告書に限らず、市町村史や図録等の自治体刊
行の各種書籍についても同様である。全国遺跡報告
総覧に登録するかどうかは別として、その自治体等
その場の固有の知的資源の保全という意味では、報
告書以外の刊行物の電子化も防災対策の一つとして
その計画の中に含めても良いのではないだろうか。

研究を含む知的環境の提供については、対象が研
究者であれば、その有益性は容易に理解できる。書
庫がない場所でも、インターネットに繋がれば気軽
に参照することができる簡便さは手放し難い。東日
本大震災関連の復興調査では、高台移転等に伴う多
くの調査と膨大な量の整理作業における、個々の現
場あるいは作業場において、必要不可欠なツールと
して利用されている。そして、登録する機関が増え
れば増えるほど、その有益性が増すことになり、利
用者は増えるものと期待できる。

2020 年の春、新型コロナ感染症対策のため、大
学の授業が全てオンラインとなった。学生は、大学
キャンパスへの立入が禁止となり、図書館等も利用
不可となった。そのため、ほとんど学生は自宅等で
待機する生活環境となった。一方で、その様な中で
も学生は卒論等の研究を継続しなければならない。
このような遺物や報告書に直接的に触れることがで
きない非常時の環境下にあっては、全国遺跡報告総
覧や機関リポジトリ等による報告書・論文を元とし
た下調べが中心となっていたようである。このよう
な状況は全くの想定外ではあったが、インターネッ
トは使えるが、実際に活動することが不可能な環境
下において、電子化された資料の活用は必要不可欠
なものとなった。

また報告書は、研究者による調査・研究のための

資料としてだけではなく、その遺跡が所在する地域
住民が、その土地の歴史を調べる際にも役立つ。その
ため、歴史的環境・事実を利用したまちづくりや防
災等の計画において、過去を現在に活かそうという
働きかけを行う際には、報告書がその一助になるこ
とも考えられる。そのような際に、全国遺跡報告総覧
は気軽に閲覧できる便利なシステムであると言える。

ただし、報告書は専門用語を用いて記載された専
門書あるいはデータ集であり、誰でも気軽に読んで
理解できる「読み物」ではない。そのため、遺跡ある
いは地域の歴史への理解を得るためには、報告書だ
けではなく、「住民向けのわかりやすいパンフレッ
トや概説書等の普及資料の作成、遺物・関係資料の
展示、講演会などを積極的に実施」 10）する必要もあ
る。

宮城県内では、蔵王町教育委員会が報告書の巻末
に、平易な言葉で書いた解説 11）を付けているほか、
近年では短いリーフレットを作成し全国遺跡報告総
覧で公開している 12）。こうしたパンフレットや概説
書を含めた「わかりやすい資料」の公開も全国遺跡
報告総覧が担うことで、発掘調査成果の社会への還
元がより進むことが期待できる。

おわりに－今後の展開－

リポジトリ・プロジェクトの会議の際にも話題に
出ていたが、これだけの報告書を集成したデータ
ベースを、この先にどのように展開すべきであろう
か。展開の一つとして、既に進められているように、

図2　情報発信スペースの利用例（註5より）
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外国を含めた様々なデータベースと連携を取り、異
なるプラットフォームからの検索や、日本考古学の
情報発信としての役割も期待できる。また、登録す
る側としては、付帯的な機能として提供されている
イベント等の「文化財の普及活動事業」情報発信ス
ペースは、報告書並びに前節で触れたようなパンフ
レット等と共に活用できる素地がある（図2）。

報告書は、発掘調査された遺跡に関する基礎的な
データである。その点を重視するならば、遺跡があ
る地域を概略的に案内する際のデータとしても利用
できる。当室では、東北大学キャンパスデザイン室
と史料館と共に、Google マイマップを利用した「東
北大学歴史遺産マップ」（図3・4 ）13）を作成した。こ
の中では、東北大学構内の遺跡のほか、建造物、記
念碑、記念樹木等を東北大の「歴史遺産」として捉
え、その所在地を示すほか、写真を含む簡単な紹介
を行っている。そして、遺跡詳細に関しては当室の
webページへと誘導し、その基礎データとして該当
する報告書とその公開先として全国遺跡報告総覧を
提示している 14）。今後は、その他の歴史的遺産と共
にデータを拡充させ、その場所ならではの歴史遺産
地図を構築できればと考えている。

このように、遺跡の基礎データとしての報告書を
集成した全国遺跡報告総覧は、それ単体での活用も
できるが、様々なプラットフォーム・データベース
と連携・利用しあうことにより、新たに活用するこ
とも今後の展開の一つとして考えている。
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図3　東北大学歴史遺産マップ

図4　東北大学歴史遺産マップ　川内キャンパスの事例

144 デジタル技術による文化財情報の記録と利活用3



1．はじめに

発掘調査報告書をデジタル化してインターネット
上に公開するプロジェクトが始まり、平成 27 年度　
には全国遺跡報告総覧が公開された。

大学図書館が中心となって進められたこのプロ
ジェクトでは、埋蔵文化財の発掘調査報告書｛以下、
報告書｝の発行主体である文化財行政の担当部局や全
国各地の埋蔵文化財センターにも連携協力の依頼が
なされた。法人調査組織である全国埋蔵文化財法人連
絡協議会｛以下、全埋協｝にも全国遺跡報告総覧プロ
ジェクト代表・独立行政法人国立文化財機構奈良文
化財研究所｛以下、奈文研｝からの協力依頼があった。

平成28年度、全埋協の会長を担当した公益財団法
人高知県文化財団埋蔵文化財センター｛以下、高知
県埋蔵文化財センター｝が、法人役員会で全国遺跡
報告総覧への参加についての説明を行うとともに参
加団体との意見交換をおこなっている。

本項では、法人調査組織における報告書等の電子
化とデジタル情報の公開と活用についての経緯や経
過等を紹介し、あわせて高知県埋蔵文化財センター
ホームページの活用状況などを報告したい。

2．法人組織とホームページ活用

（1）法人調査組織について
令和 2 年度において、47 法人が全埋協に加盟して

いる。全埋協は、会員がそれぞれの行政機関と提携

のうえ連絡を密にし、埋蔵文化財の発掘調査事業等
の円滑化を推進している。文化財保護の充実に寄与
することを目的に設立され、埋蔵文化財の調査及び
教育普及等にかかる事業を積極的に推進しようとす
る法人組織と言える。

昭和55年に法人連絡協議会が発足しており、令和
2 年度では、都道府県が関与して設立されたものが
27 法人、政令市は 5 法人、市町が 14 法人・民間が 1
法人の計47法人からなる。

法人は各都道府県にまたがり下記の地域ブロッ
クで構成されている。北海道・東北ブロックは（8
法人：道県 4・市 4）、関東ブロックは（11 法人：都
県7・政令市1・市3）、中部・北陸ブロックは（6法
人：県5、市1）、近畿ブロックは（12法人：府県5・
政令市 2・市 4・民間 1）、中四国・九州ブロックは

（10法人：県6・政令市2・市2）である。
（2）法人調査組織のホームページ活用の現状

全埋協のホームページには、一般の方々や加盟法
人のための情報ページとして、抄録データベース

（遺跡検索）、イベント情報・全埋協についての解
説、各法人へのリンク等があり、加盟法人のみが利
用できる登録・入力ページもある。

以前、全埋協で実施していた報告書抄録データ
ベースは、現在では奈文研が運営する全国遺跡報告
総覧（日本国内の遺跡の発掘調査報告書を電子化し
インターネット上で検索可能にした機関リポジトリ
システム）に統合されている。

法人調査組織における報告書等の電子化と情報公開について
松田直則・山﨑孝盛（公益財団法人高知県文化財団埋蔵文化財センター）

Digitization and Information Disclosure of Reports in Corporate Research Organizations 
Matsuda Naonori・Yamasaki Takamori （Kochi Prefectural Center for Archeological Operations）

・報告書電子化 ／Report digitization・報告書著作権／Report copyright 
・情報公開／Information disclosure
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ここで、各法人のホームページの運営状況を見る
と、資料 1 の示す通り管見の限りでは県の出資法人
は概ねホームページの公開を行っている。市の出資
法人は公開を行っていないところが存在している。

高知県埋蔵文化財センターが平成 29 年度「報告書
データベース作成に関する説明会」に向けて実施した、
各法人のホームページ運営状況の独自調べ（令和2年
度に追加・更新）では、PDF データの情報公開のあ
り方を、報告書（全国遺跡報告総覧，共編・共著掲載
含む）・年報・紀要・広報誌・機関紙・現地説明会資
料・報告会資料・パンフレット等の項目で追跡した。

先に断っておくと、令和 2 年度現在では、ホーム
ページの活用状況はここ数年で進展し、PDF 以外の
方法で遺跡情報等を提供している法人もある。今後は
デジタル化の進展に伴い情報提供あり方が多様化す
ると推察されるが、現状の一定の目安として平成29年
度調査（PDFによる情報公開）の傾向を示しておきた
い。

報告書では、県設立の法人で PDF を公開している
ところが多く。多くの法人が関係する報告書（県との
共編・共著含む）を全国遺跡報告総覧で見ることがで
きる。現地説明会資料や報告会資料等は、ホームペー
ジ上に PDF やそれ以外の方法で情報提供が行われて
いる。広報紙・機関紙や現地説明会資料などは PDF
化され多くの法人ホームページ上で公開されている。
年報については、最新版のみ公開しているところや目
次のみの公開などがあり、紀要は頒布している法人も
あり Web 上での公開は限定的である。一番多く公開
されているのが広報紙や機関紙、現地説明会資料、次
いでパンフレット類であった。報告書の公開について
は、奈文研の全国遺跡報告総覧での公開・活用に概
ね移行しており、一定の成果を上げている。各地域の
公開状況の詳細については、資料1を参照願いたい。

3．�法人調査組織の報告書等の電子化の
現状と課題

続いて、法人調査組織の全国遺跡報告総覧参加へ
の経緯と経過を振り返ってみることとしたい。

平成29年6月に奈文研と島根大学が当時、全埋協
会長を担当した高知県埋蔵文化財センターを訪問し
全国遺跡報告総覧への参加説明があった。全埋協の
役員会でも全国遺跡報告総覧の説明が奈文研の担当
からあり、参加の呼びかけがなされた。

その段階では報告書の PDF をホームページに掲
載している法人は北海道・東北ブロックは 1 法人、
関東ブロックは 2 法人、中部・北陸ブロックは 2 法
人、近畿ブロックは3法人、中四国・九州ブロックは
5法人（そのうち抄録のみが2法人）であったと記憶
している。当時、全埋協のなかではコンピュータ等
研究委員会が組織されており、そこでの意見交換を
おこなうよう求められた。同委員会では全国遺跡報
告総覧の参加によって生じる問題点等を議論した。

まず、全埋協のホームページ抄録登録の問題とそ
の後の活用についてである。全埋協では、ホーム
ページで報告書抄録データベースを作成しており、

「全国遺跡報告総覧」「抄録データベース」を統合し
一本化する方向で話し合われた。

今後の全埋協ホームページについては、廃止か、
一般対象のホームページと加盟法人限定のホーム
ページの設置か、加盟法人限定のホームページのみ
か、この3案で議論された。

抄録データベースが必要なくなれば、ホームペー
ジ閉鎖もやむなしの意見もあったが、全体的には存
続の意見が多く存続の方向で役員会に報告された。

報告書 PDF の公開については、仮に PDF を公開
することになっても、画像の解像度を下げて二次使
用をできなくすることが必要である意見が多数あ
り、報告書は 300 部あるのだから、文字検索ができ
るようにOCRをかけ、画像は低解像度としインデッ
クスとして印刷された報告書との差別化をはかる必
要があるとの意見が多数を占めた。全国遺跡報告総
覧についても、低画質で頒布図書との併用に配慮す
る必要があり、PDF公開後の図書頒布の問題もあげ
られた。将来的に公開を前提とするならば頒布図書
の必要性がなくなるのではないかとの意見もあり、
頒布図書との整合性の課題は今も残る。
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次に著作権（複製権・公衆送信権等）への対応の
問題や課題もあった。著作権の勉強や対応は遅れて
いたので、周知が必要とされた。当時、著作権の複
製権や公衆送信権などの覚書や契約書を取り交わし
ているところは少なく、取り交わしにあたりその対
応や作業量が増える懸念もあった。情報交換会や役
員会での全国遺跡報告総覧についての意見交換の内
容をまとめると以下のようになる。
①今後、過去の分も含めて公開していけるよう準備
している法人もある。
②県と委託契約しているので、県の指示待ち法人が
ある。
③PDF公開の準備はしているが、県の指針でPDF公
開には参加しないとされているので公開できない。
④著作権の処理ができれば、順次公開を検討してい
く法人もある。
⑤報告書の印刷部数300部との整合性が問題である。
⑥古い報告書のPDF化の費用と、人員確保の問題が
ある。

以上、簡単に全埋協での意見交換の内容を示した
が、各都道府県教育委員会の報告書の取り扱いの考
え方が各法人組織には影響しているようである。

この内容については、平成30年2月20日に行われ
た平成 29 年度 第 5 回 報告書データベース作成に関
する説明会で「法人調査組織における報告書の電子
化と活用」として別に報告している。

4．�高知県文化財団埋蔵文化財センター
における報告書等のデジタル化と情
報公開および今後の展望

公益財団法人高知県文化財団は高知県立埋蔵文化
財センターの指定管理者として管理運営している。
発掘調査事業に伴う報告書作成等に関するデジタル
化作業・情報公開の経緯と経過を以下に紹介する。

平成 10 年度には埋蔵文化財情報管理システムを
導入し、発掘情報・遺跡情報・遺構情報・遺物情
報・県内発掘調査情報・収蔵図書情報・収蔵品貸出
情報・写真情報・図書情報等の管理システムを構築

した。遺跡情報・県内発掘情報・報告書を含む収蔵
図書等の情報はWeb公開をしている。

平成 12 年度からは報告書印刷の際にあわせて
PDF データも作成し納品を開始した。平成 16 年度
には、平成12年度以前のデジタルデータのない報告
書（15 件）について、県予算で PDF 化、サーバを
導入し、報告書等のPDFは91件のうち58件、年報
13件のうち6件、その他の印刷物10件のうち1件の
Web公開をおこなった。

平成 17 年度以降に残りのデジタルデータのない
高知県埋蔵文化財センター公刊報告書等の PDF 化
と高知県教育委員会等の公刊報告書の PDF 化を行
い、PDF 化されたものや新しく公刊された報告書
PDFをWeb公開している。

平成 21 年度から全国遺跡資料リポジトリに参加
している。平成25年度には、高知県教育委員会文化
財課で「高知県文化財地図情報システム」が公開さ
れることになったため、高知県埋蔵文化財センター
での遺跡地図情報の公開は終了することになった。

文化財団のサーバの老朽化により収蔵図書情報も
公開を終了した。報告書PDF等のWeb公開は継続す
ることになり、平成 29 年度には高知県埋蔵文化財セ
ンターのホームページのリニューアルをおこなった。
報告書等のうち著作権（複製権・公衆送信権）が必要
なものについては許諾を得たものを公開している。

高知県埋蔵文化財センターのホームページでは、
全国遺跡報告総覧に参加登録しているが、高知県内
の最新の発掘調査や遺跡情報を一般の方にいち早く
利用してもらうために埋蔵文化財センターのホーム
ページ上でも報告書をあわせて公開している。Web
上での PDF 公開情報は、報告書 172 件のうち 32 件
について複製権と公衆送信権の許諾を確認している
ところである。その他は、年報 25 件、展示パンフ
レット 9 件、現地説明会資料 40 件程を公開してい
る。

近年のホームページリニューアル後の Web 公開
状況として、平成29年7月1日～令和2年10月31日
までのホームページや刊行物（報告書PDF等）への
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アクセス数の推移を資料2・3に示した。
総アクセス数は、ホームページのリニューアル

開設時から現在まで約 260,000 件。月にして振り幅
はあるが 4,000 〜 7,000 件程度のアクセスがある。リ
ニューアルした当初はアクセス数が伸びたが、年数
を重ねるごとに徐々に減少している傾向にある。年
間では 7 月にはアクセス数がいずれの年も伸びる傾
向にあり、これは、夏休みの企画イベントである親子
考古学教室の申し込みなどによるアクセス集中のた
めと考えられる。埋蔵文化財センターで開催してい
る公開講座や体験教室などの普及啓発活動の人気と
アクセス数の伸びが連動している状況が見られる。

刊行物のアクセス数も徐々に減少しているが、月
ベースで 200 〜 500 件程度の一定のアクセス数が保
持できている理由としては、閲覧の利便性に一定の
評価を得ているが、相対的に減少傾向にあるのは著
作権の関係で未公開報告書が含まれている点、利用
者が固定化されている点などが考えられる。

高知県埋蔵文化財センターホームページの各ペー
ジへのアクセス数の内訳を資料4に、リファラー（訪
問者のサイト属性）の内訳を資料5に示した。いずれ
のグラフも平成29年度の調査内容であるが現在も内
訳比率はさほど変化していない。

内訳の詳細は各グラフを見て頂ければ明瞭だが、
ホームページ内の各ページへのアクセス数は、体験
教室や講座・催し物、展示関係が多く、指定管理事
業での広報・普及の一定の成果がでていると考えら
れる。グラフで拾えない点としては、山城講座など
の申し込みは毎回満員で、地域の方々を含め固定客
が多く、人気の講座となっている。また、展示関係
では昨年頃から企画展関係の入館者数が伸びてお
り、連日複数名の来客が絶えない開館日が続いた。
いずれの講座や展示も、内容はもとよりホームペー
ジ上での情報提供を含めた継続的な情報公開等の活
動の結果、一定の認知を得ることができたと評価で
きる。今後は常連の方以外の新規層の開拓が課題で
あり、Web上の情報の見せ方、動画の活用や子供を
ターゲットとした宣伝、「イラスト」や「わかりやす

さ」などの工夫が求められている。
リファラー（訪問者のサイト属性）についてはメ

ジャーな検索サイト Google や Yahoo からの訪問者
が多くを占めている。近年ではSNS（ソーシャル・
ネットワーキング・サービス）からのアクセスも増
えている。訪問者の機器媒体は、パソコンと携帯電
話等のモバイルの比率は6対4程である。

次に、報告書に関する著作権の対応状況と今後の
PDF 公開計画についてであるが、平成 29 年のホー
ムページリニューアルまで著作権の対応が十分では
なかったことは反省点である。著作権については、
32 件のうち 5 件の許諾を取れなかったが、そのうち
1 件が個人の著作物で 4 件が物故者であった。許諾
を取れない報告書については、対象部分を除く形で
公開する予定である。今後の対応として、公開して
いない報告書やパンフレット類について、計画的に
PDF化の作業を行い、公開して行きたい。

今後は、高知県埋蔵文化財センターのホームペー
ジで報告書や地域の遺跡情報を積極的に公開するこ
とで、インターネットを通して世界中の人々と繋が
り、国内遺跡や埋蔵文化財情報の透明性や活用、情
報の公開・集積・交流（双方向化）により埋蔵文化
財の価値を高めることを目的としたい。

その一方で、地域においては故郷に誇りと愛着を
持つ人材の育成、郷土史の開拓、歴史研究などへの
情報提供など、地域に貢献できるような、利便性や
有効性の高い情報公開・デジタル活用のあり方を今
後は少なからず検討する必要があると考えている。

また、昨今の新型コロナウィルス（COVID-19）の
影響も、デジタル化を捉え直す一つの契機となって
おり、今後の情報公開のあり方が模索される。

【参考とした資料】
１）	 全国遺跡報告総覧・全埋協ホームページ、各地の埋

蔵文化財センター等のホームページなど。

２）	 奈文研編「デジタル技術による文化財情報の記録と

利活用」の各報告。文化庁編「埋蔵文化財保護行政に

おけるデジタル技術の導入」の各報告など。
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資料2　高知県埋蔵文化財センターホームページへのアクセス数の推移（ホームページリニューアル後）

（件数）

（年月）

資料3　高知県埋蔵文化財センターホームページ　刊行物（報告書PDF等）へのアクセス数の推移

（件数）

（年月）
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資料4　高知県埋蔵文化財センターホームページ　各ページへのアクセスの内訳（平成29年度調査・6ヶ月間の集計）

資料5　高知県埋蔵文化財センターホームページ リファラー（訪問者のサイト属性）の内訳（平成29年度調査・6ヶ月間の集計）

（件数）

［項目］

［項目］

（件数）

（9,666）

（898）

（101）

（22）

（2,471）

（2,303）

（1,563）

（1,149）

（845）

（318）

（4,895）

（756）

（29）

（13）

（456）

（28）

（6）

（1）

（107）

（10）

（1）

（1）

（2,429）

（1,825）

（1,395）

（918）

（798）

（190）

※（ ）内はアクセス件数

※（ ）内はアクセス件数

（件数）
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全国遺跡報告総覧の経過やデータ件数などを紹介
する。

1．現在のデータ件数

全国遺跡報告総覧に登録されているデータ件数は
以下の通り（2021年1月4日時点）。推移は表1。

PDFがある書誌登録数：27,092
　総ページ数 : 3,346,519
　総文字数 : 2,141,190,735
書誌登録数：86,821
書誌の発行機関数：1,725
遺跡抄録件数：135,765
文化財動画件数：344

2．全国遺跡報告総覧のこれまでの経過

2008 年から 2014 年までは遺跡資料リポジトリで
ある。
2008（平成20）年度

・�中国地方 5 県域（大学）で遺跡資料リポジトリの
運用開始（各大学が個別にサーバ管理）

・メタデータの収集
・作成開始（奈文研とも連携）
・報告書の電子化開始（NIIのCSI事業費）
2009（平成21）年度
・�12府県域（大学）へ拡大（各大学が個別にサーバ

管理）
・�横断検索・全文検索に対応するためのシステム改

修
・報告書の電子化（CSI事業費／科研費）
2010（平成22）年度
・20府県域（大学）へ拡大
・�NII 共同サーバ上にシステム構築（新規参加大学

向け）
・オープンカンファレンス開催（2010.12@大阪）
・報告書の電子化（CSI事業費／科研費）
2011（平成23）年度
・�自治体セルフ・アーカイブ移行のためのシステム

2020年度数字で見る全国遺跡報告総覧
高田祐一（奈良文化財研究所）

The Comprehensive Database of Archaeological Site Reports in Numbers, 2020 
Takata Yuichi（Nara National Research Institute for Cultural Properties）

・データ量／Data quantity・自然言語処理／NLP

年度 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
（途中）

PDF登録件数 920 4,552 7,525 9,771 11,916 13,516 14,374 15,930 18,838 21,154 23,075 24,495 27,092 
書誌登録数 920 4,552 7,525 9,771 11,916 13,516 14,374 15,930 18,838 21,154 48,694 68,769 86,821 
抄録登録数 93,923 130,016 135,765 

直接登録機関数 6 22 23 31 50 875 910 1,238 1,296 
文化財動画登録数 344 

※2008年度から2014年度は遺跡資料リポジトリの統計。

表１　全国遺跡報告総覧に登録されているデータ件数の推移
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改修
・全国の自治体にアンケート調査を実施
・プロジェクトが推進する電子化仕様を公開
・�ワークショップ開催（2010.11 ＠東京／同 .12 ＠福

岡）
・報告書の電子化（CSI事業費）
2012（平成24）年度
・CSI委託事業最終年度
・22府県域（21大学）へ拡大
・報告書の電子化（CSI事業費／科研費）
・�奈文研と広域モデル実証実験開始（報告書発行機

関による直接参加が可能に）
・シンポジウム開催（2012.11＠福岡）
2013（平成25）年度
・報告書の電子化（科研費）
・奈文研とシステム移行に向けた協議開始
2014（平成26）年度
・�島根大学附属図書館全国遺跡資料リポジトリ推

進会議事務局が国立大学図書館協会賞を受賞
（2014.6）

・�連携大学実務者会議でシステムの統合・移管が決
定（2014.11）

・�旧システムの凍結及びシステム移行作業（2014.12
～）

2015（平成27）年度
・�連携大学による新システムの検証（負荷テスト

等）
・�全国遺跡報告総覧の公開（公開時点の報告書

14,374冊）（2015.6）
・データ登録再開（2015.8）
・�ディスカバリーサービス（Summon）との連携開

始（2015.9）
・�報告書本文データの登録件数が15,000件に（2015.10）
・シンポジウム開催（2016.2＠奈良）
・CiNii Booksとの連携開始（2016.3）
2016（平成28）年度
・英語自動検索機能公開のお知らせ（2016.8）
・�イベント情報（文化財イベントナビ）の登録・公

開機能を追加（2016.9）
・�シンポジウム開催（2016.11＠奈良）開催概要　当

日資料
・�Worldcat（ディスカバリーサービス含む）との連

携開始（2017.2）
2017（平成29）年度
・�ディスカバリーサービス（EDS）との連携開始
（2017.4）

・�報告書の頻出用語を可視化したワードマップを公
開（2017.4）

・�報告書本文データの登録件数が20,000件に（2017.7）
・�文化財報告書にDOIの付与会誌（2017.7）
・考古学関係用語辞書拡充（2017.8）
・�「データ登録に関する今後の方針」を公開（2017.10）
・�報告書発行機関向けの説明会を開催（5 会場：奈

良／仙台／岡山／福岡／東京）
2018（平成30）年度
・モバイル端末向けPDFの公開（2018.8）
・遺跡（抄録）検索機能の公開（2018.12）
・�ディスカバリーサービス（Primo）との連携開始
（2018.12）

・全埋協抄録データベースの統合完了（2019.1）
・�奈文研での関連研修内容をまとめた刊行物を遺跡

総覧で公開（2019.3）
・�報告書発行機関向けの説明会を開催（5 会場：京

都／福島／石川／埼玉／大分）
・引用表記の自動表示（2019.2）
・�都道府県別の発掘調査報告書総目録 高知県・島

根県編の公開（2019.3）
2019（令和元）年度
・�欧州考古学情報基盤 ARIADNE Plus への奈良文

化財研究所の参画（2019.4）
・�都道府県別の発掘調査報告書総目録 新潟県編の

公開（2019.4）
・�全国の遺跡や文化財に関するイベント情報検索機

能公開（2019.6）
・�都道府県別の発掘調査報告書総目録 大阪府編の

公開（2019.6）
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・�奈文研抄録データベースの全国遺跡報告総覧への
統合完了（2019.6）

・�発掘調査報告書総目録 新潟県編の書誌情報を全
国遺跡報告総覧に登録（2019.11）

・�書誌ページ QR コード表示機能とシリーズ番号順
並び替え機能公開（2019.11）

・�報告書発行機関向けの説明会を開催（5 会場：佐
賀／新潟／広島／愛知／東京）

・�発掘調査報告書総目録 大阪府・兵庫県・島根
県・高知県編の書誌情報を全国遺跡報告総覧に登
録（2020.1）

・�類義語および OCR 誤認識用語検索機能の公開
（2020.2）

2020（令和2）年度
・文化財動画ライブラリーの公開（2020.8）
・�全国の発掘調査報告書の書誌情報13,583件を一括

登録（2020.10）
・�遺跡位置の世界測地系 10 進法への簡易変換表示

機能の公開（2020.11）
・�全国の文化財地図・遺跡地図、発掘調査報告書等

の書誌情報1,814件を一括登録 （2020.12）
・�文化財動画ライブラリーが JAPAN SEARCH 上

で検索可能に。データ連携開始（2020.12）

3．利用統計

2019 年 度 の 1 年 間 の PDF ダ ウ ン ロ ー ド 数 は
1,670,343 件であった（図 1）。アクセス数は 1,557 万
件、ページ閲覧数は8,127万件だった（表2）。

4．データ連携

全国遺跡報告総覧の利活用の機会を増やすため、
各種サービスとメタデータ連携をしている。2020
年度は、文化財動画ライブラリーの動画情報をジャ
パンサーチと連携開始した。ジャパンサーチ上で、
文化財動画情報を検索できる。文化財動画ライブ
ラリーには、YouTube へのリンクがあることか
ら、全国遺跡報告総覧から YouTube へ遷移する。
YouTube 説明欄に全国遺跡報告総覧 URL が貼りつ
けてあれば、YouTubeから全国遺跡報告総覧へ遷移
する。多様な使われ方をするには、多様なアクセス
経路を提供することが重要と考える。

5．都道府県の状況

都道府県別のPDF・書誌・抄録公開件数を表3に
示す。2020年12月28日時点。

図２　全国遺跡報告総覧とのデータ連携

図１　報告書登録数とダウンロード数の推移

年度 アクセス数 ページ閲覧
2015 － －
2016 341万 1,155万
2017 886万 7,277万
2018 1,117万 1億302万
2019 1,557万 8,127万

表２　全国遺跡報告総覧のアクセス数とページ閲覧数
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PDF公開 書誌のみ公開 書誌合計 抄録
北海道 183（95） 1,844（1,774） 2,027（1,869） 2,873（2,750）
青森県 377（212） 1,269（1,284） 1,646（1,496） 3,898（3,419）
岩手県 664（585） 1,456（1,332） 2,120（1,917） 3,460（3,280）
宮城県 1,240（1,147） 378（376） 1,618（1,523） 1,257（1,097）
秋田県 610（601） 275（198） 885（799） 2,366（2,320）
山形県 798（787） 239（188） 1,037（975） 1,304（1,299）
福島県 130（0） 1,753（1,616） 1,883（1,616） 4,263（4,066）
茨城県 810（749） 816（694） 1,626（1,443） 2,943（2,515）
栃木県 113（50） 758（565） 871（615） 1,216（1,078）
群馬県 670（628） 2,565（2,205） 3,235（2,833） 5,255（5,011）
埼玉県 476（241） 2,829（2,230） 3,305（2,471） 5,291（4,950）
千葉県 250（85） 3,575（3,397） 3,825（3,482） 7,862（7,815）
東京都 47（16） 4,910（1,870） 4,957（1,886） 4,363（3,836）

神奈川県 114（87） 1,528（850） 1,642（937） 1,725（1,579）
新潟県 387（372） 2,065（2,064） 2,452（2,436） 3,088（3,034）
富山県 884（852） 777（173） 1,661（1,025） 1,959（1,874）
石川県 148（81） 966（824） 1,114（905） 1,308（1,248）
福井県 19（4） 411（298） 430（302） 464（435）
山梨県 1,091（1,083） 297（84） 1,388（1,167） 713（705）
長野県 2,781（2,680） 1,040（415） 3,821（3,095） 4,127（3,925）
岐阜県 232（204） 513（466） 745（670） 2,261（1,852）
静岡県 524（452） 1,295（1,014） 1,819（1,466） 3,239（2,935）
愛知県 312（250） 1,179（1,000） 1,491（1,250） 2,254（2,162）
三重県 709（657） 709（615） 1,418（1,272） 2,429（2,397）
滋賀県 269（262） 1,212（714） 1,481（976） 2,388（2,254）
京都府 310（151） 1,763（1,252） 2,073（1,403） 5,341（4,894）
大阪府 1,894（1,795） 3,670（1,830） 5,564（3,625） 12,557（12,535）
兵庫県 772（724） 2,618（887） 3,390（1,611） 4,402（4,202）
奈良県 1,528（1,173） 2,806（852） 4,334（2,025） 5,834（3,811）

和歌山県 93（91） 383（332） 476（423） 1,670（1,600）
鳥取県 335（329） 1,508（512） 1,843（841） 1,853（1,834）
島根県 1,221（1,181） 646（194） 1,867（1,375） 3,729（3,655）
岡山県 640（632） 205（124） 845（756） 1,014（990）
広島県 222（87） 703（668） 925（755） 1,600（1,532）
山口県 42（39） 671（570） 713（609） 991（963）
徳島県 121（121） 135（104） 256（225） 413（405）
香川県 663（634） 211（176） 874（810） 2,023（1,899）
愛媛県 225（222） 580（493） 805（715） 1,211（1,180）
高知県 388（388） 279（42） 667（430） 478（474）
福岡県 1,746（1,400） 4,877（2,824） 6,623（4,224） 7,428（6,988）
佐賀県 160（153） 714（419） 874（572） 1,215（1,187）
長崎県 378（356） 441（294） 819（650） 1,080（1,040）
熊本県 422（380） 419（285） 841（665） 1,283（1,206）
大分県 117（54） 966（777） 1,083（831） 1,939（1,761）
宮崎県 1,221（1,196） 268（124） 1,489（1,320） 2,630（2,604）

鹿児島県 527（466） 740（610） 1,267（1,076） 1,792（1,724）
沖縄県 229（218） 467（403） 696（621） 881（838）
合計 27,092 59,729 86,821 133,670 

※遺跡抄録にて市町村コードがないものはカウント外のため、全体の件数と一致しない

表3　都道府県別PDF・書誌・抄録公開件数（2020年12月28日時点）（）は2019年12月25日時点。
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